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はじめに 
 
 経済学部は、1923 年東北大学に経済学講座が開設されて以来、９０年近くの歴史と

伝統を有する学部です。この間、少人数の演習（ゼミナール）を重視した教育を行い、

広い基礎的知識と深い専門的知識を身につけ、国際的視野を持つ指導的人材の育成を目

指してきました。 
平成 16 年度以降、東北大学では、シラバスの記載方法を全学教育のシラバスに準拠

し、全学教育から学部教育、さらには大学院教育まで、統一的記載にしました。『経済

学部シラバス』の目次を見れば直ちにわかるように、経済学部は学生の皆さんにたくさ

んの授業科目を提供しています。皆さんが経済学部を卒業するためには、一定の決めら

れた規則にしたがって、これらの授業科目を履修しなければなりません。卒業に必要な

科目や単位数などは『学生便覧』に記載してあります。 
経済学部では、基礎的かつ専門的な経済学、経営学の授業を提供しています。また、

現代の重要課題に対応する科目も提供しています。これらの授業科目を学ぶための最初

の方法は、1 年次に開講される６つ入門科目（経済学Ａ（マルクス経済学）、経済学Ｂ

（近代経済学）、経営学、会計学、経済史、統計学）から、適切な選択を行うことです。

皆さんは、学年が進むにしたがって、（1）基礎専門科目のなかの入門科目以外の科目や、

（2）基本専門科目のなかの科目から、各自の興味や勉強方針に合った科目を選択する

ことになります。また、経済学部では上記の科目の他にも（3）特定専門科目、（4）演

習専門科目等を提供しています。 
授業科目を履修するのに、『シラバス』や『学生便覧』は大変重要な役目を果たしま

す。シラバスの授業概要に注意深く目を通し、『学生便覧』をも照合して、皆さんの問

題意識、職業選択に最も相応しい科目はどれであるのか、その科目を理解するためには

どのような関連科目や基礎的素養が必要かを把握してください。シラバスを徹底的に活

用して、自分にあった授業計画を立ててください。シラバスだけでは理解できない場合

には、オリエンテーション、ゼミ説明会、教務係、教員から必要な情報を得てください。 
皆さんが実りある 1 年間を送られることを願っています。 

 
 

平成 24 年 4 月 
東北大学経済学部長 大滝 精一 

 

1



平成２４（２０１２）年度 
経 済 学 部 シ ラ バ ス 活 用 の す す め 

 
 
  経済学部の学生が履修する授業科目は、「全学教育科目」と「専門教育科目等」の二つ

に分かれます。このシラバス（授業案内）は、他学部開講の関連科目と演習を除いたす

べての「専門教育科目等」の授業案内を掲載したものです。学生諸君は、それぞれの科

目を選択する際に、このシラバスを活用して履修計画を立て、実りのある勉学に励んで

ください。なお、「全学教育科目」全般については、別に『平成２４年度全学教育科目の

手引』（高等教育開発推進センター）が発行されていますので、合わせて諸君の履修計画

に活用してください。 
 
  履修計画を作成するにあたって必要な情報は、このシラバスおよび学生便覧（新入生

は『平成２４年度学生便覧』、２～４年生は入学時の『学生便覧』）に記載されています。

「全学教育科目等の履修上の注意」及び「専門教育科目の履修上の注意」には必ず目を

通してください。とりわけ「進級必要単位表」・「卒業必要単位表」は重要です。「必要単

位数」以上の履修や自由聴講での履修も可能ですが、セメスターごとの履修登録単位数

の上限に注意してください。経済学部の「専門教育科目」は、原則として２学期制（セ

メスター制）を実施しています。また、連続講義となる科目もあります。「特定専門科目」

の一部の授業科目は隔年開講となっていますので、本年度及び来年度の開講授業科目を

十分に検討し、計画的な履修をして下さい。履修登録は一部を除いてウェブシステムを

利用します。演習は学期毎にウェブシステムで登録する必要がありますので、注意して

ください。 
 これらのルールに変更がある場合は掲示で連絡しますので、掲示板を定期的に必ず見

るようにしてください。 
 
 なお、演習については、新任教員担当の部分を除いて「平成２４年度（２０１２年度）

経済学部演習シラバス」に掲載されています（演習参加者募集時に配布済）。  
 演習Ⅰ、Ⅱはそれぞれ A と B に分割されています。入学後２年を経て４月に３年次に

進級できなかった場合でも、第１学期に（仮）進級要件を満たせば１０月に３年次に進

級し、第２学期から演習ⅠA を受講することができます。これに該当する人は進級が決

まり次第、「経済学部演習シラバス」を参考にして、担当教員に直接申し込み、了承を得

た上で所属演習を決めて下さい。 
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科目名：経済学入門Ａ  担当者：平本厚    時間：Ⅱ学期（火３） 対象学年：1・２年 

1. 授業の目的と概要 

 資本主義経済のこれまでの発展と現状について、マルクス経済学の考え方を紹介しながら解説しま

す。とくに技術の進化と経済社会の変化の関連に重点をおいて、資本主義社会の発展と現状の問題に

ついて明らかにします。資本主義経済についての大きな理解と現状についての問題意識を涵養するこ

とで経済学の進んだ学習への手引きとします。 

2. 学習の到達目標 

① 資 本 主 義 経 済 の 発 展 に つ い て 大 き な 理 解 を 得 る 。  

② 技 術 進 化 と 経 済 社 会 の 展 開 の 関 連 に つ い て 理 解 す る 。  

③ マ ル ク ス 経 済 学 の 考 え 方 の 基 本 に つ い て 理 解 す る 。  

④ 現 状 の 世 界 経 済 と 日 本 経 済 の 問 題 点 を 考 え る 。  

3. 授業の内容・方法と進度予定 

第 １ 回  経 済 の 現 状 と マ ル ク ス 経 済 学  

第 ２ 回  マ ル ク ス 経 済 学 の 考 え 方 （ １ ）： 商 品 か ら 貨 幣 が 生 ま れ る  

第 ３ 回  マ ル ク ス 経 済 学 の 考 え 方 （ ２ ）： 資 本 と は 何 だ ろ う か  

第 ４ 回  マ ル ク ス 経 済 学 の 考 え 方 （ ３ ）： 経 済 社 会 は ど の よ う に 発 展 す る か  

第 ５ 回  資 本 主 義 社 会 の 成 立 （ １ ）： 産 業 革 命 と は ど ん な も の か  

第 ６ 回  資 本 主 義 社 会 の 成 立 （ ２ ）： 世 界 シ ス テ ム の 形 成  

第 ７ 回  資 本 主 義 社 会 の 発 展 （ １ ）： 大 企 業 の 時 代 の 到 来  

第 ８ 回  資 本 主 義 社 会 の 発 展 （ ２ ）： 大 企 業 を 管 理 す る 困 難  

第 ９ 回  資 本 主 義 社 会 の 発 展 （ ３ ）： 大 量 生 産 も 簡 単 で は な い  

第 １ ０ 回  資 本 主 義 社 会 の 発 展 （ ４ ）： 帝 国 主 義 と は ど ん な も の か  

第 １ １ 回  現 代 の 資 本 主 義 社 会 （ １ ）： エ レ ク ト ロ ニ ク ス の 時 代  

第 １ ２ 回  現 代 の 資 本 主 義 社 会 （ ２ ）： 福 祉 社 会 の 登 場  

第 １ ３ 回  現 代 の 資 本 主 義 社 会 （ ３ ）： 戦 後 世 界 は う ま く い っ た  

第 １ ４ 回  現 在 の 世 界 経 済 の 問 題  

第 １ ５ 回  現 在 の 日 本 経 済 の 問 題  

4. 成績評価方法 

 講 義 中 に 随 時 提 出 す る 感 想 文（ 40％ ）と 期 末 試 験 の 成 績（ 60％ ）に よ り 評 価 し ま す 。 

5. 教科書と参考書 

  教科書はありません。参考書としては、授業内容の２～４については宇野弘蔵『経済原論』（岩

波書店）、５～１３については宇野弘蔵『経済政策論』（弘文堂）、Ａ．Ｄ．チャンドラー『経営者の

時代』（東洋経済新報社）、Chris Freeman and Francisco Louca, As Time Goes By、１４～１５につ

いては武者陵司『新帝国主義論』（東洋経済新報社）などがあります。しかし、授業内容はそれにそ

うものではありません。 

6. 予習と復習について 

予習する文献等については講義中に指示します。 

7. その他（履修の条件、連絡先、オフィスアワー等） 

 連絡先は、平本は hiramoto@econ.tohoku.ac.jp、office hour は月曜日 16:20 ～17:50 です。 
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科目名：経済学入門 B               担当者: 西山    時間: 1 学期 月２ 対象学年: 1、2 年 

1. 授業の目的と概要 

 経済学入門 B においては、ミクロ経済学およびマクロ経済学の基礎となる経済学の考え方を中心に

講義を行う。履修者が将来的に公的資格試験（国家公務員試験（経済職）、地方公務員試験、公認会

計士試験、税理士試験、FP 試験、証券アナリスト試験等）を受験する可能性を考慮に入れ、講義で

取り扱う内容はあくまで標準的な内容とし、特殊な内容については取り扱わない。 

 

2. 学習の到達目標 

 主にミクロ経済学ならびにマクロ経済学の基礎的かつ標準的な考え方を習得することを学習の到

達目標とする。 

 

3. 授業の内容・方法と進度予定 

  講義はミクロ経済のパート（前半）とマクロ経済学のパート（後半）に分かれる。 

ミクロ経済学パートにおいて取り扱う内容： 

○ 市場における需要と供給の作用 

○ 需要、供給、および政府の政策 

○ 消費者、生産者、市場の効率性 

○ 経済外部性 

 

マクロ経済学パートにおいて取り扱う内容： 

○ 国民所得の測定 

○ 物価の測定 

○ 生産と成長 

○ 貯蓄、投資と金融システム 

○ 総需要と総供給 

 

4. 成績評価方法 

 期末試験（100％）による 

 

5. 教科書と参考書 

 教科書：『マンキュー入門経済学』（グレゴリー・マンキュー著、足立他訳）、東洋経済新報社、2008

年 3 月． 

 

6. 予習と復習について 

 講義において扱う教科書の当該部分を事前に予習しておくことが望ましい。また、講義資料をもと

に講義内容について復習しておくことが望ましい。 

 

7. その他（履修の条件、連絡先、オフィスアワー等） 

 入門科目であるため、履修の条件は設定しない。高校卒業程度の数学力があれば十分である。連絡

先、オフィスアワーについては、初回講義時に指定する。 
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科目名：経営学入門               担当者: 澁谷    時間: ２学期水５ 対象学年: １・２年 

1. 授業の目的と概要 

 経営学を学ぶための準備として、経営学全般のアウトラインを把握する。授業では、経営学の各

分野について幅広くとりあげます。 

2. 学習の到達目標 

 経営学的なものの考え方に慣れることを目標とします。 

3. 授業の内容・方法と進度予定 

 授業では、あらかじめ指定された場所にアップされたショートケースを事前にダウンロードして

読んでくることを求めます。教室では、ショートケースについてのディスカッションと解説、およ

び関連する理論等を学びます。ショートケースがカバーする領域は、戦略論およびマーケティング

論の分野が中心となります。 

 授業は概ね以下のように進行します（変更の可能性あり）。 

第０回：経営学への招待（戦略とは何か、SWOT 分析など） 

第１回：ショートケース「ある日の午後の喫茶店」（市場細分化、ターゲティング） 

第２回：ショートケース「片岡物産」（市場構造、競争戦略） 

第３回：レクチャー（PLC、アンゾフのマトリクス） 

第４回：ショートケース「第一リフォーム社」（マーケティング近視眼） 

第５回：ショートケース「サウスウェスト航空」（消費者ニーズと市場機会） 

第６回：ショートケース「マグネットリング」（市場戦略） 

第７回：ショートケース「猪野婦人のポケットカメラの購買過程」（消費者プロフィール） 

第８回：レクチャー（消費者行動） 

第９回：ショートケース「ジュピター」（新製品開発） 

第１０回：ショートケース「びゅさいらす・エリー社」（技術イノベーション） 

第１１回：ショートケース「リコーGR DIGITAL」（ポジショニングと差別化） 

第１２回：レクチャー（差別化戦略について） 

第１３回：まとめ 

4. 成績評価方法 

 期末テストによって評価します。ショートケースを用いる回では、授業内での発言は評価の対象

とします。 

5. 教科書と参考書 

 教科書は使用しません。参考書については、授業内で指示または配付します。 

6. 予習と復習について 

 授業において、３．に述べたようにショートケースを用いる回が複数回あります。そのときは、

ネット上の授業用のページにアップされたショートケースを各自がダウンロードして、事前に読ん

でくることを求めます。教室では、無線マイクを使用して常に受講生に発言を求めます。 

7. その他（履修の条件、連絡先、オフィスアワー等） 

 授業内で指示します。 
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科目名：会計学入門    担当者: 米谷 健司     時間:1 学期水５  対象学年:1.2 年 

1. 授業の目的と概要 

企業会計はビジネスに必須のコミュニケーション・ツールであり、しばしばビジネスの言語と

表現される。この授業は企業会計に関する基礎的な知識や技術を習得することを目的とする。

損益計算書や貸借対照表などの財務諸表は複式簿記に基づいて作成されるため、複式簿記の初

歩的なルールを重点的に解説する。また、実際の財務諸表を用いて、会計情報の有用性やその

限界などについても考察する。 

 

2. 学習の到達目標 

・ 複式簿記の初歩的なルールを理解し、財務諸表の構造をある程度理解できるようになる（複

式簿記のレベルとしては日商簿記検定 3 級程度）。 

・ 実際の財務諸表に記載されている会計情報の内容や、企業会計や企業経営に関連する新

聞・雑誌記事の内容をある程度理解できるようになる。 

 

3. 授業の内容・方法と進度予定 

 講義形式で行う。必要に応じて資料等を配布する。なお、授業は以下の内容を含む。 

 簿記の基礎（取引・勘定・仕訳） 

 商品売買取引 

 現金預金取引 

 手形取引 

 債権債務取引 

 有価証券取引 

 固定資産取引 

 決算整理と財務諸表 

 

4. 成績評価方法 

課題の提出（30％）と期末試験（70％）に基づいて成績評価を行う。 

 

5. 教科書と参考書 

授業中に指示する。 

 

6. 予習と復習について 

配布する練習問題などを解くなど、復習に時間をかけること。 

 

7. その他（履修の条件、連絡先、オフィスアワー等） 

連絡先  kj-kome@econ.tohoku.ac.jp 

オフィス・アワー  水曜 14：40～15：40（片平キャンパス）※事前にメールにて連絡すること。 

          水曜 講義終了後（川内キャンパス）※講義終了後に申し出ること。 
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科目名：経済史入門  担当者: 川名 洋教授   時間:２学期月２  対象学年:１・２年 

1. 授業の目的と概要 

 

本講義は、経済・経営を学ぶ全ての初学者に、歴史を通して経済を学ぶ手法について理解を

深めてもらうことを目的とする。複雑な人間的要素に加え時代によって移り変わる人々の価値観

に左右されながら、経済活動は人類社会の基盤を成す。それゆえ「経済」は政治、法律、宗教、哲学

と不可分の実相、つまり、歴史の主題でもある。この授業では１７世紀から２０世紀にかけて欧米

諸国を中心に発達した「経済史」の基本的な考え方や課題の移り変わりに着目し、歴史を経済

（学）的視点から理解する方法や、経済を歴史学的観点から読み解く方法について解説してい

く。 

 

2. 学習の到達目標 

  

• 「経済史」の学問的特色について理解する。 

• 「経済史」で扱う経済問題とその政治的・社会的背景との関連性について理解する。 

 

3. 授業の内容・方法と進度予定 

   

本講義では、西欧近代特有の学問・思想の歴史を辿りながら、各時代の特色や地域間の違い

を念頭に経済現象を分析する「経済史学」の成立過程を概観する。ここではとくに、イギリス、

ドイツ、フランス、アメリカそれぞれの経済事情や経済史家の問題認識を紹介し、「経済史学」

の特徴について解説するとともに、「経済人とは何か」、「ポリティカル・エコノミーの意義」、

「経済の発展段階」、「経済成長の要因」をテーマに、歴史を通してはじめて明らかになる経済

の本質についても議論したい。 

 

 

4. 成績評価方法 

 試験により評価する。 

 

5. 教科書と参考書 

 講義初回に文献リストを配布する。 

 

6. 予習と復習について 

 履修者は講義をモチベーションに参考文献を精読し、自発的に学習する姿勢が求められる。 

 

7. その他（履修の条件、連絡先、オフィスアワー等） 

 オフィスアワー：火曜３講時 
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科目名：統計学入門     担当者:金崎芳輔    時間:１学期火３ 対象学年:１・２年 

1. 授業の目的と概要 

 現実の経済・経営を分析するのに必要なデータとそれを情報処理する統計学を利用したコンピュー

ター・ソフトウェアといった道具は、現代の高度情報化社会では豊富に存在する。しかし、膨大なデ

ータを適切に処理し、必要な道具を使って、必要な結果を得るには、「確率」と「統計」の知識が必

要である。この授業では、「確率」と「統計」の基本的な知識の習得を目的とする。 

 

2. 学習の到達目標 

 確率、統計の考え方と基礎的な理論を理解すること。確率と統計に関する簡単な計算ができること。

エクセルなどの表計算ソフトを利用して、統計に関する計算ができること。 

 

3. 授業の内容・方法と進度予定 

1. イントロダクション 

2. 確率の基礎 

3. 確率変数と確率分布 

4. データの記述 平均と分散 

5. 二項分布と正規分布 

6. 標本分布 

7. 推定 

8. 仮説検定 

 

 

4. 成績評価方法 

 レポートと期末試験による。 

 

5. 教科書と参考書 

 教科書：東北大学統計学研究グループ『これだけは知っておこう！ 統計学』有斐閣 

 

6. 予習と復習について 

 必ず予習と復習をすること。 

 授業では、エクセル等の使い方はふれないので、自習すること。 

 

7. その他（履修の条件、連絡先、オフィスアワー等） 

 連絡先：kanazaki@eon.tohoku.ac.jp 

 オフィスアワー：メールでアポイントメントを取ってください。 
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科目名：プレゼミ   担当者：大瀬戸真次   時間：２学期 金４   対象学年：２年 

1. 授業の目的と概要 

 経済学の様々な分野において、ゲーム理論はモデル化や分析のために必要不可欠なものとなってい

る。この科目では、ゲーム理論の基本的な枠組みと経済学への応用をゼミ形式で学習する。 

ゲーム理論は、消費者や企業などの経済主体の行動がお互いに影響を与え合う状況において、各経

済主体が相手の持つ情報や相手のとる行動を合理的に予想しながら自らの行動を決定すると、社会的

にどのような結果が実現するのかを分析する。ゲーム理論は、その誕生以来、経済学の主要な分野の

理論を“ゲーム理論的な考え方”に基づいて再構築させるほどの多大な影響を与えてきた。また、ゲ

ーム理論の応用範囲は幅広く、社会学、心理学、政治学、国際関係学などの人文社会科学分野から、

数理科学、情報科学、物理学、生物学などの自然科学分野にまで及んでいる。 

 

2. 学習の到達目標 

 ゲーム理論の基本的な枠組みと経済学への応用を理解する。ゲーム理論に必要な最小限の数学の知

識を身に付ける。 

 

3. 授業の内容・方法と進度予定 

ゲーム理論の基本的なテキストを受講者が交代で報告をして、その後全員で討論を行う。 

（１）非協力ゲーム：行動決定が同時に行われる場合 

（２）非協力ゲーム：行動決定が時間をおいて行われる場合 

（３）情報不完備なゲーム 

（４）２人協力ゲーム：交渉ゲーム 

（５）多人数協力ゲーム：特性関数形ゲーム 

（６）進化と学習のゲーム理論 

時間に余裕があれば、行動経済学、実験経済学のトピックスを紹介する。 

 

4. 成績評価方法 

 平常点（出席、報告、宿題等）によって成績評価を行う。 

 

5. 教科書と参考書 

 武藤滋夫『ゲーム理論入門』日経文庫、2001 年 

 

6. 予習と復習について 

 報告者だけではなく、受講者全員が予習をすること。授業で取り扱った練習問題をよく復習するこ

と。 

 

7. その他（履修の条件、連絡先、オフィスアワー等） 

 履修の条件は特になし 

 連絡先：ohseto@econ.tohoku.ac.jp 

 オフィスアワー：金曜日 16:10 – 17:00 
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科目名：プレゼミ      担当者:三宅充展    時間:１学期 月４   対象学年:２年 

1. 授業の目的と概要 

  論理的で構造化された文章の作成方法、とくに数学的論証の進め方を身につけることが第一の 

  目的です。 同時に協力ゲームの基礎的事項を理解することも目的です。  

 

2. 学習の到達目標 

  ４年時の演習論文や学期末試験（証明問題）において、論理的で解りやすい文章を構成する能力 

   を身につけること、および入門レベルの教科書を読みこなす読解力を修得することが到達目標 

   です。 

 

3. 授業の内容・方法と進度予定 

  前半は、「任意の」や「すべての」などの語句の用法や、決まり文句の使い方について、 

  具体的な証明問題を解くことにより習熟してもらいます。 

       松坂和夫著「集合位相入門」岩波書店  

        二階堂副包著「現代経済学の数学的方法」（絶版）岩波書店 

  の練習問題を全員で解答する演習をします。これについてはプリントを配布します。 

   

    後半は,多人数協力ゲーム（特性関数形ゲーム）について、ゼミナール形式で輪読を行います。 

  テキストは、岡田章『ゲーム理論·入門』有斐閣アルマ、2008年です。必ず購入すること。 

 

4. 成績評価方法 

  平常点(出席、報告、レポート等)によって成績評価を行います。 

 

5. 教科書と参考書 

  教科書：岡田章『ゲーム理論·入門』有斐閣アルマ、2008年 

  参考書：武藤滋夫『ゲーム理論入門』日経文庫、2001年 

 

6. 予習と復習について 

  予習では配布物および教科書の該当箇所を読んでおくこと。 

 

7. その他（履修の条件、連絡先、オフィスアワー等） 

  履修の条件は特になし。連絡先としてメールアドレスは miyake@econ.tohoku.ac.jp です。 

    原則としてメールによる質問等は授業の中で返答します。 

    オフィスアワーは 月曜日 12:40-13:00 （研究室）の予定。 
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科目名：プレゼミ     担当者: 柴田友厚    時間:１学期 火２    対象学年:２年 

1. 授業の目的と概要 

 イノベーションの担い手としてのイノベーターの実像や役割、機能、成功要因などに関して、でき

るだけ多くのイノベーションの実例に触れるとともに、議論を重ねることで理解を深めます。また、

情報検索、レジメ作成、プレゼンテーションなど初歩的な調査スキルを身につけると同時に、議論に

よって思考を深めるスキルを習得します。   

 

2. 学習の到達目標 

 専門分野を決定する前に、研究の初歩とスキルを内容・方法の両面から身につけるための授業です。 

・個人としてのイノベーター、組織としてのイノベーション・プロセスを理解する。 

・ケースを分析することで、論点や課題を見出し思考を深めてゆくスキルを習得する。 

・具体的な個別事例の背後にある普遍性を探ることで、抽象的思考能力を高める。 

3. 授業の内容・方法と進度予定 

 毎回の授業では事前に割り当てられた担当者がケースの要約と論点を報告し、それに基づいてクラ

スで議論する。担当者はケースの要約と論点についてレジメまたはパワーポイントを用意し、クラス

で報告し、議論の材料を提供する。報告を担当しない学生は指定本数以上のケースに関するコメント

を作成し、議論に参加する。詳細は最初の時間に説明しますが、取り上げるケースの概要は次のとお

りです。 

（１） マツダ ロードスター 

（２） サントリー 伊右衛門 

（３） KDDI au デザインプロジェクト 

（４） シャープ ヘルシオ 

（５） トヨタ自動車 プリウス 

（６）アルビレックス 新潟 

などをとりあげ、ケース分析と議論をとおしてイノベーションのプロセスを分析し、成功要因などを

議論します。 

 

4. 成績評価方法 

 報告内容（５０％）、クラス討論への貢献（３０％）、コメント内容（２０％） 

 

5. 教科書と参考書 

 野中郁次郎・勝見明『イノベーションの作法』（日本経済新聞社、２００７年）。文庫版が日経ビジ

ネス人文庫から出ている。 

 

6. 予習と復習について 

事前に文献を読んで出席することが必要です。 

 

7. その他（履修の条件、連絡先、オフィスアワー等） 

オフィスアワーは特に定めませんので、事前にアポイントを取って下さい。 
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科目名：プレゼミ     担当者: 柴田友厚    時間:２学期 火２    対象学年:２年 

1. 授業の目的と概要 

 イノベーションの担い手としてのイノベーターの実像や役割、機能、成功要因などに関して、でき

るだけ多くのイノベーションの実例に触れるとともに、議論を重ねることで理解を深めます。また、

情報検索、レジメ作成、プレゼンテーションなど初歩的な調査スキルを身につけると同時に、議論に

よって思考を深めるスキルを習得します。   

 

2. 学習の到達目標 

 専門分野を決定する前に、研究の初歩とスキルを内容・方法の両面から身につけるための授業です。 

・個人としてのイノベーター、組織としてのイノベーション・プロセスを理解する。 

・ケースを分析することで、論点や課題を見出し思考を深めてゆくスキルを習得する。 

・具体的な個別事例の背後にある普遍性を探ることで、抽象的思考能力を高める。 

3. 授業の内容・方法と進度予定 

 毎回の授業では事前に割り当てられた担当者がケースの要約と論点を報告し、それに基づいてクラ

スで議論する。担当者はケースの要約と論点についてレジメまたはパワーポイントを用意し、クラス

で報告し、議論の材料を提供する。報告を担当しない学生は指定本数以上のケースに関するコメント

を作成し、議論に参加する。詳細は最初の時間に説明しますが、取り上げるケースの概要は次のとお

りです。 

（６） マツダ ロードスター 

（７） サントリー 伊右衛門 

（８） KDDI au デザインプロジェクト 

（９） シャープ ヘルシオ 

（１０） トヨタ自動車 プリウス 

（６）アルビレックス 新潟 

などをとりあげ、ケース分析と議論をとおしてイノベーションのプロセスを分析し、成功要因などを

議論します。 

 

4. 成績評価方法 

 報告内容（５０％）、クラス討論への貢献（３０％）、コメント内容（２０％） 

 

5. 教科書と参考書 

 野中郁次郎・勝見明『イノベーションの作法』（日本経済新聞社、２００７年）。文庫版が日経ビジ

ネス人文庫から出ている。 

 

6. 予習と復習について 

事前に文献を読んで出席することが必要です。 

 

8. その他（履修の条件、連絡先、オフィスアワー等） 

オフィスアワーは特に定めませんので、事前にアポイントを取って下さい。 
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科目名：プレゼミ               担当者: 吉田 浩   時間: １学期金４ 対象学年: ２年 

1. 授業の目的と概要 

 せっかく大学で経済学を学んだのですから、経済学部のホームページに書いてある「世界は「経

済」を原動力として動いている」を実際に体感してみましょう！ このプレゼミでは、世の中のさ

まざまな現象を「社会科学の女王」と呼ばれる経済学の考え方と、計量経済学の統計的手法を使っ

て分析、解明、証明することを目的とします 

2. 学習の到達目標 

 景気変動や株式・外国為替、貿易や企業経営などの経済的現象はもちろん、少子化や結婚、大学

進学や医療費、犯罪や自殺のような非経済的な現象もこれを経済学の分析手法をもってみること

で、仮説と統計的分析のセンスを身につけられるようにすることです。また、何が正しくて何が間

違っているかを「理念」ではなく、「実証的な根拠」にもとづいて議論する能力を身に着けること

も目的としています。理屈をこね回すよりも、数字でシロ・クロはっきりとさせたい人向け。 

3. 授業の内容・方法と進度予定 

 １．イントロダクション （どうして非経済現象に経済学が使えるのか） 

 ２．経済学と統計学で明日の株価を予測できるか 

 ３．少子化の経済統計学 （日本の少子化は止められるか） 

 ４．晩婚の経済学 （恋人の本当のライバルは誰か） 

 ５．教育の経済学 （大学卒業の給料はなぜ高いのか） 

 ６．死刑は本当に犯罪を減らしたのか （アメリカにおける実証分析） 

 ７．喫煙の経済学 （禁煙を実現するのは法か経済か） 

 ８．自殺の経済学 （欧州１５カ国の実証分析） 

 ９． 分析報告会１ 

 １０．分析報告会２ 

4. 成績評価方法 

 出席５０点＋学期の最後にレポートを提出（５０点）してもらいます。 

5. 教科書と参考書 

教科書：吉田 浩『全てがＥｃｏになる -Perfect Explanation-』（2012.4, 生協にて発売予定） 

参考書：白砂堤津耶『初歩からの計量経済学』（日本評論社） 

6. 予習と復習について 

・授業にちなんだ分析課題を出すので、それを行うことでじっくりと復習してスキルを身につけて

ください。 

7. その他（履修の条件、連絡先、オフィスアワー等） 

履修の条件：「経済学入門Ｂ」を履修し終わっていることが望ましいです。さしあたって、統計学

の知識は必要ありません。インターネット（メールと検索機能）、マイクロソフトエクセルが使え

るようにしてください。 

連絡先：教官 吉田 浩 hyoshida@econ.tohoku.ac.jp  経済学部３階３０８号室。 

オフィスアワー：毎週火曜日 １３：００－（事前に予約すること） 
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科目名：プレゼミ   担当者: 福嶋 路     時間:１学期 月 4     対象学年: 2年 

1. 授業の目的と概要 

  ・本講義は、海外の英語文献などを通じて、自分の関心のある社会現象について情報を集めることがで 

きるようになることを目的としている。そのため、英文を読みこなす練習と、英語の音声から情報を得る練 

習、そして自分の関心にあった文献を収集しそれをまとめる練習を行う。 

   

2. 学習の到達目標 

・ 国内および海外の経済・社会現象に興味をもつこと。 

・ 英語文献の資料収集ができるようになること。 

・ 英語でのコミュニケーションに慣れること。 

 

3. 授業の内容・方法と進度予定 

  （１）4 月   

・経済・経営に関する英語雑誌・文献の輪読を行う。 

・残りの時間は、Voice of America(VOA), NPR など、海外でも聴かれているラジオ番組などを

使ってリスニングの練習を行う。 

  （２）5 月～7 月 

  ・受講生を 2～3 名のチームに分ける。各チームで、自分たちが関心のあるテーマを選び、それ

について英語で書かれた雑誌・新聞・論文等の文献を収集し、内容・背景知識をふまえた上で、

授業内で 20 分程度のプレゼンをする（発表の頻度は受講者数によって変わる）。その他の受講

者はそのプレゼンに対してコメントする。残りの時間はリスニングを行う。   

  

4. 成績評価方法 

・出席は 7 割以上が必須条件。 

・成績は、授業内での発表や態度、授業への貢献、プレゼンの評価と、試験によって決定する。 

 

5. 教科書と参考書 

  ・4 月までのテキストは、最初の授業で指定する。 

  ・5 月以降は、受講者が準備する。 

 

6. 予習と復習について 

   ・やむを得ず欠席する場合には授業前に連絡をすること。 

・与えられた課題は必ず読んでくること。 

   

7. その他（履修の条件、連絡先、オフィスアワー等） 

  ・グループのメンバーに迷惑をかけないような配慮ができること。 

・授業についての質問等は、随時受け付ける。事前にメールで連絡をしてほしい。 

  ・連絡先は michi@econ.tohoku.ac.jp 。 
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科目名：プレゼミ   担当者: 福嶋 路     時間:2学期 月 4    対象学年: 2年 

1. 授業の目的と概要 

  ・社会調査方法論の基礎を学び、実際に行ってみることを通じて、社会現象を可視化する手法を学ぶ。 

 

2. 学習の到達目標 

  ・社会調査方法の目的、要素、手法について理解する。 

  ・簡単な社会調査を行えるようになる。  

 

3. 授業の内容・方法と進度予定 

  （１）10 月～11 月   

・社会調査についての手法について学ぶ 

（２）12 月～ 

  ・受講生をチームに分け、各チームで、自分たちが関心のあるテーマを選び、それを明らかにす

るための調査方法を選択し、実際に行ってみる。 

（３）1 月 

  ・各チーム、調査結果を発表 

 

4. 成績評価方法 

・出席は 7 割以上が必須条件。 

・成績は、授業内での発表や態度、授業への貢献、プレゼンの評価によって決定する。 

 

5. 教科書と参考書 

  ・ 大谷信介、後藤 範章,永野 武,木下 栄二,小松 洋 (2005) 

『社会調査へのアプローチ―論理と方法 (MINERVA TEXT LIBRARY)』ミネルヴァ書房 

    あとは必要に応じて授業内に指定、あるいは配布する。 

 

6. 予習と復習について 

   ・やむを得ず欠席する場合には授業前に連絡をすること。 

・与えられた課題は必ず読んでくること。 

・規定の授業時間外に活動を行うこともある（無論、受講生の都合を聞いて調整する）。 

  

7. その他（履修の条件、連絡先、オフィスアワー等） 

  ・グループのメンバーと協調できること。 

・授業についての質問等は、随時受け付ける。事前にメールで連絡をしてほしい。 

  ・連絡先は michi@econ.tohoku.ac.jp。 
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科目名：プレゼミ    担当者: 池田健康     時間: １学期火２  対象学年: ２年 

1. 授業の目的と概要 

 租税法と聞くと、難しくてとっつきにくい、税額の計算のような技術的なことばかりしているやや

退屈な学問というイメージを持っているかもしれません。しかし、租税は経済取引を行うにあたって

不可欠のコストです。どんな企業でも個人でも、経済取引を行うに当たって、税負担を考慮せずに意

思決定を行うことはあり得ません。そこで、皆さんには、このプレゼミを通じて、税法を身近なもの

として理解を深めるきっかけにしてもらえればと考えています。 

 

2. 学習の到達目標 

①租税法の基本理念である租税法律主義あるいは租税公平主義について、抽象的な理解に終わらせる

ことなく、個別の判例を通じて具体的に学ぶ。 

②税法の条文あるいは租税判例に触れることにより、税の法律としての側面について理解を深める。 

③税について、自ら調べ、考え、発表することを通じて、理論的な思考力とプレゼンテーション能力

を養う。 

 

3. 授業の内容・方法と進度予定 

 大島訴訟、スコッチライト事件、武富士事件など、租税法に係る代表的かつ基本的な判例を題材と

して採り上げ、クラス全体で討議することにより、租税法の基本理念についての理解を深めることを

目指す。具体的には、クラスをいくつかの小グループに分け、毎回の授業毎に、租税法の代表的な判

例１件について、事前に割り当てられたグループが事案の概要、争点等について、レジメ等を作成し

て報告を行い、その後、クラス全体で討議を行う方法で進める。 

 なお、本プレゼミで学んだことについて期末レポートの提出を求める。 

 

4. 成績評価方法 

 出席状況、プレゼンテーションの内容、クラス討議への貢献、及び期末レポートを評価対象とする。 

 

5. 教科書と参考書 

 税制については財務省のホームページが、税法あるいはその解釈については国税庁のホームページ

が、それぞれ充実している。また、代表的な判決については、裁判所のホームページで検索可能であ

る。その他、必要な参考文献等については授業の中で指示する。 

 

6. 予習と復習について 

 プレゼンテーションの準備等が必要となる。 

 

7. その他（履修の条件、連絡先、オフィスアワー等） 

 連絡先：kikeda@econ.tohoku.ac.jp 

  Tel:022(217)6287 

 

17

mailto:kikeda@econ.tohoku.ac.jp


科目名：プレゼミ    担当者: 池田健康     時間: ２学期火２  対象学年: ２年 

1. 授業の目的と概要 

 租税法と聞くと、難しくてとっつきにくい、税額の計算のような技術的なことばかりしているやや

退屈な学問というイメージを持っているかもしれません。しかし、租税は経済取引を行うにあたって

不可欠のコストです。どんな企業でも個人でも、経済取引を行うに当たって、税負担を考慮せずに意

思決定を行うことはあり得ません。そこで、皆さんには、このプレゼミを通じて、税法を身近なもの

として理解を深めるきっかけにしてもらえればと考えています。 

 

2. 学習の到達目標 

①租税法の基本理念である租税法律主義あるいは租税公平主義について、抽象的な理解に終わらせる

ことなく、個別の判例を通じて具体的に学ぶ。 

②税法の条文あるいは租税判例に触れることにより、税の法律としての側面について理解を深める。 

③税について、自ら調べ、考え、発表することを通じて、理論的な思考力とプレゼンテーション能力

を養う。 

 

3. 授業の内容・方法と進度予定 

 大島訴訟、スコッチライト事件、武富士事件など、租税法に係る代表的かつ基本的な判例を題材と

して採り上げ、クラス全体で討議することにより、租税法の基本理念についての理解を深めることを

目指す。具体的には、クラスをいくつかの小グループに分け、毎回の授業毎に、租税法の代表的な判

例１件について、事前に割り当てられたグループが事案の概要、争点等について、レジメ等を作成し

て報告を行い、その後、クラス全体で討議を行う方法で進める。 

 なお、本プレゼミで学んだことについて期末レポートの提出を求める。 

 

4. 成績評価方法 

 出席状況、プレゼンテーションの内容、クラス討議への貢献及び期末レポートを評価対象とする。 

 

5. 教科書と参考書 

 税制については財務省のホームページが、税法あるいはその解釈については国税庁のホームページ

が、それぞれ充実している。また、代表的な判決については、裁判所のホームページで検索可能であ

る。その他、必要な参考文献等については授業の中で指示する。 

 

6. 予習と復習について 

 プレゼンテーションの準備等が必要となる。 

 

7. その他（履修の条件、連絡先、オフィスアワー等） 

 連絡先：kikeda@econ.tohoku.ac.jp 

  Tel:022(217)6287 
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科目名：プレゼミ            担当者:井上浩    時間:１学期火２ 対象学年: ２年 

1. 授業の目的と概要 

 金融に関する専門研究の前段として、わが国の証券・金融市場や株式会社に関する基本的知識を身

につけるとともに、現実の経済や企業の動きに目を向け、理解を深める。 

  

2. 学習の到達目標 

 ・わが国の証券・金融市場の仕組み等の基本的知識の習得 

 ・企業情報の収集・調査方法を学ぶととともに、プレゼンテーションの能力向上を図る 

 ・受講生間のディスカッションを通じた意思決定の訓練 

 

3. 授業の内容・方法と進度予定 

 毎回、以下の３つの内容を柱に講義を進める 

・ テキスト、レジメ等により、証券・金融市場の仕組み等の基本的事項、最近の動きについて確認

する。 

・ 3 人程度のグループに分け、東証グループ・日本証券業協会作成のシミュレーション教材を用い

て、現実の株価に基づいた株式模擬売買を実践する（最後に、各グループの成果をプレゼンテーショ

ン）。 

・ 各受講生が関心のある業界・会社について情報収集・研究を行い、その会社の特徴や課題をまと

め、プレゼンテーションを行う。 

  

4. 成績評価方法 

 ①出席状況・発表内容及び質疑応答への参加、②期末レポートにより評価する。 

 

5. 教科書と参考書 

 テキストとして、『大学生のための「株式会社の知識と会社の調べ方」株式学習ゲームハンドブッ

ク』（東京証券取引所グループ・日本証券業協会）を使用 

 参考書として、『新・證券市場 2011』（日本証券業協会・金融・証券教育支援センター編 高橋文

郎,中央経済社）。 

 その他、適時、レジメを配付するほか、視聴覚教材を使用。 

 

6. 予習と復習について 

 グループや受講生各自の発表準備を十分に行うこと。また、普段から新聞を読み、金融・経済、社

会の動きに目を向けること。 

 

7. その他（履修の条件、連絡先、オフィスアワー等） 

 履修の条件：特になし 

連絡先：hinoue@econ.tohoku.ac.jp  

      022-217-6286(研究室) 

   オフィスアワー：水曜午後 1 時から 3 時 
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科目名：プレゼミ            担当者:井上浩    時間:２学期火２ 対象学年: ２年 

1. 授業の目的と概要 

 金融に関する専門研究の前段として、わが国の証券・金融市場や株式会社に関する基本的知識を身

につけるとともに、現実の経済や企業の動きに目を向け、理解を深める。 

  

2. 学習の到達目標 

 ・わが国の証券・金融市場の仕組み等の基本的知識の習得 

 ・企業情報の収集・調査方法を学ぶととともに、プレゼンテーションの能力向上を図る 

 ・受講生間のディスカッションを通じた意思決定の訓練 

 

3. 授業の内容・方法と進度予定 

 毎回、以下の３つの内容を柱に講義を進める 

・ テキスト、レジメ等により、証券・金融市場の仕組み等の基本的事項、最近の動きについて確認

する。 

・ 3 人程度のグループに分け、東証グループ・日本証券業協会作成のシミュレーション教材を用い

て、現実の株価に基づいた株式模擬売買を実践する（最後に、各グループの成果をプレゼンテーショ

ン）。 

・ 各受講生が関心のある業界・会社について情報収集・研究を行い、その会社の特徴や課題をまと

め、プレゼンテーションを行う。 

  

4. 成績評価方法 

 ①出席状況・発表内容及び質疑応答への参加、②期末レポートにより評価する。 

 

5. 教科書と参考書 

 テキストとして、『大学生のための「株式会社の知識と会社の調べ方」株式学習ゲームハンドブッ

ク』（東京証券取引所グループ・日本証券業協会）を使用 

 参考書として、『新・證券市場 2011』（日本証券業協会・金融・証券教育支援センター編 高橋文

郎,中央経済社）。 

 その他、適時、レジメを配付するほか、視聴覚教材を使用。 

 

6. 予習と復習について 

 グループや受講生各自の発表準備を十分に行うこと。また、普段から新聞を読み、金融・経済、社

会の動きに目を向けること。 

 

7. その他（履修の条件、連絡先、オフィスアワー等） 

 履修の条件：特になし 

連絡先：hinoue@econ.tohoku.ac.jp  

      022-217-6286(研究室) 

   オフィスアワー：水曜午後 1 時～3 時 
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科目名：プレゼミ              担当者: 室井 芳史   時間: ２学期金４ 対象学年: ２年 

1. 授業の目的と概要 

 金融工学を学ぶための基礎的な数学を勉強する。金融工学のみならず、統計学や経済学でも必要に

なる基礎的な確率論の基礎を学ぶ。授業はグループごとの輪読形式で行う。 

 

2. 学習の到達目標 

 数理ファイナンスを勉強するために必要な最低限の数学(確率・統計)を理解する。数理ファイナン

スは 1970 年代より研究が始まった比較的新しい研究分野で、先物取引やオプションなどといったデ

リバティブ(金融派生商品)の価格付け問題から始まり、現在は多岐にわたった研究が行われている。

近年は、数学の高度化とともに理数系の学生が学ぶことが多い分野となったが、派生商品の取引量を

見れば分かるように(日本国内で 40 兆円以上、世界では 5 京円(2010 年末))経済の学生にとっても重

要な問題である。ここでは、派生商品の価格付けの基礎を理解することと、CAPM などファイナンス

で重要な概念を理解することを目標とする。 

 

3. 授業の内容・方法と進度予定 

 道具としての金融工学(藤田岳彦：日本実業社(2005))をグループごとに輪読する。後半は難しい内

容が含まれているが、前半は十分わかる程度の内容なので式を一つずつ丹念に追って発表してもら

う。最後まで読み切るのは時間的に難しいかもしれないが、可能な限り先まで進みたい。 

1)確率の基本 

2)ポートフォリオ選択理論 

3)デリバティブの基本的な理解 

4)デリバティブの価格付け 

 

4. 成績評価方法 

 授業時間中の発表内容を元に決める。 

 

5. 教科書と参考書 

 道具としての金融工学：藤田岳彦、日本実業社(2005) 

 

6. 予習と復習について 

発表を基礎としているので必須。予習と復習をちゃんとやらないと確実に途中で分からなくなりま

す。 

 

7. その他（履修の条件、連絡先、オフィスアワー等） 

数式アレルギーがなく、計算することが嫌いでないこと。 
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科目名：プレゼミ                   担当者:林山    時間:１学期金４ 対象学年: ２年 

1. 授業の目的と概要 

 我が国は，国内外を問わず様々な経済社会問題を抱えています．本講義では，これらに対する基礎

知識を得ること自体は目的としておらず，その背景にある経済学的課題を理解することを目的として

います．例えば，東日本大震災の復興，エネルギー革命，TPP を議論する際には，マクロ経済学，労

働経済学，環境経済学，国際経済学，リスクマネジメント…と等，関連する分野は多義に渡ります． 

 

2. 学習の到達目標 

 新聞記事を読み解き，個々の記事に対して，自分の意見を発言できるようにする． 

 

3. 授業の内容・方法と進度予定 

 毎回，最新の新聞の一面を取り上げ，それを軸に全員で議論し，解説します．したがって，現時点

では如何なる課題であるかを列挙することが難しい側面がありますが，一つのキーワードとして，「東

日本大震災からの復興」を挙げることができます． 

 

4. 成績評価方法 

 ※平常の講義への参加状況（討議を中心と出席状況）． 

 ※教員からの質問に「分かりません」という回答は認めませんので，何らかの意見表明を行うこと

を義務づけます．なお，同様な回答は，成績に負の意味で大きく影響することを認識しておいて

下さい． 

 

5. 教科書と参考書 

 ※特にありませんが，毎回，教員から資料配付，或いは，問題提起を行います． 

 

6. 予習と復習について 

 ※常に，新聞に目を通し，社会経済問題に関心を持って下さい． 

 

7. その他（履修の条件、連絡先、オフィスアワー等） 

 ※履修の条件は，特にありません． 

  オフィスアワー時間外の連絡先…メールのみ受け付けます．yhaya@econ.tohoku.ac.jp 

  オフィスアワー…火曜日３コマ 

 

22



科目名：プレゼミ（地域計画）  担当者: 増田 聡    時間:１学期（金４）  対象学年:２年 

1. 授業の目的と概要 

 2011 年 3 月 11 日の東北地方太平洋沖地震による東日本大震災は、被災コミュニティ、市町村、県、

東北地域、国、さらにはサプライチェーン等を通じた地球規模まで、空間スケールや時間軸を異にす

る様々な被害や影響を与えた。本ゼミでは、復旧･復興計画で扱われる諸課題を取り上げ、リアルタ

イムで変化しつつある計画（plan）とその策定過程（planning）、事業化に注目し、計画相互の関連

性や政策実施・評価の理論的背景を理解するとともに、震災からの地域再生の歩みを見つめていく。 

2. 学習の到達目標 

・震災･津波被害からの復旧･復興計画の策定実態及び計画内容を理解する 

・計画を読み解くことから、アジェンダ設定、課題特定、代替案選択等の視点や方法を修得する 

・計画の事業化（実施計画の策定から事業主体の選定）と復興事業の現実を理解する 

・ふっこうカフェの運営やフィールド調査等を通じて、地域再生の実践が意味するものを体感する 

東北圏地域づくりコンソーシアム推進協議会 http://tohokuconso.org/、ふっこうカフェ http://blog.canpan.info/fukkoucafe/ 

3. 授業の内容・方法と進度予定 

 文献講読や行政･企業・NPO 等への聞き取りを通じてゼミ全体で基本情報を共有した上で、参加者

の関心領域別にグループワークを行い、成果報告を行う。各回の講義予定は以下の通り。 

1) 東日本大震災を巡る社会の対応：社会経済的被害と意識変化 

2) 復旧・復興計画の策定状況：国（復興庁）、東経連等経済団体、県、市町、集落・自主防災組織 

3) 専門学協会の動き：学会（建築･都市計画･土木、公共政策）、専門職能団体、研究機関･シンクタンク 

4) 民間非営利/営利セクターの動き：NPO 連携組織、企業（CSR）、業界団体、社会企業、復興ファンド… 

5)～13) 課題別検討：仮設住宅、計画規制、避難所、経済復興、医療福祉、教育、情報、エネルギー… 

14) 成果報告 15) 計画体系・相互連関のまとめ･総括 

4. 成績評価方法 

 ゼミへの貢献（グループワークと報告・討論: 60%）と学期末レポート(40%)で評価する。 

5. 教科書と参考書（下記は参考書、各県･市町村の地域防災計画、復興計画も参照） 
・東北大経済学研究科・震災復興調査研究プロジェクト編（2012） 『東日本大震災からの地域経済復興への
提言』、河北新報出版センター 

・関西大学社会安全学部編（2012） 『検証 東日本大震災』、ミネルヴァ書房 

・越澤明(2012) 『大災害と復旧・復興計画』、岩波書店、（2005） 『復興計画』中公新書 

・林敏彦（2011） 『大災害の経済学』、PHP 新書 

・吉原直樹(2009) 『防災の社会学：防災コミュニティの社会設計に向けて』、東信堂 

・永松伸吾(2008) 『減災政策論入門:巨大災害リスクのガバナンスと市場経済』、弘文堂 

・多々納・高木(2005) 『防災の経済分析：リスクマネジメントの施策と評価』、勁草書房 

・西谷剛(2003) 『実定行政計画法：プランニングと法』、有斐閣 

・神戸大学「震災研究会」(1997) 『神戸の復興を求めて』、神戸新聞出版センター（阪神大震災研究） 

6. 予習と復習について 

 欠席する場合は事前連絡し、報告を担当する時には前週迄にレジメを用意しておくこと。現実の復

興の動きは最新情報を＜公式＞ホームページ等で検索確認の上、資料作成に利活用すること。 

7. その他（履修の条件、連絡先、オフィスアワー等） 

各学期の講義はそれぞれ独立で、履修の条件は特にない。連絡はメール（masuda@econ.tohoku.ac.jp）

により行うこと。情報交換・共有のためのグループウエアについては、開講時に指示する予定。 
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科目名：プレゼミ（地域計画）  担当者: 増田 聡    時間:２学期（金４）  対象学年:２年 

1. 授業の目的と概要 

 2011 年 3 月 11 日の東北地方太平洋沖地震による東日本大震災は、被災コミュニティ、市町村、県、

東北地域、国、さらにはサプライチェーン等を通じた地球規模まで、空間スケールや時間軸を異にす

る様々な被害や影響を与えた。本ゼミでは、復旧･復興計画で扱われる諸課題を取り上げ、リアルタ

イムで変化しつつある計画（plan）とその策定過程（planning）、事業化に注目し、計画相互の関連

性や政策実施・評価の理論的背景を理解するとともに、震災からの地域再生の歩みを見つめていく。 

2. 学習の到達目標 

・震災･津波被害からの復旧･復興計画の策定実態及び計画内容を理解する 

・計画を読み解くことから、アジェンダ設定、課題特定、代替案選択等の視点や方法を修得する 

・計画の事業化（実施計画の策定から事業主体の選定）と復興事業の現実を理解する 

・ふっこうカフェの運営やフィールド調査等を通じて、地域再生の実践が意味するものを体感する 

東北圏地域づくりコンソーシアム推進協議会 http://tohokuconso.org/、ふっこうカフェ http://blog.canpan.info/fukkoucafe/ 

3. 授業の内容・方法と進度予定 

 文献講読や行政･企業・NPO 等への聞き取りを通じてゼミ全体で基本情報を共有した上で、参加者

の関心領域別にグループワークを行い、成果報告を行う。各回の講義予定は以下の通り。 

1) 東日本大震災を巡る社会の対応：社会経済的被害と意識変化 

2) 復旧・復興計画の策定状況：国（復興庁）、東経連等経済団体、県、市町、集落・自主防災組織 

3) 専門学協会の動き：学会（建築･都市計画･土木、公共政策）、専門職能団体、研究機関･シンクタンク 

4) 民間非営利/営利セクターの動き：NPO 連携組織、企業（CSR）、業界団体、社会企業、復興ファンド… 

5)～13) 課題別検討：仮設住宅、計画規制、避難所、経済復興、医療福祉、教育、情報、エネルギー… 

14) 成果報告 15) 計画体系・相互連関のまとめ･総括 

4. 成績評価方法 

 ゼミへの貢献（グループワークと報告・討論: 60%）と学期末レポート(40%)で評価する。 

5. 教科書と参考書（下記は参考書、各県･市町村の地域防災計画、復興計画も参照） 
・東北大経済学研究科・震災復興調査研究プロジェクト編（2012） 『東日本大震災からの地域経済復興への
提言』、河北新報出版センター 

・関西大学社会安全学部編（2012） 『検証 東日本大震災』、ミネルヴァ書房 

・越澤明(2012) 『大災害と復旧・復興計画』、岩波書店、（2005） 『復興計画』中公新書 

・林敏彦（2011） 『大災害の経済学』、PHP 新書 

・吉原直樹(2009) 『防災の社会学：防災コミュニティの社会設計に向けて』、東信堂 

・永松伸吾(2008) 『減災政策論入門:巨大災害リスクのガバナンスと市場経済』、弘文堂 

・多々納・高木(2005) 『防災の経済分析：リスクマネジメントの施策と評価』、勁草書房 

・西谷剛(2003) 『実定行政計画法：プランニングと法』、有斐閣 

・神戸大学「震災研究会」(1997) 『神戸の復興を求めて』、神戸新聞出版センター（阪神大震災研究） 

6. 予習と復習について 

 欠席する場合は事前連絡し、報告を担当する時には前週迄にレジメを用意しておくこと。現実の復

興の動きは最新情報を＜公式＞ホームページ等で検索確認の上、資料作成に利活用すること。 

7. その他（履修の条件、連絡先、オフィスアワー等） 

各学期の講義はそれぞれ独立で、履修の条件は特にない。連絡はメール（masuda@econ.tohoku.ac.jp）

により行うこと。情報交換・共有のためのグループウエアについては、開講時に指示する予定。 
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《基本専門科目》 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 

科目名：ミクロ経済分析  担当者:大瀬戸真次  時間：１学期（月 1＋水 3）対象学年:2・3・4 年 

1. 授業の目的と概要 

 ミクロ経済学の基礎を講義する。具体的には、消費者行動、企業行動、完全競争均衡、経済厚生、

不完全競争、不確実性、ゲーム理論の初歩的な部分を扱う。ミクロ経済学の知識は経済学部の学生の

常識であり、近代経済学の諸科目はもちろんのこと経済学・経営学の多くの関連科目を履修する際に

とても有用である。講義ではテキストやプリントに沿って内容を平易に解説するとともに、演習問題

を解くことにより理解を深めてもらう。 

 

2. 学習の到達目標 

 ミクロ経済学の基礎的な知識を身につける。近代経済学の理論・応用科目、経済学・経営学・会計

学の関連科目、経済学演習（ゼミ）を履修する際に必要とされるミクロ経済学の知識を身につける。

また、講義中にミクロ経済学の演習問題を解くことにより、公務員試験や資格試験の学習にも繋がる

ようにする。 

 

3. 授業の内容・方法と進度予定 

［１］消費者行動   ［２］企業行動   ［３］完全競争均衡  ［４］経済厚生 

［５］不完全競争   ［６］不確実性   ［７］ゲーム理論 

テキストおよび必要に応じて配布するプリントに沿って講義をする。講義中に演習問題を解くこと

により、講義内容をきちんと身につけてもらう。  

 

4. 成績評価方法 

 期末テストの点数によって成績評価を行う。ただし、出席状況、宿題・レポートの点数等を考慮す

ることがある。 

 

5. 教科書と参考書 

 武隈愼一『ミクロ経済学（増補版）』新世社 

 

6. 予習と復習について 

予習に関しては、必要に応じてテキストをあらかじめ読んでおくこと。復習に関しては、講義中に

行った演習問題を十分に理解すること。 

 

7. その他（履修の条件、連絡先、オフィスアワー等） 

経済経営数学基礎の単位を取得済みあるいはそれに相当する数学の知識があることが望ましい。 

質問・相談等は授業後かオフィスアワー（月曜日 12:00 - 13:00）に受け付ける。 

それ以外の時間に質問・相談等がある場合は、私宛（ohseto@econ.tohoku.ac.jp）に「氏名、学年、

学籍番号、質問・相談等の内容」を書いたメールを送ること。時間調整のうえ研究室で対応します。 
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科目名：政治経済学原理 担当者：守 健二 時間：Ⅰ学期（火 1＋金 2） 対象学年：2・3・4年 

1. 授業の目的と概要 

①【方法編】 

社会科学の一部分として経済学を位置づけ，その考え方の特殊性を考察する．社会科学の対象はあく

まで人間とその社会であり，この広範な対象のどの側面を経済学は説明しようとするのか，について

学説史的に考察する。 

②【分析編】 

経済現象のベースにある実体経済のあり方を考察する．生産と消費は毎年繰り返され，途切れることが

ない．また経済には，農業や工業やサービス業など様々な産業があり，それらの間でモノがたえず行き来

している．これらの繰返しと相互連関を（実物）経済の「循環」といい，この循環を原理的に考察する． 

 

2. 学習の到達目標 

①・経済学がインプリシットに前提する思想的立場および人間観を理解する 

 ・市場の効率性・非効率性および制度の存在意義について理解する 

 ・経済学の批判的考察としての古典派，マルクス経済学の歴史的意義を理解する 

②・インプットとアウトプットとの経済の循環を理解する 

 ・各産業部門の間の経済の相互依存を理解する 

 ・価格と所得分配の関係を理解する 

 ・経済成長の概念を理解する 

 ・技術変化が所得分配に及ぼす影響を理解する 

 

3. 授業の内容・方法と進度予定 

①ホモ･エコノミクス，功利主義，限界効用理論，厚生経済学，外部性，社会的ディレンマ，協業(チ

ーム生産)，制度，企業，唯物史観，資本の本源的蓄積，商品流通，資本と利潤 

②再生産とは何か（「最終需要」「中間需要」），産業部門はいかに連関するか（「投入係数」「レオンチ

ェフの逆行列」），経済表の歴史（ケネー，マルクス，レオンチェフ），経済原則（経済が成り立つた

めの条件）とは何か（「非負可解定理」「ホーキンス・サイモンの条件」「ペロン‐フロベニウス定理」），

賃金と利潤との相反関係（「賃金曲線」「標準商品」「労働価値」），剰余が生み出される条件とは何か

（「マルクスの基本定理」），資本蓄積の黄金経路（「均斉成長」「双対性」），技術変化のパタンと所得

分配（「利潤率低下法則」「置塩定理」），外国貿易のパラドクス 

 

4. 成績評価方法 

原則的に試験の成績により評価する。 

5. 教科書と参考書 

【教科書】【参考書】講義中に逐次指示する。 

6. その他 

【予習と復習】 

予習，復習としてとくに参考文献を読むことが、学習目標の到達の重要な条件である 

【オフィスアワー】金曜 12:00～13:00 

【e-mail】mori@econ.tohoku.ac.jp 
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科目名：経済政策 担当者：柘植徳雄 時間：2学期（水 2＋金 1）  対象学年：2・3・4年 

1. 授業の目的と概要 

  経済政策の本質・根拠について理論的・歴史的考察を通じて理解するとともに、農業を素材 

にして経済政策展開の具体的諸相についての認識を深め、経済政策を論じる能力を養うことを 

目的とする。 

2. 学習の到達目標 

 １）経済政策が何故必要とされるのか理解する。 

 ２）資本主義の性質の変化と経済政策とがどのような関係にあるのかを理解する。 

 ３）現代資本主義の下でどのような経済政策が実施されているのか理解する。 

 ４）農業政策が必要とされる理由、並びに農業政策改革の必然性について理解する。 

3. 授業の内容・方法と進度予定 

  Ⅰ 経済政策の基礎理論 

   １）経済学原理論の前提と経済政策 

    ①純粋資本主義モデル成立の前提要因と経済政策 

②モデル想定の際の捨象要因と経済政策 

③純粋資本主義の矛盾と経済政策 

   ２）資本主義の発展段階と経済政策 

    ①重商主義段階（商人資本段階） 

②自由主義段階（産業資本段階） 

③帝国主義段階（金融資本段階） 

   ３）現代資本主義と経済政策 

    ①金融資本的蓄積様式の諸段階と世界経済の構造 

    ②世界大恐慌と国家介入 

③高度成長からグローバリゼーションへ 

  Ⅱ 農業政策の基礎理論と現代農業政策 

   １）農業問題の理論フレームと農業政策の根拠 

   ２）現代日本の農業政策（価格・流通政策、構造政策、環境・地域政策、財政・金融政策など） 

   ３）現代世界の農業政策（ＥＵ、米国、途上国、ＷＴＯ・ＦＴＡと各国農業政策） 

   ４）日本農業政策の課題 

4. 成績評価方法 

  試験による。 

5. 教科書と参考書 

  参考書：宇野弘蔵『経済政策論（改訂版）』（弘文堂）、田代洋一他編『現代の経済政策（第３版）』

（有斐閣）、植草益『公的規制の経済学』（ＮＴＴ出版）、田代洋一『新版・農業問題入門』

（大月書店）、佐伯尚美『農業経済学講義』（東大出版会）。 

      そのほか必要に応じて紹介する。 

6. 予習と復習について 

   授業内容の理解を深めるため、参考図書を読むなどして、予習・復習に努めることが望ましい。 

7. その他 

   オフィス・アワー：水 12:00～13:00、その他随時。メール・アドレス：tsuge@econ.tohoku.ac.jp 
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科目名：数理統計 担当者:千木良弘朗    時間:2 学期（月 1＋水 3）  対象学年:2・3・4 年 

1. 授業の目的と概要 

 経済や経営の分野では、データを用いて経済の状況や経営の実情を的確に捉えることが重要であ

る。そのためにはデータを適切に分析するための手法が必要となり、様々なデータ分析手法が考えら

れている。この講義では、それらデータ分析手法を理解し使いこなすための基礎となる統計学の理論

を学ぶ。 

 

2. 学習の到達目標 

・基礎的な統計学の理論を理解する。 

・データを適切に分析するために、統計学がどのようなアプローチをとるのか理解する。 

・基礎的なデータ分析ができるようになる。 

 

3. 授業の内容・方法と進度予定 

・データの整理、データの特性値 

・多変数データの整理、多変数データの特性値 

・確率、確率変数、確率分布 

・母集団分布と標本分布 

・確率モデルと推定 

・検定 

・回帰分析 

 

4. 成績評価方法 

 中間レポートと期末試験で評価する。中間レポートは、Excel 等を使って簡単なデータ分析を行っ

てもらう予定。 

 

5. 教科書と参考書 

教科書: 田中 勝人, 「統計学（第 2 版）」, 新世社, 2011 年. 

参考書: 黒住 英司（著）, 藤田 岳彦（監修）, 「穴埋め式 統計数理らくらくワークブック」,  

講談社, 2003 年. （著者（黒住氏）の HP で正誤表を確認して下さい） 

        縄田 和満, 「Excel による統計入門（第 2 版）」, 朝倉書店, 2000 年. 

        野田 一雄, 宮岡 悦良, 「入門・演習 数理統計」, 共立出版, 1990 年. 

        宮川 公男, 「基本統計学（第 3 版）」, 有斐閣, 1999 年. 

 

6. 予習と復習について 

 この講義は一回ごとに独立した内容を扱うのではなく、基本的に前の講義内容を後の講義で使うこ

とになる。よって、講義内容はよく復習してもらいたい。その復習が、次の講義の予習にもなる。 

 

7. その他（履修の条件、連絡先、オフィスアワー等） 

 統計学の基礎的な知識（経済学部の統計学入門に相当）を持っていることが望ましい。オフィスア

ワーは毎週月曜日 12:00-13:00。E-mail: ｈｃｈｉｇｉｒａ＠ｅｃｏｎ．ｔｏｈｏｋｕ．ａｃ．ｊｐ 
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科目名：経済史  担当者: 菅原歩  時間:２学期（月３＋木１） 対象学年:2・3・4年 

1. 授業の目的と概要 

 目的：初歩的な経済学の考え方を使って、産業革命から現代までの外国経済史の概観を理解する。

概用：産業革命から現代までのアメリカを中心とした経済史について教科書に沿って解説する。 

2. 学習の到達目標 

 産業革命から現代にいたる過程で生じた主要な経済問題を知る。 

 その上で、それらの経済問題について経済学的な解釈ができるようになる。 

3. 授業の内容・方法と進度予定 

 以下のテーマについて解説を行う。各テーマについて２回程度の講義を割り当てる。テーマは教科

書に沿っている。また、適宜まとめの回を設ける。講義の進行案内と講義資料の配布には菅原のホー

ムページを使用する。講義開始数回後に資料配布にパスワードリンクを使用する。パスワードは講義

中に示す。（菅原 HP は、経済学部 HP→教員紹介→菅原→教員個人 HP でリンクがある。） 

URL は、http://ha5.seikyou.ne.jp/home/Ayumu.Sugawara/index.html 

１ イントロダクション          ７ 先進国経済の低成長（教科書第 10 章） 

２ イギリス産業革命（教科書第４章後半） ８ 社会主義の興亡（教科書第 11 章） 

３ アメリカ大企業体制（教科書第５章）  ９ 経済のグローバル化（教科書第 12 章） 

４ アメリカ大恐慌（教科書第６章）   １０ 情報化経済の形成（教科書第 14 章） 

５ 大恐慌への政府の対応（教科書第７章）１１ 近年のアメリカ経済 

６ 先進国経済の高成長（教科書第９章） 

4． 成績評価方法 

 レポート１回（10％）と期末試験（90％）の合計。 

5. 教科書と参考書 

 教科書：ハイルブローナー＋ミルバーグ『経済社会の形成（原著第 12 版』ピアソン・エデュケー

ション、2009 年 

 参考書：必須の文献はないが、予備知識の不足などを感じた場合は、世界史の流れについては、 

『プロムナード世界史』浜島書店・『世界史用語集』山川出版社など、現代経済史の用語については

『政治・経済用語集』山川出版社など、マクロ経済学の初歩については、マンキュー『マンキュー  

マクロ経済学 I』東洋経済新報社、などが参考になると思われる。 

6. 予習と復習について 

 予習：講義に該当する教科書の各章を読んでおく。講義中に指示する場合もある。 

 復習：講義中のノートの見直し。講義のまとめの回も参照されたい。 

7. その他（履修の条件、連絡先、オフィスアワー等） 

 履修の条件：知識については特にはないが、講義資料の入手にインターネット利用が必要。 

 連絡先： e-mail: sugawara@econ.tohoku.ac.jp 

 オフィスアワー：月曜 15:00－16:30（事前予約が望ましい） 

その他：ごく一部の学生に対してであろうが、念のため、不合格の成績の変更要求に応じることは

ないことを明記する。単位取得のためには、当然ながら学期中・期末試験前に相応の勉強時間を投

入するしかない。 
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科目名：経営原理      担当者:権 奇哲    時間:１学期 水２・金１  対象学年:２・３・４年 

1. 授業の目的と概要 

 P.F.ドラッカーの著書『マネジメント：基本と原則』および『創造する経営者』を中心に、マネジ

メントの課題・責任・実践および事業の成果を上げるためのマネジメントについて学習する。 

  

2. 学習の到達目標 

○マネジメントの課題・責任・実践の基本と原則を理解する。 

○事業の成果を上げるための視点および基本的な対応方法を理解する。 

 

3. 授業の内容・方法と進度予定 

【マネジメントの使命】 

○企業の成果（企業とは何か、事業とは何か、事業の目標、戦略計画） 

○公的機関の成果（多元社会の到来、公的機関不振の原因、公的機関成功の条件） 

○仕事と人間（仕事と労働、仕事の生産性、人間と労働のマネジメント、責任と保障ほか） 

○社会的責任（マネジメントと社会、社会的責任の限界、プロフェショナルの倫理ほか） 

【マネジメントの方法】 

○マネジャー（マネジャーの仕事、マネジメント開発、ミドルマネジメントほか） 

○マネジメントの技能（意思決定、コミュニケーション、管理=control） 

○マネジメントの組織（組織の基本単位、組織の条件、組織構造） 

【マネジメントの戦略】 

○トップマネジメント（トップマネジメントの役割と構造） 

○マネジメントの戦略（規模、多角化、グローバル化、成長、イノベーションほか） 

【成果を上げるためのマネジメント】 ※『創造する経営者 Managing for Results』 

 ○第Ⅰ部 事業の何たるかを理解する 

 ○第Ⅱ部 機会に焦点を合わせる 

 ○第Ⅲ部 事業の業績を上げる 

  

4. 成績評価方法 

○レポート（20％）、小テスト（20％）  ○学期末試験の成績（60％） 

 

5. 教科書と参考書 

○テキスト：P.F.ドラッカー『マネジメント：基本と原則 エッセンシャル版』ダイヤモンド社 

  ※より詳しい内容は、同じ著者による『マネジメント：課題、責任、実践』を参考にすること。 

○参考書：P.F.ドラッカー名著集（ダイヤモンド社）、特に『創造する経営者』  

 

6. 予習と復習について 

○予習と復習のための小テストを数回行う。 

  

7. その他（履修の条件、連絡先、オフィスアワー等） 

○担当教員への連絡先：kweonkc@econ.tohoku.ac.jp 

○面談希望者は事前連絡してください。随時対応。研究室：経済学部 615 号室 
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科目名：経営組織  担当者：藤本雅彦 時間：Ⅰ学期（月 3＋木 1）  対象学年：2・3・4年 

1. 授業の目的と概要 

 企業の組織と人材のマネジメントについて、様々な事象や意思決定の背景にあるメカニズムや因果

関係を深く考察するための経営組織に関する基礎的な概念体系を幅広く学習する。 

 

2. 学習の到達目標 

 組織と人材のマネジメントに関する基礎的な概念体系を学習し、経済ニュースやアルバイトなどの

日常的な社会生活における様々な社会現象や身近な出来事について「何故、このような事が生じるの

か」という疑問に対して、その背景にあるメカニズムや因果関係を理解できるようになること。 

 

3. 授業の内容・方法と進度予定 

 現代企業における組織と人材に関する基礎的な概念モデルを体系的に概説し、実際の組織と人材の

マネジメントに隠されたメカニズムや因果関係を学習する。 

授業はあらかじめ配付するレジュメの内容に従って講述するが、レジュメには随所に空欄が設けら

れているので授業に出席して自分でレジュメに書き込みながら、様々な概念モデルの関係をしっかり

と理解することが肝要である。 

 

4. 成績評価方法 

 期末筆記試験（100％）で評価する。 

 ※レジュメの内容を断片的に暗記するだけでは意味はない 

 

5. 教科書と参考書 

 授業で特定の教科書は使用しないが、以下の参考文献を推薦する。 

 金井壽宏（1999）『経営組織』日本経済新聞社（文庫版） 

 ※経営組織論をはじめて勉強するための入門書としてのベストセラー 

 沼上幹（2004）『組織デザイン』日本経済新聞社（文庫版） 

 ※組織デザイン（設計）を考えるための基本的な考え方が分かり易く整理されている 

 

6. 予習と復習について 

 この授業で扱う概念は非常に幅広い領域に及ぶため、毎回事前にレジュメを眺めながら授業内容を

イメージして臨むこと。また、授業内容を断片的に記憶するよりも様々な概念モデルの関係を体系的

に整理して復習すること。 

 

７．その他（履修の条件、連絡先、オフィスアワー等） 

 やむを得ず授業を欠席してレジュメの空欄に書き込みができなかった場合は、授業の前後の休憩時

間などにＴＡ（ティーチング・アシスタント）にレジュメの閲覧を申し出ること。 
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科目名：会計原理    担当者:米谷 健司    時間:2 学期火 1・金 2    対象学年:2.3.4 年 

1. 授業の目的と概要 

企業会計はビジネスに必須のコミュニケーション・ツールであり、しばしばビジネスの言語と表

現される。企業会計をビジネスの言語として使いこなすためには、財務諸表がどのようなルール

に基づいて作成されているのかを理解するとともに、それらがどのような情報を提供しているの

かを理解する必要がある。企業会計のパラダイム、フローの会計、ストックの会計、時価評価な

どを講義する。 

 

2. 学習の到達目標 

・ 企業のディスクロージャーによって提供される、さまざまな会計情報の内容を理解し、その

経済的影響について考察できるようになる。 

・ 財務諸表（あるいは会計基準）の根底にある理論的体系やその歴史的変遷を理解し、国際財

務報告基準がわが国会計基準に与える影響を考察できるようになる。 

 

3. 授業の内容・方法と進度予定 

講義形式で進行する。必要に応じて、資料を配布する。なお、授業は以下の内容を含む。 

 財務諸表の基礎知識 

 国際財務報告基準の特徴 

 利益計算の仕組み 

 利益の実現、費用の配分 

 公正価値会計 

 連結会計・企業結合会計 

 

4. 成績評価方法 

課題の提出（４０％）及び期末試験（６０％）に基づいて成績評価を行う。 

 

5. 教科書と参考書 

教科書：伊藤邦雄著『ゼミナール現代会計入門（第８版）』日本経済新聞社、2010 年。（※改訂

された場合は最新版を入手すること。） 

 

6. 予習と復習について 

復習については講義資料や教科書を活用して行うこと。 

 

7. その他（履修の条件、連絡先、オフィスアワー等） 

「会計学入門」を履修済みであることが望ましい。 

 

連絡先  kj-kome@econ.tohoku.ac.jp 

オフィス・アワー  水曜 14：40～16：10（片平キャンパス）※事前にメールにて連絡すること。 

          火・金曜 講義終了後（川内キャンパス）※講義終了後に申し出ること。 
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科目名：マクロ経済分析 担当者：北川 章臣 時間：2学期（月 3＋木 1）対象学年：2・3・4年 

1. 授業の目的と概要 

 マクロ経済学は国内総生産（GDP）、物価、利子率といった集計変数の動きを解明する経済学の一分

野である。この講義ではマクロ経済学の基本的な分析手法を習得してもらうとともに、最近の同分野

の発展についても解説したい。 

2. 学習の到達目標 

 基本的なマクロモデルの完全な理解を目標としたい。特に、それぞれのモデルにおいて、国内総生

産（GDP）はどのように決まるか、財政金融政策は GDP の水準にどのような影響を与えるか、といっ

た点を受講者は自分の言葉で説明できるようになってもらいたい。 

3. 授業の内容・方法と進度予定 

 以下の内容を講義形式で解説する。 

１．マクロ経済学とは？ 

２．国民経済計算上の諸概念 

３．短期のマクロモデル 

 45 度線モデル 

 IS-LM モデル 

 総需要-総供給モデル 

 新古典派モデル 

４．フィリップス曲線と自然失業率仮説 

《中間試験》 

５．開放経済への応用：マンデル-フレミングモデル 

６．マクロ経済政策論争：時間不整合性 

７．消費の理論：相対所得・ライフサイクル・恒常所得仮説 

８．投資の理論：トービンの Q 

９．貨幣供給と貨幣需要の理論：信用乗数ほか 

１０．経済成長の理論：ソローモデル 

《期末試験》 

4. 成績評価方法 

 中間試験・期末試験の成績による 

5. 教科書と参考書 

教科書は使用しない（講義ノートを配布する予定）。参考書として次の本を挙げておく。 

グレゴリー・マンキュー著（足立・中谷・地主・柳川訳） 

「マンキューマクロ経済学Ⅰ入門篇（第 3 版）、Ⅱ応用篇（第 2 版）」東洋経済新報社 

6.  予習と復習について 

 講義ノートの練習問題を解くこと。また、上記参考書の該当箇所を併読すること。 

7. その他（履修の条件、連絡先、オフィスアワー等） 

講義ノートは受講者が担当教員の HP からダウンロードする形で配布する。 

 HP： http://www.econ.tohoku.ac.jp/~kitagawa/ 

 連絡先：kitagawa@econ.tohoku.ac.jp 

 オフィスアワー：事前にアポイントメントを取ること。 
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科目名：経済学史 担当者：小田中直樹 時間：Ⅱ学期（水 2＋金 1）  対象学年：3・4年 

 

1. 授業の目的と概要 

この講義では、以下のような到達目標を踏まえ、これまでの（経済そのものではなく）

経済学の歴史を概観します。 

2. 学習の到達目標 

・経済学は皆さんが日常生活を生きる力となる知識であるということを理解したうえで、

様々な経済理論の基本的な骨格を把握すること。 

・様々な経済理論が生まれたときの時代的な背景を理解して、先人の思考のあり方を追

体験すること。 

・各経済理論の学問的な系譜を追いかけることによって、知識の体系としての経済学の

総体についての見取り図を自分なりに作りあげること。 

3. 授業の内容・方法と進度予定 

以下の各クールについて、2 から 3 回で説明します。また、各クール毎にミニットペー

パーを提出してもらい、2 クールに 1 回の割合でコメントの回を設けます。 

(0)経済学史を学ぶ：オリエンテーション、経済学史を学ぶ 

(1)分配：アリストテレス、古典派経済学の分配理論、厚生経済学 

(2)再生産と価値：スミス、再生産の理論、価値の理論 

(3)生存：モラル・エコノミー論、生存保証の是非、福祉国家の思想 

(4)政府：デュピュイ、余剰分析と公共経済学の発展、政府の役割をめぐる論争 

(5)効用：ジェヴォンズ、ワルラスとメンガー、パレート 

(6)企業：ヴェブレンとシュンペーター、企業の経済学、経営学の歴史 

(7)失業：ケインズ、「景気政策」という思想、新しいマクロ経済学 

4. 成績評価方法 

現在検討中ですが、試験とレポートの成績をくみあわせて評価する予定です。 

5. 教科書と参考書 

教科書は小田中直樹『ライブ・経済学の歴史』（勁草書房、2003）です。 

6. 予習と復習について 

教科書に完全に準拠した授業をするので、該当箇所を読んできたことを前提に授業を進

めます。これが予習になります。また、授業内容と教科書をつきあわせて復習すること

を勧めます。 

7.  その他（履修の条件、連絡先、オフィスアワー等） 

・以上の点も含めて、この授業についての詳細については、経済学史講義用ホームペー

ジ(http://www.econ.tohoku.ac.jp/~odanaka/gakushi12.html)を見てください。受講開

始までにシラバス案などを掲載する予定です。また、初回の講義の際に、印刷された詳

細なシラバスを配布します。 

・なにか質問などあれば、遠慮なく小田中（022-795-6280、odanaka@econ.tohoku.ac.jp）

までどうぞ。ちなみにオフィスアワーは水曜日の昼休みです。 
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科目名：経済発展     担当者: 中島 賢太郎   時間: 2 学期 月２・水 1 対象学年: 3・4 年 

1. 授業の目的と概要 

 経済発展について経済学の理論，および実際のデータからの実証的検証の両面から広く学ぶことを

目的とする． 

2. 学習の到達目標 

 経済発展について，経済学の理論とその実証的妥当性を基礎に理解すること． 

 

3. 授業の内容・方法と進度予定 

  以下のようなトピックを扱うことを予定している．各トピック 2-3 回の講義が目安のペースとな

る． 

（1） 貧困の定義と計測 

（2） 経済発展のマクロモデル 

（3） 開発援助とガバナンス 

（4） 制度と経済発展 

（5） 汚職・賄賂・紛争 

（6） 貿易と経済発展 

（7） 都市化・人口移動 

（8） 農村家計の経済 

（9） 市場取引の効率性 

（10） 教育 

（11） リスクと保険 

（12） マイクロクレジット 

（13） 援助・政策の評価 

 

4. 成績評価方法 

 最終筆記試験のみで評価を行う． 

 

5. 教科書と参考書 

 教科書は特に使用しない．参考書については講義中で適宜紹介するが，以下の文献が参考になると

考えられる． 

・ 開発経済学：貧困削減へのアプローチ，黒崎卓・山形辰史，日本評論社，2003 年 

・ Development Economics，Debraj Ray，Princeton University Press, 1998 年 

6. 予習と復習について 

 復習によって理解が深まると考えられる．予習の必要は特にないが，前提知識としてのミクロ経済

学・マクロ経済学・計量経済学はあらかじめ思い出しておいた方が講義の理解は深まると思われる． 

7. その他（履修の条件、連絡先、オフィスアワー等） 

 この講義はミクロ経済学・マクロ経済学・計量経済学の知識を前提として行われる． 

 連絡先： knakajima@econ.tohoku.ac.jp 

 オフィスアワー：水曜 2 限とその他随時（詳しくは担当教員のウェブサイトを参照のこと） 
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科目名：財政学;Public Finance 担当者：吉田 浩 時間：2学期（火 2＋金 3）対象学年：3・4年 

1. 授業の目的と概要：Objective of this lecture 

 この授業では、公共部門である政府の資金調達（財政学）、支出の効果（公共経済学）の基礎的レ

ベルを講義する。ここでは、経済理論的なアプローチに加えて、実証分析の手法と成果にも意が払わ

れる。This lecture treats the issue of public finance and government expenditure. 

2. 学習の到達目標: Destination of study 

 公共部門の経済活動の基礎的内容を理解し、「根拠に基づく公共政策」を議論する基礎的知識を身

につける。公務員にも有益な知識を身につける。Acquire the knowledge for public policy. 

3. 授業の内容・方法と進度予定 

0 財政学への招待 11 政府の失敗 22 公的年金 public finance 

1 財政の役割 role of gov. 12 規制緩和と民営化 23 医療・介護 

2 財政の現状 13 地方財政制度の概要 24 育児・教育 education 

3 経済分析の基本ツール 14 政府間財政移転の実際 25 生活保護 

4 市場と効率性 15 地方分権の経済分析 26 財政収支 balance 

5 外部性 externality 16 政府間財政移転の経済分析 27 持続可能性と財政再建 

6 公共財 public goods 17 租税の基礎理論 taxation 28 中立命題 

7 社会厚生と再分配 18 所得に対する課税 29 世代間の公平性 

8 効率性と再分配政策 19 法人に対する課税   

9 景気安定化機能 20 消費に対する課税   

10 公共投資 public inv. 21 資産に対する課税   

4. 成績評価方法 

 期末試験、持ち込み不可の 100 点法＋平常の授業での提出物（レポートなど）を考慮。 

 期末試験はマークシートで、○×式と選択式の 30 問以内。 

Final examination is the computer-scored style. 

5. 教科書と参考書 

教科書： 畑農鋭矢・林 正義・吉田 浩、『財政学をつかむ』 有斐閣 

参考書：吉田 浩『財政学のドリル』（2012.10、生協にて発売予定） 

6. 予習と復習について 

   授業中に指示される課題にきちんと取り組むこと。 

7. その他（履修の条件、連絡先、オフィスアワー等） 

 オフィスアワーは、火曜日の 13:00-14:30（予約の上で） 
   電子メール hyoshida@econ.tohoku.ac.jp 
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科目名：金融論         担当者: 秋田次郎   時間: Ⅱ学期（火３＋木２） 対象学年: 3・4年 

1. 授業の目的と概要 

 金融論をマクロ経済学的側面とミクロ経済学的側面から概観するため，一方で行動主義的な IS-LM

モデルの発展形をいくつか紹介し，他方で情報のミクロ経済学に基づく金融論の基礎を学ぶ。 

2. 学習の到達目標 

※不確実性下の意思決定の理論分析の基礎としての期待効用理論，危険回避的行動等の諸概念の理解 

※保険行動と条件付き財の交換の概念の理解 

※非対称情報，プリンシパル・エージェント枠組などの基礎概念の理解 

※信用割当の理論の基礎の理解  

※マクロ経済モデルにおける資産市場の位置づけについての理解 

※合理的期待形成と forward-looking な経済均衡概念の理解 

3. 授業の内容・方法と進度予定 

１．金融論のミクロ経済学的側面の基礎 

１．１．不確実性下の意思決定と期待効用理論 

１．２．対称情報，非対称情報下における保険行動 

１．３．非対称情報と信用割当 

２．金融論のマクロ経済学的側面の基礎 

２．１．IS-LM モデルおよびマクロ金融政策の復習 

２．２．株式の入った IS-LM モデル 

２．３．マンデル・フレミング・ドーンブッシュ・モデル 

4. 成績評価方法 

 中間考査および期末考査の成績を総合して評価する。  

5. 教科書と参考書 

 テキストは特に定めない。参考書は以下の他、適宜講義の中で指示する。 

※金融論、 晝間文彦著、新世社,2000 年 

※入門情報の経済学、永谷敬三著、東洋経済新報社、2002 年 

6. 予習と復習について 

講義の前半のマクロ経済学的部分については，先ず本講義以前に履修済みあるいは並行して履修中の

マクロ経済学の知識を復習する事が本講義に向けての最善の予習となる。毎回の講義は内容が累積的

であるので，以降は毎回の講義内容の復習が次回講義の予習となる。講義の後半のミクロ経済学的部

分については，期待効用理論や誘因整合性条件などの個々の論理的ステップの積み重ねから結論が導

かれるプロセスを丹念にフォローするように復習に努めて貰いたい。 

7. その他（履修の条件、連絡先、オフィスアワー等） 

※履修の条件について：特に設定しない。 

※オフィス・アワーについて：木曜日の授業の後の１時間とし、場所は講義と同じ部屋あるいは 620

号研究室とする。 

※授業は日本語で実施する。 
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科目名：国際経済 担当者：佐藤秀夫 時間：Ⅰ学期（火 2＋金３）  対象学年：3・4年 

1. 授業の目的と概要 

 国際経済に関する基本的な理論・モデルと世界経済の現実について講義します。グローバリゼーシ

ョンが進行する中で、国際経済に関する知識や理論を理解することがますます重要となっています。

本講義では、それぞれの理論やモデルについて解説するだけではなく、それらの現実的な意味・意義

についても考えていきます。 

2. 学習の到達目標 

 ①毎回の講義のはじめに示されるキーワードに関する理解を確かなものとする。 

 ②定理や理論の名称が頭の中に残らなくとも、教科書を読んで理解できるレベルに到達する。 

 ③世界経済の現実がどのようなものであったのか、また、どのようなものであるのかを理解する。 

3. 授業の内容・方法と進度予定 

序章 国際経済を学ぶにあたって  

第１章 スミスとリカードゥの貿易論 

第２章 新古典派の貿易モデル 

第３章 連続多数財リカードゥ・モデル－DFS モデル－（国際分業=貿易の動学的検討を行う） 

第４章 自由貿易と保護貿易（自由貿易と保護貿易のメリット・デメリットを検討する） 

第５章 第二次大戦後の世界貿易－GATT から WTO へ－（第二次大戦後の世界貿易の実情を見ていく） 

第６章 国際資本移動の理論 

第７章 国際資本移動の現実 

第８章 外国為替取引と為替相場（外国為替取引のしくみ、外国為替市場と為替相場、為替相場の理

論、円ドル相場の推移などをみていく） 

 第９章 国際収支（国際収支の概念と項目、国際収支統計の構造、国際収支と国際投資ポジションな

どをみていく） 

第 10 章 国際通貨システム（国際金本位制、IMF 固定相場制、変動相場制の特徴と歴史的展開をみ

ていく） 

第11章  開放体系下のマクロ経済（国際マクロ経済の初歩的・基本的な内容をみていく） 

講義内容は以上の通りです。進度については、最初の講義日に日付入りで予定を示します。 

4. 成績評価方法 

  期末試験の成績によります。期末試験は下記の教科書に限り持ち込み可とします。 

5. 教科書と参考書 

  教科書：佐藤秀夫（2007)、『国際経済』ミネルヴァ書房 

6. 予習と復習について 

教科書は入門レベルではないので、本当に理解するためには講義を聴き、考えながら読むことが

必要です。考えながらゆっくり読めば理解できます。必ず予習か復習（双方やるのが理想）をする

ようにして下さい。 

7. その他（履修の条件、連絡先、オフィスアワー等） 

講義内容に関する質問は講義終了後に教室で受け付けます。その他、研究室でも随時受け付けま

す。採点後の答案も希望があればいつでも開示します。遠慮なくどうぞ。 

オフィスアワー：前期の月曜日 13:30 から 14:30。 

E-mail アドレス：hideo の後に＠をつけ econ.tohoku.ac.jp 
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科目名：日本経済 担当者：平本厚    時間：Ⅰ学期（火 2＋金 3）対象学年：3・4年 

1. 授業の目的と概要 

 現 在 の 日 本 経 済 の 特 質 を 明 ら か に し 、 当 面 す る 諸 問 題 を 解 説 し ま す 。 現 代 の 日 本 経

済 が 全 体 と し て ど の よ う な 変 遷 の も と に 今 日 に 至 っ て い る か を 概 説 す る な か で 日 本 経

済 の 特 質 を 明 ら か に し ま す 。 日 本 経 済 の 現 状 に つ い て も 解 説 し ま す 。  

2. 学習の到達目標 

① 戦 後 か ら 現 在 ま で の 日 本 経 済 の 歩 み を 理 解 す る 。  

② 日 本 経 済 の 特 質 を 理 解 す る 。  

③ 日 本 経 済 の 現 状 を 理 解 す る 。  

3. 授業の内容・方法と進度予定 

 は じ め に （ こ の 講 義 の 狙 い ）（ 第 １ 回 ）  

１ ． 戦 後 の 復 興 と 戦 後 改 革 （ 第 ２ 回 ～ 第 ７ 回 ）  

（ １）経済の復興、（２）インフレーションと傾斜生産方式、（３）戦後改革、（４）日本の所得格

差の特徴、（５）経済の自立、（６）産業政策とは何か 

２ ． 高 度 成 長 の 時 代 （ 第 ８ 回 ～ 第 １ ４ 回 ）  

（ １）戦後世界と高度成長、（２）高度成長のプロセス、（３）二重構造とはどんなものか、（４）

技術革新の進展、（５）金融・財政の特徴、（６）日本的経営の発見、（７）過当競争の論理 

３ ． 石 油 危 機 と 安 定 成 長 （ 第 １ ５ 回 ～ 第 ２ ０ 回 ）  

（ １）激動の世界の到来、（２）石油危機、（３）スタグフレーション、（４）減量経営、（５）新

保守主義と新しい経済政策、（６）行財政改革と対外不均衡 

４ ．「 バ ブ ル 」 景 気 と 平 成 不 況 （ 第 ２ １ 回 ～ 第 ２ ７ 回 ）  

（ １）「バブル景気」の世界的背景、（２）「バブル景気」の特徴、（３）「バブル景気」のメカニズ

ム、（４）景気転換の原因、（５）金融の新しいフレームワーク、（６）産業空洞化、（７）不況

の深化 

５ ． 景 気 回 復 と 世 界 不 況 （ 第 ２ ８ 回 ～ 第 ３ ０ 回 ）  

（ １ ）2000 年代の景気回復のメカニズム、（２）世界不況の到来、（３）現在の日本経済の位置と

問題 

4. 成績評価方法 

 講 義 中 に 随 時 提 出 す る 感 想 文（ 40％ ）と 期 末 試 験 の 成 績（ 60％ ）に よ り 評 価 し ま す 。 

5. 教科書と参考書 

 教科書はありません。参考書としては、以下のものを勧めますが、授業内容はそれにそうものでは

ありません。戦後日本経済の歴史については、中村隆英『現代経済史』（岩波セミナーブックス、19

95 年）、1990 年代については、高尾義一『金融デフレ』（東洋経済新報社，1998 年）、最近の推移に

ついては、金子勝／アンドリュー・デウィット『世界金融危機』（岩波書店、2008 年）など。 

6. 予習と復習について 

予習する文献等については講義中に指示します。 

7. その他（履修の条件、連絡先、オフィスアワー等） 

 連絡先は、平本は hiramoto@econ.tohoku.ac.jp、office hour は月曜日 16:20 ～17:50 です。 
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科目名：日本経済史 担当者：長谷部弘 時間：Ⅱ学期（火３＋木２） 対象学年：3・4年 

1. 授業の目的と概要 

 本講義では、日本における国民経済の歴史を概説し、受講者に日本経済の歴史的パースペクティヴ

を提供することを目的とする。講義全体は、大まかに、1)近代以前（近世幕藩体制社会）、2)明治維

新期、3)工業化の時代、4)二つの世界大戦と日本経済、5)戦後日本の経済発展、という５つの時代カ

テゴリーに分けて論じる。本年度（2012 年度）の講義は、3)から開始する。 

 

2. 学習の到達目標 

 受講生の学習到達目標として、日本経済史上の重要な出来事について事実と理解を深めること、経

済現象の歴史的因果関係や経済社会の構造について明確な理解を獲得すること、個々の経済現象を歴

史的な全体構造の中で考える能力を身につけること、の三つをあげておく。 

 

3. 授業の内容・方法と進度予定 

 授業は、パワーポイントを用いて行う。その内容と予定は以下の通りである。 

序．日本経済史の見方・考え方（№1） 

１．工業化の時代（№2～6） 

２．二つの世界大戦と日本経済（№7～14） 

３．戦後日本の経済発展とその帰結（№15～17） 

４．近世幕藩体制社会の特徴（№18～23） 

５．明治維新（№24～29） 

６．むすび（№30） 

 

4. 成績評価方法 

 成績評価は、1）授業時の小レポート（出席票を兼ねる：原則としてランダムに 3 回、授業中に小

レポートを書いて貰う）、および、2）学年末筆記試験（学年末試験期間中に実施する）の２つによ

って行う。  

 

5. 教科書と参考書 

 講義では、概要ないし資料のプリントを配布するが、他に必要な参考文献や参考資料は随時授業の

中で指示・紹介する。 

 

６．予習と復習について 

 授業開始時に配布する授業計画表と文献を手がかりに予習と復習を行うことが必要である。 

 

７．その他（履修の条件、連絡先、オフィスアワー等） 

 講義は、入門科目（経済史入門）受講を前提として進めるが、原則として中等教育（高校まで）程

度の世界史と日本史の知識があれば受講可能である。なお、授業に際しては配布プリントに依拠した

予習と復習を行うことが必要だが、その具体的な指導は講義の中で行う。 

 連絡先（研究室 501、電話(内)7789、email：経済学部 HP「教員紹介」参照） 

 オフィスアワー：授業後約 1 時間（研究室等において可。） 
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科目名：計量分析 担当者：照井伸彦 時間：I学期（水 2＋金 1）  対象学年：3・4年 

1. 授業の目的と概要 

身近にデータが洪水の如く溢れている今日において，データから如何にして有用な情報を抽出して

意思決定に繋げるかは極めて重要な問題である。本講義では，経済学や経営学の理論や仮説が実際

に支持されるか否かをデータによって検証する実証分析や収集された情報（データ）から様々な意

思決定を行う際に必要な計量分析手法の解説と実習を目的とする。 
 

2. 学習の到達目標 

・データ解析の基本的手法の体系を与えるエコノメトリクス（計量経済分析）とマーケティングリ

サーチの基礎を学び、「経済分野」および「ビジネス分野」の計量分析の手法を習得する。 

 ・データから経済・経営に関わる有用な情報を抽出して適切な意思決定ができるようになる。 

 ・フリーの分析ソフトウェア R を用いて，各自がデータ分析を体験することを通じて計量分析が 

できるようになる。 
 

3. 授業の内容・方法と進度予定 

 以下の項目を予定。 

第 I 部 経済分野の計量分析 

1. R の基本と操作 

2. 単回帰分析 

3. 重回帰分析 

4. 不均一分散 

    5.  回帰分析（時系列データ） 

第 II 部 ビジネス分野の計量分析 

    6.  市場構造分析：因子分析によるプロダクトマップ 

    7.  競争ポジショニング戦略：MDS（多次元尺度法） 

    8.  プロモーションの効果測定モデル 

9.  流通と商圏のモデル 

   10.  製品開発とコンジョイントモデル 
 

4. 成績評価方法 

 定期試験が中心、必要に応じてレポートを課す。 
 

5.教科書と参考書 

教科書：次の経済分野、経営分野の計量分析のテキスト 2 冊を使用する。 

福地・伊藤著「R による計量経済学」（朝倉書店） 

照井・ダハナ・伴著「マーケティングの統計分析」（朝倉書店） 

 参考書：森棟・照井・中川・西埜・黒住著「統計学」（有斐閣） 

照井伸彦著「R によるベイズ統計分析」（朝倉書店） 
 

6. 予習と復習について 

積み上げ型となるので必須。 
 

7. その他（履修の条件、連絡先、オフィスアワー等） 

 統計入門の知識を前提としたい。 

 積上げ型の学習となるので，毎回確実な復習と予習が必要となる。 

 オフィスアワー等は授業中に指示する。 

41



 

科目名:オペレーションズ・リサーチ  担当者: 伊藤 健 時間: 1 学期 月 2+水 1 対象学年: 3, 4 年 

1. 授業の目的と概要 

 オペレーションズ・リサーチ（OR）は，意思決定を行う際の合理的根拠に基づく科学的手法につい

て議論するものであり，様々な問題の構造を把握し，数理的に記述することによって問題の解決，改

善を図るものである．本講義では，その基本的なツールである線形計画法と，いくつかの数理モデル

について解説する． 

 

2. 学習の到達目標 

 ・対象とする問題を線形計画問題として定式化することができる 

 ・線形計画問題の最適解を求めることができる 

 ・基本的な最適化モデルの概念を理解できる． 

 

3. 授業の内容・方法と進度予定 

 以下のトピックを取り扱う．進度の目安として，「線形計画法」を前半で，残りのトピックについ

ては各々3 回くらいで解説を行う予定であるが，進捗状況により多少変動する． 

・線形計画法 

・動的計画法 

・整数計画問題 

・多目的計画問題 

・スケジューリング問題 

・ネットワーク計画問題 

・階層構造分析法（AHP） 

 

4. 成績評価方法 

 講義期間中に行う小テスト，レポート類を 30%，期末試験を 70％として評価する． 

 

5. 教科書と参考書 

 教科書：利用せず．必要があれば講義中に資料等を適宜配布する． 

 参考書：「現代 OR 入門」西田俊夫，田畑吉雄 編（現代数学社） 

         「数理計画法 最適化の手法」一森哲男（共立出版） 

 

6. 予習と復習について 

 テキストを利用しないので予習は必要ありませんが，「一話完結」でない内容もあり，復習は必要

不可欠です． 

 

7. その他（履修の条件、連絡先、オフィスアワー等） 

 数式を扱うので高等学校の数学知識は必要です．行列，確率，微積分についても，基本事項を予め

復習しておいて下さい． 

 オフィスアワー：水曜 10:30～12:00 

 

42



 

科目名：ファイナンス     担当者: 室井 芳史    時間: １学期火３＋木２ 対象学年: 3・4 年 

1. 授業の目的と概要 

 コーポレート・ファイナンスを学ぶ。企業が投資の意思決定をするにはどのようにすればよいの

か？を科学的に考える方法論を学ぶ。企業は、投資に対するリターンについて、常に、不確実性と向

かい合わなければならない。どのようにこの不確実性をとらえ、意思決定をするべきか?また、その

結果として、企業の価値はどのように求められるのか？等について学ぶ。 

 

2. 学習の到達目標 

1)確率を用いた企業が直面する不確実性を記述する方法を学ぶ。不確実性(リスク)に対するリターン

はどの程度なのかを学び、どのように意思決定を行えば効用を最大にできるかを考えてみる。 

2)各投資主体が、合理的に行動する証券市場では何が言えるかを考える。 

3)前半に学んだ内容を元に企業にとって最適な配当政策なあり方や企業価値評価の方法を学ぶ。 

4)近年、多くの取引が行われているデリバティブ価格評価法について(時間があれば)学ぶ。 

 

3. 授業の内容・方法と進度予定 

１）確実性下の評価・不確実性下の評価 

２）ポートフォリオ選択・CAPM 

３）財務諸表と企業評価 

４）資本予算 

５）配当政策 

時間があれば 

６）デリバティブの価格付け 

 

4. 成績評価方法 

 期末試験の結果をもとに算出する 

 

5. 教科書と参考書 

 基礎からのコーポレート・ファイナンス 中央経済社 

古川浩一 他 著 

 

6. 予習と復習について 

教科書を読む 

 

7. その他（履修の条件、連絡先、オフィスアワー等） 

必要があれば適宜行う 
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科目名：企業論               担当者: 川端望    時間: 2学期月 1水 3 対象学年: ３・４年 

1. 授業の目的と概要 

 現代社会での生活にとって、企業は欠かせない存在である。この授業では、企業について経済学的

に理解することを学ぶ。具体的には、日本の企業システムを対象として、これを取引費用理論（TCE）

を中心とした組織の経済学によって理解するアプローチと、その問題点を考察する。このことを通し

て、社会人の基礎的素養としての、企業に関する冷静で自立的な分析と考察の能力を養う。 

2. 学習の到達目標 

・企業を経済学的に理解する様々なアプローチについて学ぶ。 

・組織の経済学による企業認識の体系を学ぶ。 

・日本の企業システムの概要を、雇用システム、企業間システム、コーポレート・ガバナンスの各々

の側面から理解する。 

・TCE による日本企業論について、その意義と問題点を学ぶ。 

・日本企業理解の新たなアプローチについて学ぶ。 

・社会人の基礎的素養として、企業システムに関する冷静で自立的な分析と考察の能力を養う。 

3. 授業の内容・方法と進度予定 

１．工業経済学・産業組織論・企業論／２．内部組織／３．雇用システム／４．日本企業の雇用シス

テム／５．日本のサプライヤー・システム／６．日本企業のコーポレート・ガバナンス／７．終わり

に 

 ミクロ経済学、マルクス経済学、経営学のいずれかの基礎があれば、この授業は理解できる。 

 この授業のスタイルは推論とケースの記述を重視するものであり、数理的分析を行うものではな

い。日々のニュース、産業や経営事情に関心を持つことが理解への早道である。 

4. 成績評価方法 

 期末テスト：85 点 

 出席確認アンケート：15 点。予告なしに 3 回行う。 

 発言：学生にあてて発言してもらい、加点・減点を行う。 

5. 教科書と参考書 

 教科書はなし。参考書は授業中に紹介するが、全体に関わるものとして以下を参照。 

・宮本光晴『企業システムの経済学』新世社、2004 年。本講義は、この本を批判的に読むことで作

成された。 

・上井喜彦・野村正實編著『日本企業 理論と現実』ミネルヴァ書房、2001 年。 

6. 予習と復習について 

 予習しなくとも理解できる内容である。時事問題を頻繁に事例として用いるので、経済ニュースを

よく読むという予習が必要である。 

 復習をその都度少しずつやらないと、期末テストをクリアーできない。 

7. その他（履修の条件、連絡先、オフィスアワー等） 

 オフィスアワーは授業中に指定する。 

 過去の授業のレジュメ・資料等は教員ホームページにある。 
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科目名：経営政策    担当者：西澤昭夫   時間：第 1 学期(月１＋水 3）  対象学年：３・４年 

1. 授業の目的と概要 

 企業はどのように生まれ、いかなる戦略を採りつつ成長するのか、また、誕生から成長、衰退から再

生、そして死もありえる、生き物としての企業をマネジメントするための具体的な活動について、具体

的なケースの検討を通じ、現代企業の望ましい経営政策について考えていきたい。 

 

2. 学習の到達目標 

 現代企業に求められる経営政策について、創業論、ファイナンス論、イノベーション論、戦略論、M&A、

組織論、人材論、ガバナンス論など、幅広いテーマを踏まえ、新たな経営パラダイムを提示し、その概

要を理解してもらうことを本講義の目標とする。 

 

3. 授業の内容・方法と進度予定 

 教科書を基本にして、 

(1) 経営政策の対象について 

(2) 企業の誕生：事業から企業へ 

(3) ファイナンスの機能と革新 

(4) 戦略論の登場と展開 

(5) 競争・戦略・組織 

(6) 多角化と事業再編 

(7) 企業のマネジメント 

(8) Ｒ＆Ｄのマネジメント 

(9) 人事と組織のマネジメント 

(10)ガバナンスとＣＳＲ 

 以上のテーマについて、各項目に関連するケースをもとに、2－3 時間で説明しつつ、検討していき

たい。 

 

4. 成績評価方法 

 レポート及び期末試験の成績を総合して評価する。 

 

5. 教科書と参考書 

 教科書として、東北大学経営学グループ著『ケースに学ぶ経営学(新版)』(有斐閣、2 刷補訂、2010

年)を使用する。 

 

6. 予習と復習について 

 事前に教科書を読み、各章の課題を考えて、講義に参加することを望みたい。 

 

7．その他（履修の条件、連絡先、オフィスアワー等） 

 追加資料などは Web により提供するので、インターネットで資料を取得できる環境を準備しておいて

下さい。連絡は、nishiz@econ.tohoku.ac.jp 宛て、メールをお送り頂きたい。なお、本授業に関する

オフィスアワーは、月曜日 2 時限(10：40－12：00)とする。 
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科目名：経営史  担当者：猿渡啓子  時間：Ⅰ学期（火 3＋木 2）  対象学年：3・4年 

1. 授業の目的と概要 

  イギリス、アメリカ、日本における大企業の発展過程を、経営資源の賦存や市場経済の発 

展の観点から説明する。授業内容のⅣ（後進国）は、時間に余裕があれば取り上げる予定。 

 

2. 学習の到達目標 

経営資源の賦存や市場経済の発展の違いが、異なる大企業の発展をもたらすことを理解する。 

 

 

3. 授業の内容・方法と進度予定 

  序  Ⅰ. イギリス： 1.  19 世紀における市場経済と近代企業  2.  家族企業経営と企業金融   

3.  株式会社の導入  4.  第 1 次大戦までにおけるシティの発展  5.  イギリス植民地における 

企業経営  6.  大企業の形成―企業集中と持株会社  7.  第 2 次大戦後の大企業の発展 

――持株会社と事業部制組織  Ⅱ. アメリカ： 8.  工業化期の工場経営  9.  鉄道の発達と全国 

市場の形成  10. 19 世紀後半における大企業の成長と資金調達  11. 株式会社の普及  12. 大企 

業の発展――企業集中と独占禁止法  13. 垂直統合と集権的職能部制組織   14. 多角化と事業部制 

組織  15. 多国籍企業  Ⅲ. 日本： 16. 後進国の工業化   17. 株式会社の普及  18. 大企業 

の登場  19. 総合商社の発展   20. 両大戦間期における複数事業単位・複数職能企業の出現   

21. 財閥と大企業  22. 第 2 次大戦後における企業集団    23. 多国籍企業  Ⅳ. 後進国：  

24. 市場への政府の介入   25. 大企業（1）――国内企業（民間企業、国営・公営企業）   26. 大企 

業（2）――外国企業（多国籍企業） 

 

4. 成績評価方法 

  数回のレポート（計 30%）と学期末試験（70%）の総合。受講者数によって変更がありうる。 

 

5. 教科書と参考書 

・教科書は使用しない。講義資料による（ウェブサイト掲載）。 

・自習用参考書：1）鈴木良隆他著『経営史』（有斐閣） 

2）鈴木良隆他著『ビジネスの歴史』（有斐閣） 

3）G.ジョーンズ『国際経営講義』（有斐閣） 

 

6. 予習と復習について 

上記の参考書を進行に応じて予め読んでくること。講義資料と各自のノートを中心に参考 

書を参照しながらよく復習すること。 

 

 

7. その他（履修の条件、連絡先、オフィスアワー等） 

  ・オフィスアワー：電話（6309）でアポイントメントをとること。 
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科目名：管理会計    担当者: 青木雅明    時間:2学期水２・金 1 対象学年:3・4年 

1. 授業の目的と概要 

 企業内部で行われる意思決定や業績評価において，会計情報がどのような役割を果たすのかを理解す

る． 

 

2. 学習の到達目標 

 管理会計で用いられる基礎的な手法などを理解し，これらの知識に基づき，より応用的で実践的な手法

を学んでいく．講義では，例題を解くことにより，会計情報の持つ意味を具体的に理解することを目標と

する． 

 

3. 授業の内容・方法と進度予定 

・基本的にテキストの内容に従い講義を進めていく．このため，具体的な内容に関しては，後述する教科

書を参照されたい． 

・講義の進度は，原則的に，2 コマで 1 章を説明するというペースで進めていく．テキストでは触れられ

ていないトピックなどがある場合には，随時資料を配布し，これを用いて講義を行う．資料・課題等の

配布はホームページで行う． 

・1 週間に 1 回程度の割合で講義の理解を確認するため小テストを行う．小テストの実施については講義

中に連絡する． 

・小テスト以外に課題を出すこともあるので注意すること． 

 

4. 成績評価方法 

 小テスト・課題の平均点(50%)と期末試験の点数(50%)とした加重平均値を用いて評価する． 

 

5. 教科書と参考書 

・教科書：青木雅明著『管理会計』，同文舘，2005 年． 

・参考書：上埜進・青木雅明編著『管理会計演習-理論と計算-』，税務経理協会，2011 年． 

・参考書：小沢浩著『詳解 コストマネジメント』，同文舘，2011 年． 

・参考書：日商簿記検定 2 級工業簿記のテキストと問題集．（出版社は問わない） 

・参考書：日商簿記検定 1 級工業簿記・原価計算のテキストと問題集．出版社は問わない） 

 

6. 予習と復習について 

・予習：教科書の該当箇所を事前に読んでくること． 

・復習：授業中に解いた例題・問題をもう一度自分の力で解くこと．小テストを行った場合には，間違っ

た箇所をもう一度解くこと． 

 

7. その他（履修の条件、連絡先、オフィスアワー等） 

・質問などがある場合，研究室に来てください．ただし，事前に電話・メール等で，必ず私の予定を確認

してください． 

  研究室：片平会計大学院研究棟 201  022- 217-6279 

  e-mail：maoki@econ.tohoku.ac.jp 

  オフィスアワー：毎週火曜日午前 10 時〜12 時 
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科目名：財務会計        担当者: 藤井 建人    時間: １学期 火 1＋金２ 対象学年:  3・4 年 

1. 授業の目的と概要  

 みずから財務諸表を作成できるようになること。 

日本会計基準を基点としながら米国会計基準や国際会計基準を勉強する。 

 

2. 学習の到達目標 

 (1)日本会計基準による財務諸表，(2)米国会計基準 US GAAP(Generally Accepted Accounting 

Principles)による財務諸表，それに，(3)国際会計基準 IFRS(International Financial Reporting 

Standards)による財務諸表，の 3 種を比較分析して他に向けて説明できるようになること。 

 

3. 授業の内容・方法と進度予定  1 コマは 90 分講義の 1 回を意味する。 

a. 約 5 コマ：財務会計制度の概略。会計原則や監査制度の意義について歴史的考察を試みる。 

b. 約 12 コマ：日本の企業会計原則を中心にしながら財務会計全般を学ぶ。 

c. 約 4 コマ：US GAAP を学ぶ。 

d. 約 4 コマ：IFRS を学ぶ。 

e. 約 3 コマ(1)，(2)，および(3)の各財務諸表を比較分析する。  

f. 最終講義日時には試験を行う。 

 

4. 成績評価方法 

 単位修得に向けてレポートや試験などの複数の機会を設ける。使用言語は日本語ないしは英語。 

講義中の質疑応答 30％，レポートないしは試験 65%，ほか 5％。 

 

5. 教科書と参考書 

 受講者側の意見を参考に 5 月中旬を目処に教科書を決定したい。参考書は随時指示する。 

 日本の企業会計原則を収録している会計法規集はいつも手元において頂く。講義 2 回目までには特

定の法規集を指示する予定。 

 US GAAP や IFRS の入手については講義中に指導し支援する予定。 

 

6. 予習と復習について 

 毎回疑問を持ってもって講義に参加していただく。かなりの量の英文オリジナル資料を読みこなす

ことになる。 

 

7. その他（履修の条件、連絡先、オフィスアワー等） 

 a. 欠席回数が全講義回数の 3 分の１を超える場合には放棄と見なすことがあり得る。 

 b. 2 年次までの会計関連科目を修得済みであることが望ましい。 

c. オフィスアワーは随時。原則として，面談を希望する場合には下記(1)から(3)の全アドレス宛

にメールで約束を得て頂く。メール送付後 72 時間以内に藤井からの返答がない場合には，講義

中に指示する対応をとること； 

(1)tfujii@econ.tohoku.ac.jp (2)tatsuto@zpost.plala.or.jp (3)hola-s@cameo.plala.or.jp 
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科目名：医療福祉経済 担当者：関田康慶・糟谷昌志 時間：連続講義（8 月 27 日（月）～8 月 31

日（金）：担当 糟谷、9月 24日（月）～9月 28日（金）：担当 関田 対象学年：3・4年 

1. 授業の目的と概要 

 高齢社会では、医療・福祉に関わる問題が多く、資源投入の効果的・効率的利用の観点から重要な

経済・経営問題として検討する必要がある。本講義では、医療・福祉制度、医療・福祉政策、医療・

福祉システムなどの基本的枠組みを理解すると共に、医療・福祉財源の状況、医療・福祉事業者の経

営戦略や医療福祉産業の実態、サービス利用者等によるサービス評価の方法などについて理解する。 

 

2. 学習の到達目標 

 社会保障の枠組み、医療保険制度、介護保険制度、保健制度、保健医療システム、福祉システム等

の現状分析や、医療福祉サービス特性等を理解する。また、医療福祉サービスや政策評価に関する方

法論を理解する。実態データなどの根拠に基づいて理解を深める。 

 

3. 授業の内容・方法と進度予定 

    糟谷担当 

1. 少子高齢化と社会保障制度の関係(2 回) 

2. 保健・医療・福祉政策と計画 (2 回) 

3.  医療保険制度の枠組みと現状(2 回) 

4.  国民医療費と介護給付費(2 回) 

5. 保健・医療・福祉経済分析(3 回) 

6. 保健・医療・福祉の産業(2 回)  

 

関田担当 

7. 保健・医療・福祉サービスの特性(2 回)  

8. 保健・医療・福祉システムの現状(2 回) 

9. 保健・医療・福祉機能の分化と統合(2 回) 

10. 介護保険制度の枠組みと現状(2 回) 

11. 医業介護経営の枠組みと現状分析(2 回) 

12. 保健・医療・介護の評価・品質管理と評価システム(2 回) 

13. 保健・医療・福祉情報システム 

14. 期末試験 

4. 成績評価方法  

  出席点と期末試験の総合評価 

5. 教科書と参考書 

 教科書 「衛生・公衆衛生学」（山本玲子編 アイ・ケイコーポレーション、2012 年版） 

     「デ－タで見る保健医療福祉」(糟谷昌志著 創成社 2012年度版) 

6. 予習と復習について 

 講義後は論点についてまとめておくこと。教科書や関連文献を少なからず読んでおくこと。 

7. その他 

 双方向講義を行い学生との議論を深める。気軽に議論しよう。質問、議論は講義時・講義終了時。 
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科目名：市場戦略  担当者：澁谷覚  時間：2学期（月 2＋水 1）  対象学年：3・4年 

1. 授業の目的と概要 

 市場における企業行動について、競合企業に対する競争戦略、顧客に対するマーケティング戦略に

大別し、その概要を学びます。 

 

2. 学習の到達目標 

 マーケティングの観点、消費者行動の観点から、企業事例や身近な事例を洞察することができるよ

うな基礎的な素養を身につけることを目標とします。 

 

3. 授業の内容・方法と進度予定 

 概ね以下のように進めます（変更の可能性あり）。 

第０回：ガイダンス 

第１回：市場とは、市場細分化とターゲット・セグメントの選択 

第２回：ポジショニングと差別化 

第３回：マーケティング・ミックス 

第４回：プロダクト・ライフサイクル（B to C 市場） 

第５回：テクノロジー・ライフサイクル（B to B 市場） 

第６回：市場参入、新製品開発マネジメント 

第７回：消費者行動と顧客満足 

第８回：ブランド・マネジメント 

第９回：ブランド構築ピラミッド 

第１０回：価格のマネジメント 

第１１回：マスメディアと広告（１） 

第１２回：マスメディアと広告（２） 

第１３回：メディアと広告の将来、SP 広告、ネット広告 

第１４回：広告と PR 

第１５回：クチコミの特性 

第１６回：対面のクチコミとネット・クチコミ 

第１７回：ソーシャルメディアへの対応、バナー広告 

第１８回：検索対応、行動ターゲティング 

第１９回：サイト内導線の最適化 

第２０回：インターネットとマーケティングのまとめ 

第２１回：チャネル選択、チャネル・マネジメント 

第２２回：計画購買、カテゴリーマネジメント 

第２３回：流通チャネルの発展（１） 

第２４回：流通チャネルの発展（２） 

 

4. 成績評価方法 

 期末試験によって評価します。 

 昨年の『市場戦略』の期末試験では、通信機能を有する電子機器以外はすべて持ち込み可にして、

代わりにやや難易度の高い、考える問題を出題しました。本年どうするかは、検討中です。 

 

5. 教科書と参考書 

 教科書は用いませんが、授業資料は授業ページに掲示し、各自が事前にダウンロードして授業に持

参してください。 

参考書：和田充夫他著『新版マーケティング戦略』有斐閣アルマ 

 

6. 予習と復習について 

  

7. その他 

 オフィスアワーその他については、授業内で指示します。 
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《特定専門科目》 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 

科目名：経済経営数学    担当者: 鈴木賢一    時間: １学期（月 3＋木 1）  対象学年: ２・３・４年 

1. 授業の目的と概要 

  現代の経済学・経営学においては，数理的な手法が広範に用いられている．本講義では，学部

レベルでの学習に必要とされる数学の基礎的な事項について学習する． 

 

2. 学習の到達目標 

・基礎的な概念を理解して，経済・経営学の科目の学習に役立てることができる． 

・数式や数理モデルで述べられた内容を理解し，概念を数式や数理モデルを用いて表現すること

ができる． 

・基本的な計算を適切に実行できる． 

 

3. 授業の内容・方法と進度予定 

 １．イントロダクション 

 ２．極限と導関数：数列，級数，導関数，高次の微分，テーラー展開 

 ３．多変数関数：方向微分，編微分，接平面 

 ４．行列とベクトルの基礎：ベクトル・行列の演算，線形空間，内積 

 ５．逆行列：行列式，逆行列，連立方程式 

 ６．最適化：極値，凸関数，制約つき最適化 

 ７．積分：不定積分・定積分， 

 

4. 成績評価方法 

 中間テスト（１回）と期末テストにより評価する． 

 

5. 教科書と参考書 

  教科書は用いない．代わりに，講義資料を配布する．参考書は講義の際に指示する． 

 

6. 予習と復習について 

 講義ごとの復習と予習は，適宜授業中に指示する．復習のために，随時，演習課題を課す． 

 

7. その他（履修の条件、連絡先、オフィスアワー等） 

  受講に当たって「経済経営数学基礎」の履修は必須ではない．しかし、履修していない場合は、

高校での数学 III・数学 C の内容を理解しておくこと． 

 オフィスアワーは講義時に指示する． 
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科目名：環境経済  担当者：林山泰久 時間：Ⅱ学期（火２＋金３）    対象学年：3・4年 

1. 授業の目的と概要 

 環境経済学では，①環境経済論と②環境政策論に大別して講義し，特に我が国における環境政策の

実態を示し，国際比較を行うことにより，今後の我が国の環境政策を推進するうえで具備すべき点を

論じます． 
 

2. 学習の到達目標 

 現在の学会レベルで議論されている理論的課題や実証的課題を平易に紹介し，「幅広い環境問題」

に対する興味を抱いてもらうことを目指します． 
 

3. 授業の内容・方法と進度予定 

  【第Ⅰ部】 環境経済学入門 
        第 1 章 環境経済学とは何か 
        第 2 章 経済と環境 

【第Ⅱ部】 分析道具 
        第 3 章 費用と便益，供給と需要 
        第 4 章 経済効率性と市場 
        第 5 章 環境質の経済学 

【第Ⅲ部】 環境分析 
        第 6 章 分析枠組 
        第 7 章 費用便益分析：便益 
        第 8 章 費用便益分析：費用 

【第Ⅳ部】 環境政策分析 
        第 9 章 環境政策の評価基準 
        第 10 章 分権的政策：責任法，財産権，道徳的勧告 
        第 11 章 コマンド・アンド・コントロール戦略 
        第 12 章 誘因に依拠する政策戦略：排出課徴金と補助金 
        第 13 章 誘因に依拠する政策戦略：譲渡可能排出許可証 

【第Ⅴ部】 国際的な環境問題 
        第 14 章 先進工業諸国における環境問題 
        第 15 章 経済発展と環境 
        第 16 章 地球環境 
        第 17 章 国際環境条約  
 

4. 成績評価方法 

 期間中に課すレポート，小テストおよび期末試験のそれぞれの点数を合算して評価します． 

 

5. 教科書と参考書 

 「秋田次郎・猪瀬秀樹・藤井秀昭[訳]：環境経済学入門，日本評論社(2002)」を教科書として使用

します．また，講義ノートは，http://www.econ.tohoku.ac.jp/~yhaya/index.htm からダウンロード可． 
 

6. 予習と復習について 

 環境問題の状況は，日々刻々と変化しています．毎日，新聞に目を通すことが，理解に役立ちます． 

 

7. その他（履修の条件、連絡先、オフィスアワー等） 

 ※履修の条件：ミクロ経済学の知識が必要です． 
 ※連絡先：795-6317，e-mail: yhaya@econ.tohoku.ac.jp 
 ※オフィスアワー：火曜日３コマ 
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科目名：ﾋﾞｼﾞﾈｽ・ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ A  担当者: 山本喜久江  時間:２学期金３  対象学年:３・４年 

1. 授業の目的と概要 

 “Could you be a good communicator in business even if you are not a good communicator in life?”  
This class will emphasize the importance of increasing your communication abilities and  cultural 
competencies in general so as to successfully increase your abilities in a multiple business settings.  
Some communication concepts and theories will be introduced, including results from Yamamoto’s 
three-time research at N.U.M.M.I. , a joint-venture of Toyota and GM, USA.   
It is quite interactive and participatory, and highly student-oriented.  Classes will be held basically in 
English with some Japanese, as needed. 
 

2. 学習の到達目標 

 You will gain a better understanding of international business communication in general and will find 
out what your strength and challenges are in a business setting.  You will develop some communication 
skills and preferred attitudes that you can apply in business as well as in other situations. 
3. 授業の内容・方法と進度予定 

 It is highly student-oriented and interactive.  You will be required to work individually as well as in a 

group, hence you will develop individual skills as well as team participation skills and basic facilitation skills, 

because most likely you would work in a team in future.  

Course Schedule 

① Introduction to Business Communication      

② Team Development & communication 

③ Interpersonal Comm. In Business 

④ Assertiveness 

⑤ Interview Techniques 

⑥ Business Writing 

⑦ Email Writing 

⑧ Review & Performance Evaluation 

4. 成績評価方法 

 Students will be evaluated based on their total outputs such as in-class participation, homework 
assignments, performance, and class attendance.   
 

5. 教科書と参考書 

 No assigned text for this course, but all reading material to be made available to students. 
 

6. 予習と復習について 

It is vital to do homework assignments and preparation for class so that you could perform 

in class successfully. 

7. その他（履修の条件、連絡先、オフィスアワー等） 

Active participation in class activities is critical to be successful and also for you to 

enjoy and learn. 

 

⑨ Feedback – Giving & Receiving 

⑩ Presentation Techniques - Practice 

⑪ Presentation – Visual Aids 

⑫ Presentation -  
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科目名：ﾋﾞｼﾞﾈｽ・ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ B  担当者: 山本喜久江  時間:１学期 月６ 対象学年:３・４年 

1. 授業の目的と概要 “Could you be a good communicator in business even if you are not a good 
communicator in life?”  This class will emphasize the importance of increasing your communication 
abilities and  cultural competencies in general so as to successfully increase your abilities in a multiple 
business settings.  Some communication concepts and theories will be introduced, including results from 
Yamamoto’s three-time research at N.U.M.M.I. , a joint-venture of Toyota and GM, USA.   
It is quite interactive and participatory, and highly student-oriented.  Classes will be held basically in 
English with some Japanese, as needed. 
2. 学習の到達目標 

 You will gain a better understanding of international business communication in general and will find 
out what your strength and challenges are in a business setting.  You will develop some communication 
skills and preferred attitudes that you can apply in business as well as in other situations. 
3. 授業の内容・方法と進度予定 

It is highly student-oriented and interactive.  You will be required to work individually as well as in a group, 

hence you will develop individual skills as well as team participation skills and basic facilitation skills, 

because most likely you would work in a team in future.  

Course Schedule   

①. Introduction to Business Communication    

②. Team Development 

③. Team Communication 

④. Assertiveness 

⑤. Interpersonal Communication 

⑥. Productive Meeting - Practice 

⑦. Productive Meeting - Practice & Evaluation 

⑧. Review Course and Performance 

 

4. 成績評価方法 

Students will be evaluated based on their total outputs such as in-class participation, homework 
assignments, performance, and class attendance.    

5. 教科書と参考書 

No assigned text for this course, but all reading material to be made available to students.  

6. 予習と復習について 

It is vital to do homework assignments and preparation for class so that you could perform 

in class successfully. 

7 その他（履修の条件、連絡先、オフィスアワー等） 

Active participation in class activities is critical to be successful and also for you to 

enjoy and learn. 

 

 

 

 

⑨ International negotiation 

⑩ Negotiation – Practice 

⑪ Negotiation – Evaluation 

⑫ Feedback Techniques 

⑬ Tele-conference 

⑭ Skype Conference, Evaluation 

⑮ Course Review & Performance 

Evaluation 
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科目名：国際協力         担当者: 坂本 隆    時間:１学期 木４  対象学年:３，４年 

1. 授業の目的と概要 

 開発途上国の開発支援に係る国際協力に興味を持つ学部学生を対象に、主に我が国が行っている政

府開発援助（ODA）の考え方、実施の方法、案件の事例紹介、及び課題等について講義します。また、

戦後我が国が海外から受けた援助や先進国による途上国援助の変遷や最近の援助動向について解説

します。講義では単に途上国支援の知識を教えるだけでなく途上国の現状や開発課題などについて受

講者自身に考えてもらう形にする予定です。 

 

2. 学習の到達目標 

 （独）国際協力機構（JICA）に代表される我が国の政府開発援助に対する取り組みや NGO 等の取り

組みについて理解し、開発途上国支援について明確な問題意識を持つことを目標とします。 

 

3. 授業の内容・方法と進度予定 

  下記の内容について項目毎に約 90～180 分の進度で講義します。また、一部の授業については外

部講師による講義を予定しています。 

（1）戦後の途上国支援（含我が国への援助）と途上国援助の年代別変遷 

（2）我が国の政府開発援助の基本方針と事業サイクルについて 

（3）開発課題の取り組みと協力プロジェクトの策定の方法 

（4）開発分野、開発スキームの協力事例 

（5）ＮＧＯによる途上国支援の事例 

（6）途上国における開発課題と我が国の政府開発援助の抱える課題 

 

4. 成績評価方法 

 授業態度及び出席率（50％）及び期末試験（50％）とします。 

 

5. 教科書と参考書 

 教科書は特に定めませんが、下記を参考図書として紹介します。いずれもインターネットでダウン

ロードできます。 

（1） 政府開発援助(ODA)白書 外務省、 

（2） 国際協力機構年報 JICA 

（3） 事業評価年次報告書 JICA 

 

6. 予習と復習について 

 基本的には各授業で使用するパワーポイント及び資料を事前に大学のホームページに公開します

が、日頃から新聞、テレビ、雑誌などで開発途上国の様々な状況を理解しておくことを強く勧めます。 

 

7. その他（履修の条件、連絡先、オフィスアワー等） 

 オフィスアワーは講義時に説明します。 

 Ｅメールアドレス：tsaka@econ.tohoku.ac.jp 
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科目名: International Cooperation 担当者: 坂本隆  時間: ２学期木２ 対象学年: ３・４年 

This class is a part of IPEM. 

1. 授業の目的と概要 

 The aim of this lecture is to introduce outline of International Cooperation and its 

framework, methods, cooperation projects for improving social and economic situation in 

developing countries. Students will be aware of Japan’s Official Development Assistance (ODA) 

schemes such as technical cooperation, grant aid and loan cooperation as well as 

problems/constraints of development activities. 

2. 学習の到達目標 

 The students will understand how and what the developing countries and donors have been 

dealing with development issues on economic growth and poverty alleviation. The students also 

expected to be able to formulate and to design a specific developing project （e.g. education, 

health, agriculture sectors and so on） through class discussions and presentations. 

3. 授業の内容・方法と進度予定 

 Topics include the following. 

1) Terminology of Developing Activities 

2) Current situation of developing countries 

3) Transition of Development assistance (1)(2) 

4) Introduction of Japan’s ODA 

5) ODA activities by JICA and other donors (1)(2) 

6) JICA activities in Indonesia 

7) Project design and formulation by JICA 

8) Student Presentation and Discussion 

   Economic/Social situations in student’s mother countries (1)(2) 

9) Student Presentation  

Designing a development project in specific sector (1)(2) 

4. 成績評価方法 

 Score of this class is to evaluate the followings; class attendance, assignment, in-class 

presentation and discussion. 

5. 教科書と参考書 

 No specific textbooks are prepared, but the students are recommended to read annual reports 

of World Bank, Asian Development Bank, White Paper of Japan’s ODA and JICA Annual Report. 

6. 予習と復習について 

  To attain the goal and class activities in 8) and 9) above, the students are assigned to 

survey a specific field/sector (e.g. education, health, rural development, agriculture, etc.) 

of their mother countries. Accordingly, the students need to study the field/sector in advance. 

7. その他（履修の条件、連絡先、オフィスアワー等） 

  Those students who have already gained the credit of 「国際協力」(International Cooperation) 

at the undergraduate school are not allowed to resister this class. 
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科目名：資本市場の役割と証券投資  担当者: 堀 大器 他 時間:２学期木３ 対象学年:３・４年 

1. 授業の目的と概要 

 資本市場に求められる役割とは何か。激変する日本の資本市場の全容と投資のリスク＆リターン 

の考え方、株式投資・債券投資・ポートフォリオ運用・外国為替相場など証券投資における重要な 

テーマを実務の観点から解説する。 

2. 学習の到達目標 

 資本市場に求められる役割を理解するとともに、基本的な証券知識を習得し、受講生それぞれの 

ライフプランに沿った運用方法を選択出来るようになる事を到達目標とする。 

3. 授業の内容・方法と進度予定   

① ガイダンス 

② 経済情報の捉え方 

③ 外国為替相場とその変動要因について 

④ リスク・リターンとポートフォリオ分析 

⑤ 債券市場の役割と投資の考え方 

⑥ 株式市場の役割と投資の考え方 

⑦ 投資信託の役割とその仕組みについて 

⑧ 資本市場における投資家心理について 

⑨ 資産運用とライフプランニング 

⑩ 日本の株式市場史 

⑪ 金融資本市場の役割とその変化 

⑫ 財政の役割とその仕組みについて 

⑬ 財務分析と企業評価について 

⑭ 世界の金融資本市場展望 

⑮ 産業展望と投資の考え方 

⑯ 投資銀行ビジネス 

⑰ 経済成長と金融資本市場 

⑱ 資本市場の規制、制度に関して 

⑲ 企業と CSR 

⑳ グローバル化する世界と資本市場の果たす役割 

 
※講義内容・順番は変更となる可能性がある。 

4. 成績評価方法 

 筆記試験と出席状況により総合的に評価する。 

5. 教科書と参考書 

「証券投資の基礎」野村證券投資情報部 編 丸善株式会社  ※講義資料は毎回講師が用意する。 

6. 予習と復習について 

金融資本市場・経済に関するトピックを取り上げる機会が多いので、日経新聞等の経済情報に 

日頃から目を通しておくことが望ましい。 

7. その他（履修の条件、連絡先、オフィスアワー等） 

  連絡先：野村證券(株)仙台支店 法人課 片岡 梓  電話：022-225-4403（直通） 
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科目名：損害保険概論      担当者: 竹井直樹 他    時間:連続講義  対象学年:３・４年 

1. 授業の目的と概要 

  保険の基本的な事項を学び、その中で損害保険にはどのような種類の保険があって、どのような 

 社会的、経済的役割を担っていて、どのような変遷を辿ってきたか、また、損害保険業界が金融分 

 野のなかでどのような位置にあるのか、そしてどのような経営課題を抱えているのかなどについて 

 学習を深める。 

 

2. 学習の到達目標 

  将来、保険を利用する立場と保険を販売する立場に立つことを踏まえて、損害保険や生命保険の 

基本的な知識・知見の習得を目指す。経済活動のなかで保険を利用することの意義、あるいは利用 

しないことの意義を理解する。 

 

3. 授業の内容・方法と進度予定 

 ①ガイダンス 

 ②保険の歴史 

 ③リスクの考察 

 ④リスクマネジメント 

 ⑤損害保険の基礎 

 ⑥交通事故と保険 

 ⑦人災と保険 

 ⑧自然災害と保険 

 ⑨第三分野の保険 

 ⑩国際物流と保険 

 ⑪企業分野の保険またはその代替手段 

 ⑫保険制度と法 

 ⑬損害保険経営（１）損害保険市場 

 ⑭損害保険経営（２）経営戦略・経営課題 

 

4. 成績評価方法 

  筆記試験による。 

 

5. 教科書と参考書 

  教科書はない。講義ごとに資料を用意する。 

  参考資料は「はじめて学ぶ損害保険」（有斐閣 2012 年 5 月刊行予定）。その他は都度紹介する。 

   

6. 予習と復習について 

  普段から保険やリスクに関する新聞記事やニュースについて関心を持ってもらいたい。 

 

7. その他（履修の条件、連絡先、オフィスアワー等） 

  なし 
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科目名：震災復興と東北経済    担当者: 増田教授他  時間:１学期木３ 対象学年:２・３・４年 

1. 授業の目的と概要 

2011年3月11日の東北地方太平洋沖地震を受けて、経済学研究科（経済学部）は2011年度に「震

災復興研究センター」を設置し、東北地域の諸大学、東北経済連合会、東北活性化研究センタ

ー、東北経済産業局、中小企業基盤整備機構等との連携・協力のもと、震災からの地域復興に

向けた調査研究を開始した。 

本授業では、震災復興研究センターにおける「地域産業復興調査研究プロジェクト」の研究

成果を学生諸君に伝えるとともに、震災復興と東北経済の課題と展望を理解することを目指す。 

 

2. 学習の到達目標 

下記項目を実現できるような視座と分析力を獲得する。 

・自然災害からの経済復興・産業再生に関わる経済学・経営学的諸課題を理解する 

・震災復興に関わる「理論と実践」の関係性を、動的な復興過程に即して検討する 

・震災後の東北経済・産業に生まれつつある新たな社会経済的な動きを把握する 

 

3. 授業の内容・方法と進度予定 

授業は教科書『東日本大震災からの地域経済復興への提言』にそって、オムニバス形式で行

う。内容は震災復興の展望、震災のマクロ的俯瞰図、産業復興における金融、各産業の課題と

取り組み、雇用と企業再生、震災と東北の地域社会といった柱で構成される。 

 

4. 成績評価方法 

 出席と提出物による。 

 

5. 教科書と参考書 

 『東日本大震災からの地域経済復興への提言』 

東北大学大学院経済学研究科 地域産業復興調査研究プロジェクト編 

河北新報出版センター、2012年3月刊 

 

6. 予習と復習について 

日頃から各種報道や文献等を通じて、震災復興の実態（経済指標や政策過程、諸主体の取り

組みなど）に関する情報収集を行うことを期待する。 

 

7. その他（履修の条件、連絡先、オフィスアワー等） 

履修の条件は特にない。なお、復興支援活動等において具体的課題を有する受講者は、その

旨を講義開始時に担当者まで伝えること。また講義時間外の連絡は、講義担当の増田までメー

ルにて行うこと（mailto: masuda@econ.tohoku.ac.jp）。 
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科目名：Japanese Business and Economy a 

担当者: 河崎 亮   時間:2 学期 水 3 対象学年:2.3.4 年 

1. Course objective 

 The course aims to take a look at some topics in Japanese business and economy from a 

noncooperative game theoretical standpoint. 

 

2. Goals of the course 

 On successful completion of the course, students can expect to be able to understand the 

very basics of the theory and to be able to create a very simple model for application to topics 

in business and economics. 

 

3. Course description 

 The course will be taught in English.  Some of the lectures will focus on introducing the 

theory that is necessary in understanding the applications to examples in business and 

economics.  Such topics include the definition of a game, how it is modeled, and definitions 

of solution concepts used in analyzing games such as Nash equilibrium and subgame perfect 

equilibrium.  The remaining lectures will be devoted to seeing how these concepts can be 

applied to various topics in business and economics. 

 

(Details may be subject to change depending on the progress of the class.) 

 

4. Evaluation/Grading 

Midterm (36%)/Final (64%) or Final (100%), whichever is larger.  (The specific numbers may 

be subject to change.) 

 

5. Texts 

 There is no required textbook for this course.   

6. Requirements 

There are no prerequisites for the course, although some knowledge of basic mathematics and 

economics may be helpful. 

 

7. Contact Information 

E-mail: rkawasaki@econ.tohoku.ac.jp 
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科目名：Japanese Business and Economy b  

担当者: 河崎 亮    時間:１学期火１ 対象学年:2.3.4 年 

1. 授業の目的と概要 

 This course covers several models and examples that fall under the category of cooperative game 
theory and several solution concepts that are commonly used in the analysis of such games. 
2. 学習の到達目標 

 Students can expect to understand some basics in cooperative game theory and its applications. 
 

3. 授業の内容・方法と進度予定 

Topics may include the following topics: games in characteristic function form, core, nucleolus, Shapley 
value, several applications, and two-sided matching.  
 
4. 成績評価方法 

Grades will be based on a midterm exam and a final exam. Grades will be (tentatively) 
determined by the following formula: 
Midterm (36%) and Final (64%) or Final (100%), whichever is higher.   
  (These rules and percentages may be subject to minor changes.  The schedule may also be 
subject to change.) 
5. 教科書と参考書 

There is no textbook for this course. 

6. 予習と復習について 

7. その他（履修の条件、連絡先、オフィスアワー等） 

Mail: rkawasaki@econ.tohoku.ac.jp 
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科目名：上級ミクロ経済学  担当者：三宅充展  学期：２学期 月２·木１ 対象学年:３·４年 

1. 授業の目的と概要 

  大学院レベルの標準的教科書で記述されているミクロ経済学理論を理解し、各分野で基幹と 

  なっている学術論文を読みこなす読解力を修得することが目的である。また、公務員試験 

  （論述試験）に対応した水準の専門知識を得ることも目的である。 

2. 学習の到達目標 

  修士論文作成にあたり、独力で受講生が専攻する分野の文献サーベイができる程度の学力を 

  つけることが到達目標である。 

3. 授業の内容・方法と進度予定 

  １ 不確実性の経済学：期待効用理論 

      １．１ サンクトペテルブルグの逆説    １．２ 期待効用の公理系 

      １．３ 期待効用の表現定理と一意性    １．４ リスク回避度 

  ２ 非協力ゲーム理論 

      ２．１ 戦略形ゲームの定義        ２．２ ナッシュ均衡点 

      ２．３ 混合戦略と期待利得        ２．４ 均衡点の存在 

      ２．５ 均衡点の計算方法         ２．６ 利得支配とリスク支配 

      ２．７ 応用例 

  ３ 社会選択と協力ゲーム理論 

      ３．１ 社会選択問題と交渉問題の定式化およびアローの一般不可能性定理 

      ３．２ ナッシュ交渉解の公理        ３．３ ナッシュの定理 

  ４ 公共経済 

      ４．１ 消費者余剰と生産者余剰      ４．２ 経済厚生の指数 

   なお、各単元の終わりにレポートの課題を与える予定。 

4. 成績評価方法 

   試験（期末および中間試験）の成績（50％）とレポートの成績（50％）により決定する。 

   なお、中間試験は中止する可能性があるが、その際も上記の比率に変更は無い。 

5. 教科書と参考書 

 教科書： (1)  岡田章「ゲーム理論（新版）」有斐閣  2011 年 

          (2)  武隈慎一｢ミクロ経済学(増補版)｣ 新世社  1999 年 

 参考書（自習用）： (3)  M.J.Osborne 著 Introduction to Game Theory, Oxford,  2009 年  

              (4)  Walter Nicholson, Christopher M. Snyder 著  Microeconomic Theory 

                     第 10 版 South-Western 2008 年 

6. 予習と復習について  

     予習ではあらかじめ教科書を読んでおくこと、復習は課題レポート作成により行うこと 

7. その他（使用言語、履修の条件、連絡先、オフィスアワー等） 

 担当者は日本語により、講義、試験問題作成をおこなう。 

 受講生は日本語だけでなく英語による授業参加、試験問題解答等を認める。   

 履修条件：学生便覧（科目表のページ）に記載されている履修条件が適用される。 

      たとえば、中級ミクロ経済学特殊講義が必要要件科目となっている等。 
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科目名：上級マクロ経済学  担当者：堀井 亮 学期：２学期  対象学年: 3・4年(月 3・水 3) 

1. 授業の目的と概要 

 初歩の理解を目指す学部レベルのマクロ経済学と、実際の経済分析や政策立案に用いられる大学院

レベルのマクロ経済学では、経済主体の行動を所与の行動方程式に従うと仮定するか、ミクロ経済学

と同様に目的関数を最大化するように行動すると考えるかという点で大きな違いがある。また、マク

ロ経済学では異時点間の消費・貯蓄・投資行動に注目することから、動学的な最適化を理解し、使い

こなせるようになることが、各応用フィールドの学習や国際ジャーナルに掲載される論文を読むため

の必須の知識である。本授業では、中級マクロ経済学に引き続き、大学院レベルで必要とされるマク

ロ経済学の標準的なツールと分析方法を講義する。さらに、得られた知識を演習を通じて自ら使いこ

なせるよう身につける。 

2. 学習の到達目標 

 世界のほとんどの大学で専門的な学習に進むために必須の知識と考えられており、また国際機関・

各国中央銀行等におけるエコノミストにとっても最低限の共通言語となっている、修士コアコースレ

ベルのマクロ経済学を習得することを目標とする。それにより、受講者が研究あるいは政策分析のス

タートポイントに立つことを目指す。 

 

3. 授業の内容・方法と進度予定 

 当授業では下記のトピックをカバーする予定。ただし、実際の進度に応じてトピックを取捨選択す

る可能性がある。各トピックについて、講義及び演習を交互に行う。 

1. 連続時間における無限期間の最適化 

＊ハミルトニアンを用いた最大化原理（Optimal Control Theory）を習得する 

2. 人的資本形成と経済成長 

3. 多数の財の導入と、Dixit-Stiglitz 型独占的競争モデル 

4. Variety Expansion 型内生的成長理論 

5. シュンペーター型創造的破壊理論 

6. 不確実性のもとでの期待形成と最適化 

 ＊確率的動的計画法 (Stochastic DP)と Hamilton-Jacobi-Bellman 方程式を習得する 

7. 確率的成長モデルとリアル・ビジネス・サイクル理論 

 

4. 成績評価方法 

 期末試験及び課題（演習セッションにおける発表を含む） 

5. 教科書と参考書 

 Daron Acemoglu (2009) Introduction to Modern Economic Growth, Princeton University Press 

（履修者は IPEM 図書コーナーからの貸出が可能です）. 

6. 予習と復習について  

指定された演習問題を毎週こなしてくることが求められる 

7. その他（使用言語、履修の条件、連絡先、オフィスアワー等） 

・ 言語: 講義は日本語で行います。課題の提出は日本語・英語ともに可。 

・ 履修の条件: 中級マクロ経済学特殊講義を履修済みであること。 

・ 連絡先:ホームページ www.econ.jpn.org/horii/ を参照のこと 

・ オフィスアワー: 初回授業時に連絡します 
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科目名：上級計量経済学 担当者：松田安昌  時間：２学期(月 1・火 3) 対象学年：3･4年 

1. 授業の目的と概要 

 「中級計量経済学」で学習した「回帰分析の理論」をもとに、「時系列分析の理論と実際」を学ぶ。

「講義」と統計ソフトＲによる経済データ分析の「実習」によってすすめる。 

 

2. 学習の到達目標 

 経済時系列データを与えられた時，回帰モデルを適切に選択してＲを実行し，出力結果を正しく解

釈できるようになること。 

 

3. 授業の内容・方法と進度予定 

 

「講義」とＲを使う「実習」を週に１コマずつ行う。扱う内容は以下の予定。 

1. 定常時系列分析 

2. ARCH と GARCH 

3. 多変量時系列 

4. 非定常時系列 

5. パネルデータ 

 

4. 成績評価方法 

「期末試験」と「Ｒ実習レポート」により行う。 

 

5. 教科書と参考書 

福地純一郎，伊藤有希「R による計量経済分析」朝倉書店 

 

6. 予習と復習について  

予習は必要ない。ただし，講義は前回までの内容を前提として進めるので，復習は必ずしておくこと。 

 

7. その他（使用言語、履修の条件、連絡先、オフィスアワー等） 

 

講義，実習は日本語で行う。ただし，レポート，試験答案は英語でも可。 

中級計量経済学を履修しているか理解していることがのぞましい。 

質問等については email: matsuda@econ.tohoku.ac.jp もしくは、オフィスアワー（月曜日

13:00-14:30）に経済学部６０５室で受け付ける。 
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科目名：外国書購読（英）ａ  担当者: 金崎芳輔  時間:２学期金２  対象学年:２・３・４年 

1. 授業の目的と概要 

 著者が今世紀初めに未来を予想するかのように示した見解「各国の資本市場、金融市場が急速にグ

ローバル化、自由化し、かつインターネットにより投資家の持つ情報量とスピードが増大し、取引が

容易になった環境において、米国株式市場は近年異常な高騰を示すと同時にその裏に巨大なリスクが

潜んでいる」という警告について洞察する。 

 

2. 学習の到達目標 

 英語の文献を読むことに慣れる。著者の主張を裏付ける分析を理解する。著者の考え方について自

分なりの検討をしてみる。 

 

3. 授業の内容・方法と進度予定 

  毎回、多数の分担者に分担箇所を翻訳してもらう。そして内容に関して質疑応答をし、討論をす

る。 

内容：1 The Stock Market in Historical Perspective 

2 The Real Estate Market in Historical Perspective 

3 Precipitating Factors: The Capitalist Explosion, the Internet and Other Events 

4 Amplification Mechanisms: Naturally Occurring Ponzi Processes 

5 The New Media 

6 New Era Economic Thinking 

7 New Eras and Bubbles around the World 

 

4. 成績評価方法 

 授業への参加、報告、討論を評価する。小テストやレポートを課した場合、これらの成績も評価の

対象にする。 

 

5. 教科書と参考書 

 教科書 Robert J. Shiller, Irrational Exuberance 2nd ed., Princeton University Press, 2005. 

 参考書 エドワード・チャンセラー『バブルの歴史：チューリップ恐慌からインターネット投機へ』

日経 BP 社、2000 年 

チャールズ・キンドルバーガー『熱狂、恐慌、崩壊：金融恐慌の歴史』日本経済新聞社、

2004 年 

6. 予習と復習について 

 予習として参加者全員が前もって次回の内容を読んでくること 

 

7. その他（履修の条件、連絡先、オフィスアワー等） 

 連絡先：kanazaki@eon.tohoku.ac.jp 

 オフィスアワー：メールでアポイントメントを取ってください。 
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科目名：外国書購読（独）a   担当者: 佐々木伯朗    時間: 1 学期金２ 対象学年:2・3・4 年 

1. 授業の目的と概要 

 19 世紀末のドイツにおいて、世界初の社会保険制度（労災、年金、医療）が成立した。授業では、

ドイツの社会政策の歴史に関する優れた通史を通して、これらの制度が成立した社会経済的背景や、

日本の社会保険制度の成立との違いについて学ぶ。 

 

2. 学習の到達目標 

・ドイツ語文献の読解力の向上 

・社会保険を中心としたドイツの社会政策の歴史に関する基本的な知識の習得 

・ドイツと日本の社会保険の比較に関する方法の把握 

 

3. 授業の内容・方法と進度予定 

第二帝政期から第一次大戦に至るまでのドイツの社会政策に関する以下の内容について、進めるだ

け進む。 

 1 Grundlegung des Systems der sozialen Sicherung 

    Institutionen 

    Leistungen 

  2 Arbeitsbeziehungen im Widerstreit 

    Koalitionsrecht 

    Unterdrückungsversuche 

    Klassenjustiz 

    Vereinsrecht 

    Tarifvertragsbewegung 

 

4. 成績評価方法 

出席および平常の成績による。 

 

5. 教科書と参考書 

教科書 Volker Hentschel Geschichte der deutschen Sozialpolitik 1880-1980, Frankfurt am Main: 

 Suhrkamp, 1983. 

参考書 古瀬徹・塩野谷祐一編『先進諸国の社会保障４ ドイツ』東京大学出版会、1999 年、他。 

6. 予習と復習について 

 

 

7. その他（履修の条件、連絡先、オフィスアワー等） 

連絡先：sasaki@econ.tohoku.ac.jp 

オフィスアワー：授業終了時 
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科目名：外国書購読（独）ｂ   担当者: 佐々木伯朗    時間: ２学期金２ 対象学年:2・3・4 年 

1. 授業の目的と概要 

 １学期に引き続き、社会保険を中心としたドイツの社会政策の歴史に関する文献講読を通して、こ

れらの制度が成立した社会経済的背景や、日本の社会保険制度の成立との違いについて学ぶ。  

 

2. 学習の到達目標 

・ドイツ語文献の読解力の向上 

・社会保険を中心としたドイツの社会政策の歴史に関する基本的な知識の習得 

・ドイツと日本の社会保険の比較に関する方法の把握 

 

3. 授業の内容・方法と進度予定 

両大戦間期におけるドイツの社会政策に関する以下の内容について、進めるだけ進む。 

 1 Arbeitsbeziehungen zwischen kollektiver Ordnung und staatlichem Eingriff 

    Begründung des kollektiven Arbeitrechts 

    Versagen des kollektiven Arbeitrechts 

    Bestetigung des kollektiven Arbeitsrechts 

  2 Arbeitsmarktpolitik-Grundlegung und Krise 

  3 Soziale Sicherung in Republik und Diktatur 

    Finanzielle Probleme und sachlicher Ausbau 

    Anfechtungen und Bewährung in der Krise 

    Anverwandlung und Tradition im Dritten Reich 

4. 成績評価方法 

出席および平常の成績による。 

 

5. 教科書と参考書 

教科書 Volker Hentschel Geschichte der deutschen Sozialpolitik 1880-1980, Frankfurt am Main: 

 Suhrkamp, 1983. 

参考書 古瀬徹・塩野谷祐一編『先進諸国の社会保障４ ドイツ』東京大学出版会、1999 年、他。 

6. 予習と復習について 

 

 

7. その他（履修の条件、連絡先、オフィスアワー等） 

履修の条件：1 学期の外国書講読（独）a を履修していることが望ましい。 

連絡先：sasaki@econ.tohoku.ac.jp 

オフィスアワー：授業終了時 
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科目名：政治経済学Ⅱ特殊講義  担当者：大村泉 学期：Ⅰ学期(火 2) 対象学年：3・4年  

1. 授業の目的と概要 

 『資本論』研究の最新動向を新 MEGA（新『マルクス/エンゲルス全集』全 114 巻、1975～、既刊 52

巻）第Ⅱ部門「『資本論』および準備労作」の編集動向に基づいて解明する。 

 

2. 学習の到達目標 

 『資本論』研究に関する最新の国際動向と到達点を確認する  

 新 MEGA 編集とその『資本論』研究へのインパクトを確認する 

 

3. 授業の内容・方法と進度予定 

 教科書およびこれを補完する配付資料について担当者が概要を説明した後、参加者全員によるディ

スカッションを行う。 

 １ 新 MEGA と国際マルクス/エンゲルス財団 

 ２ 『資本論』の成立 

 ３ 第３章「資本と利潤」の成立 

 ４ 1861-1863 年草稿における第３部構想の成立 

 ５ MEGA II/12,13 について 

  補遺 

  

4. 成績評価方法 

 平常の成績による（ディスカッションへの参加内容をみて判断する） 

 

5. 教科書と参考書 

 大村泉『新 MEGA と<<資本論>>の成立』（八朔社、1998 年）、ほか、授業中適宜指示する。 

 

6. 予習と復習について  

進度に合わせて行うこと 

 

7. その他（使用言語、履修の条件、連絡先、オフィスアワー等） 

 使用言語：日本語 

 履修の条件：無断欠席を認めない。 

連絡先：022-795-6297（研究室直通）および iomura@econ.tohoku.ac.jp 

オフィスアワー：授業時間終了後随時。 
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科目名：理論経済学第二部特殊講義 担当者：北川 章臣 時間：1学期（水２）   

対象学年：3・4年 

1. 授業の目的と概要 

 大学院レベルのマクロ経済学で習得すべき内容のうち、特論 a でカバーできなかったいくつか

の話題について解説する。具体的には、独占的競争モデル、サーチモデル、信用割当、効率賃金

といった所謂「新ケインズ経済学（New Keynesian Economics）」に分類される諸理論を取り扱う。

（この授業は大学院との合併講義である。学部の授業としてはやや高度な内容を取り扱うので、

受講を考えている人は注意すること） 

 

2. 学習の到達目標 

 「協調の失敗」のマクロ経済学的な意義を理解する。 

 「新ケインズ経済学」の代表的な文献が読みこなせるようになる。 

 「協調の失敗」を生かしたマクロモデルを構築する。 

  

3. 授業の内容・方法と進度予定 

 以下の内容を講義する。 

1. 新古典派的な景気循環モデル 

2. 「協調の失敗」とは？ 

3. 名目硬直性と独占的競争モデル 

4. サーチモデル 

5. 信用割当の理論 

6. 効率賃金理論 

7. 新しい IS-LM モデル 

 

4. 成績評価方法 

 筆記試験とほぼ毎回課される宿題の提出状況によって評価する。 

5. 教科書と参考書 

 教科書は使用しない（講義ノートを配布する予定）。参考書として次の 2 冊を挙げておく。 

 齊藤誠「新しいマクロ経済学」（新版）有斐閣 2006 

 D. Romer, Advanced Macroeconomics, 3/e. McGraw-Hill/Irwin, 2005 

 J. Gali, Monetary Policy, Inflation, and the Business Cycle: An Introduction to the 

New Keynesian Framework, Princeton University Press 2008 

6. 予習と復習について 

 理解を確実にするためにほぼ毎回宿題を課する予定である。 

7. その他 

 受講者が「マクロ経済分析」「ミクロ経済分析」「経済経営数学」を履修済みであること、および、

初歩的なゲーム理論の知識を持っていることを授業の前提とする。また、可能であれば「中級マ

クロ経済学特殊講義」「上級マクロ経済学」を併せて履修することが望ましい。 

 オフィスアワー： 事前にアポイントメントを取ること。 

 担当教員 HP： http://www.econ.tohoku.ac.jp/~kitagawa/ 

 E-mail： kitagawa@econ.tohoku.ac.jp 
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科目名：西欧経済史特殊講義 担当者：川名 洋教授  ２学期：火２      対象：３・４年 

1. 授業の目的と概要 

“Comparison” is a complex intellectual technique successfully adopted by eminent economists and historians, 

such as Smith, Weber, Braudel, and North. The comparative approach is also implicit in studies of Economic 

History in general. This lecture series is designed to explore the history of two leading industrial nations, 

Britain and Japan, by putting them into a comparative perspective. Precocious urbanization, industrialisation 

and commercialization explain the resilience of both economies, but their institutional and social settings, 

which could either promote or restrain economic performance and business practices, were markedly 

different. The histories of the two countries diverged and converged as they reacted to fresh economic 

realities. They show up how scarce resources were allocated and the problems of inefficiency ameliorated 

under different social and political circumstances. The discussion mainly covers the early modern period when 

both Britain and Japan started to build the foundation of a modern capitalist economy, but students are 

encouraged to study the two economies in a broader historical context.   

 

2. 学習の到達目標 

• To understand the contrasting courses of economic development of the two nations, which converged 

and diverged along the route to a modern industrialized society.  

• To develop a critical view of the “comparative approach” to Economic History and to assess its 

strengths and weaknesses. 

 

3. 授業の内容・方法と進度予定 

I. Introduction to Economic and Urban History: Comparative perspectives 

II. The rural origins of the modern economy 

III. The structure of industrial organizations  

IV. Precocious urbanization  

V. Commercialization of early modern societies 

VI. The development of civic corporations  

 

Students are required to give a presentation on selected topics in the sessions. 

 

4. 成績評価方法 

 Term paper: 80%/ Participation: 20% 

5. 教科書と参考書 

 Reading materials will be suggested in the opening session. 

6. 予習と復習について  

Students are encouraged to do their revision after class, since the same topics will often reappear in 

different contexts in the following sessions. 

7. その他（使用言語、履修の条件、連絡先、オフィスアワー等） 

This lecture will be given in English. 
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科目名：応用マクロ経済学特論   担当者：堀井 亮 学期：１学期 対象学年: 3・4年(月 3) 

1. 授業の目的と概要 

 本授業では、結婚・出産という家族形成行動がマクロ経済全体としてどのように行われるのか、

Family Economics の理論およびサーチ・マッチング理論を用いて学習する。 

 

2. 学習の到達目標 

 日本では急速に少子化が進んでいるが、このことは多くのマクロ経済問題の根源となっている（労

働力減少による成長率低下・年金の維持可能性等）。統計によると、経済全体の出生率が低下してい

る一方、既婚の夫婦が生涯にもつ子供の数は大きく減少しておらず、少子化は晩婚化・非婚化の結果

と考えられる。そこで、本授業では人々がいかに結婚・出産という選択を行うのか、経済全体として

の配偶者のマッチングはどのように形成されるのか、理論モデルを用いて学習する。それにより、経

済環境や政策の変化がいかに結婚・出産行動に影響を与えるのか理解する。 

 

3. 授業の内容・方法と進度予定 

 基本的には講義を行うが、徐々に受講者による発表も取り入れる。 

 扱うトピックとしては下記を予定している。 

・ Facts on Marriage  

・ The Gains from Marriage 

・ Matching on the Marriage Market: Theory 

・ Sharing the Gains from Marriage 

・ Investment in Schooling 

・ An Equilibrium Model of Marriage, Fertility, and Divorce 

・ Children and Family Structure  

 

4. 成績評価方法 

 報告・ディスカッション等授業への貢献、および平常の参加状況による 

 

5. 教科書と参考書 

Martin Browning, Pierre-Andre Chiappori, and Yoram Weiss “Family Economics,” yet to be published, 

draft version downloadable from the author’s website at http://www.tau.ac.il/~weiss/fam_econ/ 

 

6. 予習と復習について  

報告担当者は十分な準備が求められる。 

 

7. その他（使用言語、履修の条件、連絡先、オフィスアワー等） 

・ 言語: 外国人が授業参加している場合、講義は英語で行う。口頭でのディスカッション・報告

は英語・日本語いずれでも可だが、資料は英語で作成すること。 

・ 履修の条件: 中級ミクロおよび中級マクロ経済学特殊講義を履修済み・同時履修しているか、

同様の知識があることが望ましい。 

・ 連絡先:ホームページ www.econ.jpn.org/horii/ を参照のこと 

・ オフィスアワー: 初回授業時に連絡します。 
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科目名：経営学原理特殊講義   担当者： 高浦康有  学期：2学期（月 5） 対象学年：3･4 年 

1. 授業の目的と概要 

経営学における理論構築のパースペクティブについてテキスト読解を通じて学ぶ。近年の経営戦略

論において展開された、行為者の動機の間主観的な理解とその相互行為プロセスの記述を行う行為論

的アプローチについて検討し、客観的な法則定立をめざす実証主義的アプローチとの比較を行う。 

 

2. 学習の到達目標 

経営学の理論構築における方法論的立場について理解を深める。またこの学習を通じて、自らが研

究上、依拠する方法論的前提について自覚的になれるような研究センスを養う。 

 

3. 授業の内容・方法と進度予定 
下記テキストを各章ごとに批判的に読み進める。受講生は各章のトピックスについて課題提起のコ

メント・ペーパーを毎回作成し、人数分準備の上、提出する。発表者については随時、指名する。 

（１）経営学的思考法とは何か 

（２）経営戦略論における変数システム記述と行為システム記述 

（３）事例研究 - 行為連鎖と＜意図せざる結果＞によるモデル化 

 

4. 成績評価方法 

ペーパー及び最終課題の提出状況や分析レベル、討議に対する貢献度などに応じて評価する。 

 

5. 教科書と参考書  

教科書 石井淳蔵『ビジネス・インサイト―創造の知とは何か』岩波新書、2009 年 

    沼上幹『行為の経営学- 経営学における意図せざる結果の探究』白桃書房、2000 年 
（※教科書は開講前に、大学生協文系店などで購入しておくこと） 

参考書 山根節、山田英夫『日経で学ぶ経営戦略の考え方』日本経済新聞出版社、2004 年 

東北大学経営学グループ『ケースに学ぶ経営学（新版）』有斐閣、2008 年 

石井淳蔵, 清水信年, 西川英彦, 吉田満梨, 水越康介, 栗木契『ビジネス三國志―マーケティ

ングに活かす複合競争分析』プレジデント社、2009 年 

 

6. 予習と復習について  

テキストの各章につきコメント・ペーパーの作成を通じて予習してもらいたい。また討議で得た他

の受講生からのフィードバックを振り返ることで事後の復習に役立ててもらいたい。 

 

7. その他（履修の条件、連絡先、オフィスアワー等） 

本講義のテーマへの関心が多少ともあり、邦語文献読解の能力をある程度有し、また他者とのディ

スカッションを厭わないことが履修の前提条件である。研究生の聴講は認めない。 

【連絡先】takaura（@をつける）econ.tohoku.ac.jp 

http://www.econ.tohoku.ac.jp/~takaura/  

【オフィスアワー】金曜 3 講時（経済学研究科棟 6 階 601） 
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科目名：財務会計論特殊講義     担当者: 佐竹正幸    時間:1学期木 5  対象学年:3・4年 

 

1. 授業の目的と概要 

 

※ 本科目は会計大学院の科目との共通科目であり、片平キャンパス（エクステンション教育研究棟）

で開講される。講義内容については下記の会計大学院のシラバスの「財務会計」のページを参照せよ。 

 （http://www.econ.tohoku.ac.jp/~tuasad/tuas_syllabus2012.pdf） 
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科目名：管理会計論特殊講義     担当者: 松田康弘   時間:2学期水 4  対象学年:3・4年 

 

1. 授業の目的と概要 

 

※ 本科目は会計大学院の科目との共通科目であり、片平キャンパス（会計大学院研究棟）で開講さ

れる。講義内容については下記の会計大学院のシラバスの「コストマネジメント」のページを参照せ

よ。 

 （http://www.econ.tohoku.ac.jp/~tuasad/tuas_syllabus2012.pdf） 
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科目名：イノベーション論特殊講義 担当者：柴田友厚 時間：１学期水３  対象学年：3・4年 

1. 授業の目的と概要 

 本授業では企業レベルのイノベーションに焦点をあてて、企業が直面する具体的な経営課題をとり

あげ、イノベーションによる価値創造と新事業創造に向けた戦略と組織について学習します。 

 

2. 学習の到達目標 

イノベーションに係わる具体的な現実の経営現象、経営課題をとりあげ、それを多面的にとらえる視

点を養います。そのため本授業で重視することは、第１に現実の興味深い経営現象の背後にある本質

的な論理を探ること、そして第２に、先人が考えた概念やフレームワークをできるだけ使うことを通

して、その可能性と限界を考えます。 

  

3. 授業の内容・方法と進度予定 

 イノベーションの遂行は、戦略、組織のみならず、マーケティング、技術、市場や産業、などの多

様な知識を総動員することが必要です。そのためにこれらの知識を適宜復習しながら授業はすすめて

ゆきます。授業の基本的流れは、①文献と課題の事前配布②教員による講義③ケース等を用いたクラ

ス討議の繰り返しになります。当日の議論は、事前に指定した文献、ケース教材および当日のビデオ

視聴を中心にして展開しますので、事前に配布資料を読んで出席することが必須です。 

授業の概要は以下のとおりです。 

 

（１） 顧客価値の創造 

（２） 顧客志向の製品戦略 

（３）アーキテクチャ戦略 

（４）新事業の創造 

（５）技術転換のマネジメント 

 

4. 成績評価方法 

レポート内容（４０％）、クラス討論への貢献（３０％）、個人発表（３０％） 

平常点だけで評価し、期末試験は行いません。 

 

5. 教科書と参考書 

 プリントを配布します。 

 

6. 予習と復習について  

事前に配布する文献を読み課題を考えて授業に出席することが必要です。また、４回の課題レポート

（各２ページ以内）を作成してもらいます。 

 

7. その他（使用言語、履修の条件、連絡先、オフィスアワー等） 
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科目名：金融論特殊講義   担当者：西山   時間：２学期火２   対象学年３・４年 

1. 授業の目的と概要 

 This course is about graduate-level Monetary Economics.  The level of this course is set 

comparable to those taught at 2nd year graduate courses in the U.S. economics graduate schools. 

It should be noted that this lecture is offered mainly for IPEM students and, thus, will be 

taught solely in English.  

 

2. 学習の到達目標 

 After taking this course, you should be able to understand the articles appearing in the 

academic journals such as Journal of Monetary Economics, Journal of Money, Credit, and Banking, 

etc. 

 

3. 授業の内容・方法と進度予定 

  The topics in this lecture may include the followings: 

- Money-in-the-Utility Function 

- Cash-in-Advance Model 

- Money in the Short-run: Informational and Portfolio Rigidities 

- Money in the Short-run: Nominal Price and Wage Rigidities 

- Discretionary Policy and Time Inconsistency 

- New Keynesian Monetary Economics 

- Financial Markets and Monetary Policy 

 

4. 成績評価方法 

 Based on the final examination (50%) and assignments (50%) 

 

5. 教科書と参考書 

 Carl E. Walsh, Monetary Theory and Policy, third edition, MIT Press, 2011. (Required) 

 

6. 予習と復習について  

 You are expected to review the textbook and lecture notes thoroughly after the class.  

Cooperation among the students is encouraged during the class, but when solving the 

assignments, you need to work independently. 

 

7. その他（使用言語、履修の条件、連絡先、オフィスアワー等） 

 This course will be taught in English.  You MUST take Microeconomics I, II, Macroeconomics 

I, II, and Econometrics I, II (IPEM courses) or 上級ミクロ経済学、上級マクロ経済学、上級計

量経済学（経済経営学専攻授業科目）prior to taking this course.  Contact information and office 

hour will be announced at the first meeting of this course. 
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科目名：産業組織論特殊講義    担当者: 泉田成美    時間: ２学期金３ 対象学年:３・４年 

1. 授業の目的と概要 

  産業組織論はミクロ経済学と計量経済学の知識を用いて、現実の産業組織や企業行動を理論的・

実証的に分析するとともに、経済厚生を高めるために、政府はどのような政策を採用すべきかを分

析する学問分野である。本年の特殊講義では、独占の理論、規制緩和と民営化、合併と企業結合規

制について講義する予定である。 

2. 学習の到達目標 

 ・独占によって発生する非効率性について理解できるようになる。 

 ・規制緩和や民営化が推進されている経済学的な背景を理解できるようになる。 

 ・合併の経済効果と、合併に対する政府の関与について理解できるようになる 

3. 授業の内容・方法と進度予定 

 次の内容を講義することを予定しているが、受講生の興味や反応によって多少の変更がありうる。 

 １．イントロダクション：産業組織論とは？(１回) 

２．産業組織論をめぐる歴史的概観(２回) 

３．独占の理論(２回) 

  §１．独占企業の行動モデル、§２．独占によるデッド･ウェイト･ロスの発生、§３．X 非効率

性（生産非効率性）、§４．動態的非効率性、§５．独占の持続性について 

４．自然独占事業の規制緩和・民営化（３回） 

  §１．自然独占、§２．公正報酬率規制、§３．公正報酬率規制の問題点、§４．自然独占事

業分野の規制緩和・民営化、§５．インセンティブ規制 

５．参入と退出(３回) 

  §１．コンテスタブル市場理論、§２．技術革新（イノベーション）と参入、§３．参入障壁・

退出障壁、§４．政府による参入規制と規制のパラドックス 

 ６．集中度と合併(３回) 

  §１．合併(M&A)、§２．集中度の指標、§３．企業結合規制をめぐるハーバード・シカゴ論争 

4. 成績評価方法 

  レポート（３回程度）と学期末試験の成績による。成績評価はレポート 20％、学期末試験 80％

で行う。 

5. 教科書と参考書 

  教科書；泉田成美・柳川隆「プラクティカル産業組織論」有斐閣、2008 年。  

6. 予習と復習について 

十分な予習と復習が必要である。 

7. その他（履修の条件、連絡先、オフィスアワー等） 

  日本語で講義を行う。レポートおよび学期末試験も日本語出題・日本語解答である。 

特に履修条件は設けないが、学部の「ミクロ経済分析」程度の知識を前提とした講義を行う。 

オフィス・アワー；金曜日 12:00～13:00 

  E-mail； izumida@econ.tohoku.ac.jp 
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科目名: 経営工学特殊講義          担当者: 伊藤 健    時間: 2 学期 月 3 対象学年: 3, 4 年 

1. 授業の目的と概要 

 企業経営や公共サービスにおける施設の最適な配置位置について数理的な議論を行う． 

 

2. 学習の到達目標 

 配置を行おうとする施設の性質に見合った合理的な配置位置を数理的に導出するための基本概念

を理解する． 

 

3. 授業の内容・方法と進度予定 

 施設配置問題について，次のようなものを取り扱う． 

   (1) 単一施設配置問題 

    ・ユークリッド距離による最小和問題 

    ・直角距離による最小和問題 

    ・ユークリッド距離によるミニマックス問題 

    ・直角距離によるミニマックス問題 

   (2) 複数施設配置問題 

   (3) 移動施設配置問題 

 

 基本的に講義形式で行うが，履修者数次第でゼミ形式（履修者による準備と発表）を取り入れるこ

とがある． 

 

4. 成績評価方法 

 出席，課題提出，発表状況や小テストなどの平常点を 50%，期末試験を 50%として評価する． 

 

5. 教科書と参考書 

 教科書：特に指定しない． 

 参考書：“Facilities location: models and methods”, R. F. Love, J. G. Morris, et al., (Appleton & Lange) 

         「最適配置の数理」岡部篤行，鈴木敦夫（朝倉書店） 

 

6. 予習と復習について 

 教科書を指定しないので講義形式では予習の必要はありません．ただし，ゼミ形式をとった場合に

は各自予習が必要となります．取り扱う内容が相互に関連する場合もあるので，復習が不可欠となる

こともあります． 

 

7. その他（履修の条件、連絡先、オフィスアワー等） 

 経済経営数学基礎，経済経営数学を履修済み，もしくは微積分（偏微分，二重積分含む）の知識を

有していることが必要． 

 オフィスアワー：月曜 10:30～12:00 
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科目名：経営情報論特殊講義   担当者：安田一彦  時間：1学期金 2  対象学年：３・４年 

1. 授業の目的と概要 

 企業情報システムの沿革、現状および将来の方向について学習する。企業経営の視点から、企業情

報システムの戦略的価値を正しく理解できる能力を養成することを目的とする。 

2. 学習の到達目標 

・企業経営における情報技術（ＩＴ）の役割とその重要性を理解する。 

・ＩＴの進歩に伴う企業情報システムの発展経緯および歴史的意義を学ぶ。 

・最新の企業情報システムの現状と課題を把握する。 

・今後の企業情報システムの将来を展望する。 

3. 授業の内容・方法と進度予定 

 以下の項目を取り上げる。教員による一方的な講義形式ではなく、受講者との討論を交えた双方向

形式で進めるので、積極的な授業への参画が求められる。 

・情報システムの変遷 

・ＩＴマネジメントの基礎 

・経営情報システム（ＭＩＳ） 

・意思決定支援システム（ＤＳＳ） 

・戦略的情報システム（ＳＩＳ） 

・経営戦略とＩＴ戦略の整合 

・統合基幹業務システム（ＥＲＰ） 

・エンタープライズ・システム（ＥＳ） 

・最高情報統括責任者（ＣＩＯ） 

・ＩＴガバナンス 

・エンタープライズ・アーキテクチャ（ＥＡ） 

・企業経営におけるＩＴの真価 

・今後の企業情報システム 

4. 成績評価方法 

・課題レポート、授業への貢献度（発表回数等）に基づいて成績評価を行う。 

・各評価項目の比率は課題レポート（８０％）、貢献度（２０％）である。 

5. 教科書と参考書 

・教科書は指定しない。毎回、英文の講義資料を配布し、これを用いて授業を進める。 

・参考書は授業中に適宜、紹介する。多数の出版物があるが、特に次の図書を推奨する。 

 (1) 宮川公男（編）「経営情報システム」[第 3 版]2004 年、中央経済社。 

 (2) トーマス・ダベンポート「ミッション・クリティカル」2000 年、ダイヤモンド社。 

6. 予習と復習について  

・予習：事前配布する講義資料を必ず精読・理解した後に授業へ臨むこと。 

・復習：授業中に指定する英文の関連論文に基づいて、課題レポートを作成・提出すること。 

7. その他（履修の条件、連絡先、オフィスアワー等） 

・使用言語は「日本語」である。 

・履修条件は特にないが、履修登録する前に「事前の面談」を行う。 

・連絡先メール・アドレスは「yasuda@econ.tohoku.ac.jp」である。 

・オフィスアワーは随時とするので、研究室（研究棟 616 室）まで。 
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科目名： 経営史特殊講義  担当者：鈴木 俊夫 時間：２学期水５ 対象学年：３・４年 

1. 授業の目的と概要 

最初に，比較経済史の観点から１８６８年以降の日本経済のマクロ的な発展過程を説明する。次いで，

財閥や産業に関する企業システムや会社構造について言及する。最後に，日本の会社研究として，日

本経営史における特徴的な４つの企業の事例研究を取り上げる。授業は，パワーポイントを用いた講

義と輪読・討議を併用する形式で行う。 

2. 学習の到達目標 

○日本の工業化の特徴を比較経済史的に考える。 

○日本にみられた産業や企業の発生過程を理解して，経営者の企業者活動の特徴を考察する。 

○日本における雇用やコーポレート・ガバナンスの特徴について理解を深め，それが生じた背景を考

える。 

3. 授業の内容・方法と進度予定 

１ 授業の概要と日程           ２ 日本の経済発展 １８６８～１９４０年 

３ 日本の経済発展 １９４５～１９９９年   ４ 輪読と討議 （１） 

５ 日本経済と外資の役割          ６ 輪読と討議 （２） 

７ 財閥の形成（創業者と持株会社）    ８ 事例研究  （３） 

９ 総合商社（発生と役割）       １０ 事例研究  （４） 

１１ パナソニック（町工場から大企業へ） １２ 事例研究  （５） 

１３ トヨタ生産方式の誕生（品質管理）  １４ 事例研究  （６） 

１５ ＪＴの国際化戦略（専売から国際経営へ） 

4. 成績評価方法 

出席，レポート，期末の筆記試験による。 

5. 教科書と参考書  

教科書はとくに使用しません。毎回パワーポイントのスライドを配付します。参考書として，以下の

文献をあげておきます。 

G.C. Allen, Short Economic History of Modern Japan 1867-1937 

W.J. Macpherson, The Economic Development of Japan c.1868-1941 

Ryoshin Minami, The Economic Development of Japan: A Quantitative Study 

Hidemasa Morikawa, Zaibatsu: The Rise and Fall of Family Enterprise Groups in Japan 

Takafusa Nakamura, The Postwar Japanese Economy: Its Development and Structure, 1937-1994 
Toshio Suzuki, Japanese Government Loan Issues on the London Capital Market, 1870-1913 

Tsunehiko Yui & Johannes Hirschmeier, The Development of Japanese Business, 1600-1973 

6. 予習と復習について   

輪読や事例研究の場合には，指定文献を必ず読んで出席して，発言する必要がある。 

7. その他（使用言語、履修の条件、連絡先、オフィスアワー等） 

本特論は，Ｇ３０のＩＰＥＭ講義科目(Japanese Business History)となるため，講義，提出レポー

ト，試験は全て英語となります。ＩＰＥＭプログラム所属以外の学生が履修する際には，事前に担当

者に相談して下さい。 

担当者の連絡先：研究室―経済学部棟５階５１２室；電子メール―tosuzuki@econ.tohoku.ac.jp 

オッフィスアワー：メールで予約して下さい。  
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科目名：会計情報論特殊講義     担当者: 木村史彦    時間: 2学期水 3 対象学年:3・4年 

 

1. 授業の目的と概要 

 

※ 本科目は会計大学院の科目との共通科目であり、片平キャンパス（エクステンション教育研究棟）

で開講される。講義内容については下記の会計大学院のシラバスの「財務諸表分析」のページを参照

せよ。 

 （http://www.econ.tohoku.ac.jp/~tuasad/tuas_syllabus2012.pdf） 
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科目名：原価計算論特殊講義     担当者: 青木雅明    時間: １学期月 3 対象学年:3・4年 

 

1. 授業の目的と概要 

 

※ 本科目は会計大学院の科目との共通科目であり、片平キャンパス（エクステンション教育研究棟）

で開講される。講義内容については下記の会計大学院のシラバスの「管理会計」のページを参照せよ。 

 （http://www.econ.tohoku.ac.jp/~tuasad/tuas_syllabus2012.pdf） 
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科目名：監査論特殊講義     担当者: 高田敏文    時間: １学期火 3 対象学年:3・4年 

 

1. 授業の目的と概要 

 

※ 本科目は会計大学院の科目との共通科目であり、片平キャンパス（エクステンション教育研究棟）

で開講される。講義内容については下記の会計大学院のシラバスの「監査」のページを参照せよ。 

 （http://www.econ.tohoku.ac.jp/~tuasad/tuas_syllabus2012.pdf） 
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科目名：財務管理論特殊講義  担当者：金﨑芳輔  時間：１学期木２  対象学年：３・４年 

1. 授業の目的と概要 

 The purpose of this course is to provide students with the theory and knowledge of corporate finance. 
Corporate finance is a study regarding how corporations make financial decisions. Financial decisions are 
divided into two types. One for investing in real assets and other for raising money. Before learning what 
financial decisions are good, we have to study how investors invest in stocks and bonds issued by 
corporations and how expected returns on stocks and bonds are determined in the financial markets 
reflecting risks of securities. 
2. 学習の到達目標 

 Grasping the fundamentals of following contents. The concept of risks involved with security 
investments, why diversification can reduce portfolio risks, what determine the expected returns on 
securities, rational rules for real assets investments made by firms, how much corporations should borrow 
money, and how much corporations should pay dividends to shareholders. 
3. 授業の内容・方法と進度予定 

 The course proceeds along the contents of the textbook. 
  1) Introduction: goals and governance of the firm 

2) Present value 
3) Valuing bonds 
4) The value of stocks 
5) Investment criteria 
6) Portfolio theory and the capital asset pricing model 
7) Debt policy 
8) Payout policy 
 

4. 成績評価方法 

 Attendance (30%), final exam (70%) 
 

5. 教科書と参考書 

  Brealey, Myers, and Allen, Principles of Corporate Finance 10/E, McGraw-Hill/Irwin, 
2011. 
 

6. 予習と復習について  

 

 

7. その他（使用言語、履修の条件、連絡先、オフィスアワー等） 

 Basics of statistics 
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Nonprofit Organizations      Nishide     2nd Semester (Mon 3)   Juniors & Seniors 

非営利組織論特殊講義        担当：西出    時間：2 学期（月 3）      学年：3・4 年 

1. Course objective and outline 

This course aims at providing basic knowledge and ideas on nonprofit organizations and social 

capital. This course is conducted in English. 

 

2. Learning outcomes 

On successful completion of the course, students are expected to 

- understand the basic theory and systems relating to nonprofit organizations and social 

capital 

- understand historical development of nonprofit organizations and social capital 

- comprehend the state and challenges facing nonprofit organizations and social capital; 

and 

- think through how to solve such problems and make recommendations 

 

3.  Schedule and topic 

The following topics relating to nonprofit organizations and social capital are discussed 

through lectures, student presentations and dialogues: 

- Theory, Significance, System, International Comparison 

- Historical development, state and challenges  

- Management (mission, HRM, fund development, marketing, accountability and evaluation) 

- Case Studies (Environment, Disaster Relief, Community Development, Management Support) 

- Cross-sector Partnership (Nonprofits, Business, Government, School and University) 

- Beyond Sector Boundary (Social Enterprise, Social Business)  

 

4. Grading 

presentation（40%），discussion（20%），quizzes and report（40%） 

 

5. Textbooks and Readings  

Journal articles: Nonprofit and Voluntary Sector Quarterly, Nonprofit Management and 

Leadership, and Nonprofit Review.  

Nishide, Yuko (2009) Social Capital and Civil Society in Japan, Tohoku University Press. 

How to get a copy of the textbook is announced at the first class. 

 

6. Requirements 

Reviewing the textbook and readings is required for effective presentations and discussions. 

 

7. Other 

Contact: ynishide @ econ.tohoku.ac.jp  Office hour: Wed 13:00-14:00 or by appointment  
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科目名：農業経済学特殊講義  担当者：柘植徳雄  時間：１学期  金３  対象学年：3・4年 

1. 授業の目的と概要 

 農業問題の研究にとって重要である基礎理論について学び、今日の農業問題を展望する際に必要な

基礎的知識を獲得する。 

 

2. 学習の到達目標 

・農業問題の基礎的概念の内容と論点について理解する。 

・農業問題を国際的及び歴史的視野から捉える見方を習得する。 

 

3. 授業の内容・方法と進度予定 

(1)農業問題の発生機構 

(2)土地の経済学・土地制度の歴史 

(3)土地問題―分配問題から構造問題、環境問題へ― 

(4)農業恐慌・世界農業問題 

(5)農業の市場機構と農場世帯の主体均衡 

(6)農産物の市場と価格 

(7)農民層の分解 

(8)経済発展と農業 

(9)農法論 

(10)村落共同体論  

(11)アグリビジネス論、農業協同組合論 

 

4. 成績評価方法 

 報告（50％）と出席（50％）によって評価する。  

 

5. 教科書と参考書 

  教科書は特にない。トピックに関連した論文を報告してもらう予定であり、それらの論文は適宜こ

ちらでコピーして配布する。農業経済学の参考書としては、速水佑次郎・神門善久『農業経済論・新

版』（岩波書店、2002 年）、田代洋一『農業問題入門』（大月書店、2003 年）を推薦したい。 

 

6. 予習と復習について 

授業で指示する報告文献について予め読んでくること。また、参考書の関連部分、並びに授業で指

示する参考文献についても予習・復習をすること。 

 

7. その他（履修の条件、連絡先、オフィスアワー等） 

・連絡先  tsuge@econ.tohoku.ac.jp  

・オフィスアワー  金曜 12:00～13:00  事前にアポイントをとればそれ以外でも可。 
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科目名：地域企業論特殊講義  担当者：福嶋  時間：１学期金６  対象学年：３・４年 

1. 授業の目的と概要 

 The purpose of the course is for students to understand the situations and features of 
Japanese businesses, especially SMEs and Regional Enterprises (REs). We also introduce 
basic business principles and concepts, including specific examples. 
2. 学習の到達目標 

 The students are required as follows; (1)to understand the situations of REs and SMEs in Japan, (2)to 
learn theories explaining the phenomena, (3)to compare between the SMEs and REs in Japan and their 
own countries, (4)to think how to apply what they have learned to their own countries’ SMEs and REs. 
3. 授業の内容・方法と進度予定 

  One topic is picked up in each class. The students learn and think the topic through 
listening lecture, case study and group discussion. A class will consist of three parts: (1) 
lecture on the topic (theories or concepts), (2) case study, (3) group discussion. 
1) Orientation: What is the purpose of this course?  Self-introduction. 
2) Enterprises and region: How are regional factors and enterprises’ activities related?   
3) Time-honored companies and business transformation in Japan: Why are there many 
 time-honored companies in Japan? How have they survived? 

4) Resource creation by RE: How does exhausted countryside revive their economy? 
5) Knowledge creation by RE: How do Japanese companies make innovation happen? 
6) Spontaneously emerging clusters in Japan: What is the secret of innovative region in Japan?  
7)Japanese cluster policies and their results: What is the role of government in making 
 innovation happen? 

8) Collaboration among industry, academia and government in Japan: What are the roles of 
 academia and regional entities in making innovation happen and how do they collaborate? 

9) Ventures and RE: Why are there so few venture created in Japan?  
10) Internationalization of RE: How do REs get to be global companies?  
11)Revitalizing the primary industry: Can Japanese the primary industry survive in 

 international competition and how? 
12)Restoring from the East Japan great earthquake: How have the companies that suffered from 

 3.11 Tsunami revived?   
13) Final Examination 
4. 成績評価方法 

 Students will be evaluated based on: (1) class attendance, (2) in-class participation, (3) 
group discussion participation and presentations, (4) reports, and (5) the final exam. 
5. 教科書と参考書 

 Materials are prepared by the instructor. For further study, the books as follows are useful; 
Ibada-Arens,K(2005) Innovation and Entrepreneurship in Japan, CAMBRIDGE 
Whittaker, D.H. (1997) Small firms in the Japanese economy, CAMBRIEGE. 
6. 予習と復習について  

7. その他（使用言語、履修の条件、連絡先、オフィスアワー等） 

Absent without notice is never allowed 
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科目名：地域計画 特殊講義     担当者：増田 聡   学期：２学期（火６）  対象学年: ３･４年 

1. 授業の目的と概要 

本年度は、「まちづくり論」の理論と実践に関するテキストを複数取り上げ、批判的に輪講する。

この分野は、建築･土木･造園等の物的計画（Physical Planning）に基礎をおくものから、行政学や政

策科学、社会学、地域経済学、福祉政策的視点で著されたものまで多様なアプローチが存在している。

今回は、受講生の専門領域や関心の所在に応じて、テキストを選択し比較検討の対象としたい。さら

に、現実の実践例についても適宜紹介していく予定である。 

2. 学習の到達目標 

・「まちづくり論」に関わる多様な論点の存在と、その理論的背景を理解する 

・まちづくり実践例の展開過程を追い、実践主体や方法論の特徴を地域特性との関係から把握する 
・上記の理論化と政策立案・施策実施との関係性を理解する 

3. 授業の内容・方法と進度予定 

5. に示した教科書等を取り上げ、報告者と討論者を中心とする輪講形式で授業を行う。報告者は

文献内容の要約紹介を、討論者は内容に対するコメントと関連事例の報告をそれぞれ担当する。各回

の分担は第 1 回講義開講時に決定し、報告者は発表の前週にレジメを、討論者は当日コメントを準備

しておくこと。レジメ作成では、地図・統計表・その他関連資料（5.参考書・事例集）を自ら発掘し

添付することが望ましい。 

4. 成績評価方法 

 平常の報告・討論（講義への貢献 50%）とレポート（学期末他 50%）により評価する。 

5. 教科書と参考書 

教科書 日本都市計画学会関西支部（2011） 『都市・まちづくり学入門』、学芸出版社 
筧裕介（2011） 『地域を変えるデザイン』、英知出版 

今井･上田･小浪･司波編著（2010） 『まちづくり政策実現ガイド』、ぎょうせい 

山崎亮（2011） 『コミュニティ デザイン』、学芸出版社 など 

参考書 各自発掘して、講義の中で紹介すること 

事例集 井上繁（2011） 『日本まちづくり事典』、『世界まちづくり事典』、丸善 

東京大学 cSUR-SSD 研究会（2007） 『世界の SSD100―都市持続再生のツボ』、彰国社 など 

この他、季刊まちづくり、日経グローカル、日経 MJ 誌等も参照のこと 

6. 予習と復習について  
・ 報告者は予習の上、発表前週の講義修了時にレジメを印刷・配布すること。 

・ 討論者は前週に配られたレジメを予習し、コメント等を準備しておくこと。 

・ 他の参加者は、レジメ読了の上、講義に参加すること。 

7. その他（履修の条件、連絡先、オフィスアワー等） 

 特に履修の条件はない。オフイスアワーは相談の上決定する。講義内容や文献等に関して質問があ

る場合は、メール（masuda@econ.tohoku.ac.jp）で連絡の上、研究室まで。 
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科目名：アジア経済論特殊講義  担当者：日置史郎 時間：２学期月５ 対象学年：３・４年 

1. 授業の目的と概要 

 現代中国経済のいくつかの論点について講義する。 

 

2. 学習の到達目標 

 講義対象として選ばれた中国経済のトピックについて、問題の現状と関連研究の概要および教員 

による解説をよく理解した上で、レポートを執筆し、プレゼンテーションを行う。 

 

3. 授業の内容・方法と進度予定 

 教員から講義を行った後で、学生からプレゼンテーションを行ってもらう。 

講義では 10 余りの論点をとりあげる予定である。論点とその基本文献のリストは、第一回オリエ

ンテーション時に配布する。 

 

4. 成績評価方法 

 レポートとプレゼンテーション（50%）とテスト（50%）の予定（変更はあり得る。その場合は、講

義中に指示する）。 

 

5. 教科書と参考書 

教科書：第一回オリエンテーション時に指示する。 

参考書：講義中に随時指示する。 

 

6. 予習と復習について  

予習：リーディングアサインメントを読んでおく（毎回、英語論文３本程度を予定している）。 

復習：決まった形式はない。 

 

7. その他（使用言語、履修の条件、連絡先、オフィスアワー等） 

使用言語：英語（やむを得ない場合のみ、日本語でのレポートの執筆を許可することがある） 

履修の条件：特にない 

連絡先：内線６３０１あるいは hioki@econ.tohoku.ac.jp 

オフィスアワー：講義終了時または予約により随時。 
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科目名：国際経済論特殊講義 担当者：佐藤秀夫 時間：Ⅰ学期（月 2）  対象学年：3・4年 

1. 授業の目的と概要 

 

  現代の世界経済について講義します。 

 

2. 学習の到達目標 

 

  現代の世界経済について理解を深めます。  

 

3. 授業の内容・方法と進度予定 

 

講義の主な内容は以下のようになります。 

 

戦後世界経済の概観（黄金時代から低成長へ、新自由主義の台頭と終焉） 

日本経済、米国経済、EU 経済、新興国の経済、サブプライム危機と 2008 世界恐慌 

現代世界経済の抱える課題（格差是正と財政危機） 

 

 

4. 成績評価方法 

 

  基本的には、出席状況と受講態度によって評価します。 

レポートを課す場合もありますが、そのさいはレポートの内容を加味します。 

受講者数が多い場合、期末試験を行うこともあります。 

 

5. 教科書と参考書 

  

教科書は使用せず配布プリントをもとに講義します。参考書は講義の中で挙げます。 

 

6. 予習と復習について 

上記テーマに関連する本を読んでおくことが望ましい。また、講義の後には関連する事項につい

て自ら調べ、理解を確かなものにしておくこと。 

 

7. その他（履修の条件、連絡先、オフィスアワー等） 

 本講義は大学院生向けの講義（国際経済論特論）を学部生に開放するものですが、熱意があれば、

学部の 3・4 年生にも理解できます。本講義内容に関心のある学部生の聴講を大いに歓迎します。 

オフィスアワー：前期の月曜日 13:30 から 14:30。 

E-mail アドレス：hideo の後に＠をつけ econ.tohoku.ac.jp  
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科目名：中級マクロ経済学特殊講義  担当者:及川浩希 時間: 1 学期火 2・水 3 対象学年: 3-4 年 

1. 授業の目的と概要 

 初歩的なマクロ経済学の議論では、簡便な方法で国や地域の経済状態を総体としてとらえるため、

その経済を構成する個々の家計や企業がどのように振る舞い、それらがどのように集計されて総体が

表れてくるのかは重視しなかった。それは最初のアプローチとしては有用なものの、現実に発生する

経済現象やマクロ経済政策の効果を詳細に分析する用途には耐えられるものではない。本講義では、

まず伝統的なマクロ・モデルをレビューしつつ、その利点と欠点を明らかにするところから始め、そ

のうえで、家計や企業の動学的最適化行動に基づくミクロ的基礎を持ったマクロ経済モデルのフレー

ムワークを導入し、それを用いたマクロ経済分析・政策議論を行う。 

 

2. 学習の到達目標 

 本講義を通じて、学部レベルで取り扱われる伝統的なマクロ経済学から、国際的に主流となってい

る現代的なマクロ経済学への移行を行う。動学一般均衡の考え方と分析手法を学び、それを現実の経

済と照らし合わせる技術を習得することを目標とする。 

 

3. 授業の内容・方法と進度予定 

 講義と、演習問題の解説を中心とした演習セッションとで構成される。講義内容は以下の通り。 

 

１．学部マクロ経済学のレビュー 

２．ソロー・モデル 

３．動学的最適化 

４．最適成長理論 

５．世代重複モデル 

６．実物的景気循環論 

 

4. 成績評価方法 

 毎回課す宿題と学期末試験によって評価する。 

 

5. 教科書と参考書 

 レクチャーノートを配布し、教科書は指定しない。以下を主要参考図書とする。 

Romer, Advanced Macroeconomics, 3rd ed., McGraw-Hill, 2006. 

 

6. 予習と復習について 

 

 

7. その他（履修の条件、連絡先、オフィスアワー等） 

学部レベルのミクロ・マクロ・計量経済学、および数学の基本的な知識は身につけているものとす

る。オフィスアワーと連絡先は初回講義時に知らせる。 
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科目名：中級計量経済学特殊講義       担当者：松田安昌   学期：1学期(金 1，2限) 

1. 授業の目的と概要 

 回帰分析の理論と方法を，「講義」と統計ソフトＲによる経済データ分析の「実習」を通して学ぶ。 

 

2. 学習の到達目標 

 経済データを与えられた時，回帰モデルを適切に選択してＲを実行し，出力結果を正しく解釈でき

るようになること。 

 

3. 授業の内容・方法と進度予定 

 

「講義」とＲを使う「実習」を週に１コマずつ行う。扱う内容は以下の予定。 

1. 正規分布とは 

2. 単回帰モデル 

3. 重回帰モデル 

4. 最小二乗法 

5. ｔ検定とＦ検定 

6. 誤差項の不均一分散と相関の扱い方 

7. 時系列回帰分析 

 

4. 成績評価方法 

「期末試験」と「Ｒ実習レポート」により行う。 

 

5. 教科書と参考書 

福地純一郎，伊藤有希「R による計量経済分析」朝倉書店 

 

6. 予習と復習について  

予習は必要ない。ただし，講義は前回までの内容を前提として進めるので，復習は必ずしておくこと。 

 

7. その他（使用言語、履修の条件、連絡先、オフィスアワー等） 

 

講義，実習は日本語で行う。ただし，レポート，試験答案は英語でも可。 

質問等については email: matsuda@econ.tohoku.ac.jp もしくは、オフィスアワー（月曜日

13:00-14:30）に経済学部６０５室で受け付ける。 
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《演習専門科目》 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 





 
 
 
 
 
 

《 関 連 科 目 》 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



科目名：民法        担当者: 石垣茂光    時間:１学期水２・金１  対象学年:３・４年 

1. 授業の目的と概要 

民法は、市民生活関係（経済取引関係と家族関係）をルールづけている。本講座では、とくに経

済取引に関する部分を中心として、民法がどのように経済取引を規律しているのかを具体的にみて

いくことにする。そのために、どのような条文があり、それを適用するとどのようになるか、とい

ったことを抽象的に理解するだけでなく、実際の裁判例に多く触れることにする。これにより、経

済活動をルールづけている民法を具体的に知ることができるとともに、経済を多面的・立体的にみ

ることにも資することになる。 

また、一般法としての民法は、様々な領域において特別法による修正を受けている（例えば消費

者契約法・借地借家法・PL 法など）。そこで、できる限りこのような特別法も紹介いくことにする。 

2. 学習の到達目標 

  紛争を法的に解決するとは、当事者間でどのような権利・義務が発生しているのかを確定し、そ   

 の権利内容を強制的に実現することである。そこで、権利・義務の発生・変更・消滅につき、法は  

 どのようにシステム化しているのかを条文で確認し、理解する。その上で、さらに実際に生じた紛 

 争を通して、生きた法を理解する。最終的に、社会生活における実践的な法律知識の習得に努める。 

3. 授業の内容・方法と進度予定 

まずは法律家の思考パターンの修得に努める。法律の条文は「要件＋効果」という形で規定して

いる。そのため、一定の効果発生のためには、要件の充足が必要であり、要件を充足するに足る事

実が発生しているかが問題となる。つまり、一定の効果が発生するためには一定の要件＝事実の発

生が必要になるため、要件＝効果という枠組みを常に意識する思考が必要となる。 

次いで、契約関係をめぐる民法の規定（条文）に触れていく。たとえば、売買契約が成立すると、

権利義務が発生するが、その契約はどのようにして成立するのか、さらには成立した契約が有効に

効力を生ずるための要件は何か。仮に売買契約が有効に成立したとして、売主の義務は物の引渡に

尽きるのか、買主の義務として代金をどこでいつどのように支払うことになるのか、これらをルー

ルづけている条文はどのように規定していて、これらをめぐってどのような訴訟が起こされている

のかをみていく。さらに、もし売主・買主が自らの義務を果たさなかったらどうなるのか。債権者

はどのような権利を有しているのか。これらの点については民事訴訟法・民事執行法などの法律に

も触れながらみていくことにする。また、取引といっても売買に限らず、消費貸借契約（金融取引、

リース取引、手形取引、など）、賃貸借契約（不動産賃貸借）、請負契約等があり、これらについて

も触れていくことにする。さらに、金融取引における担保についても時間を割いていく予定である。 

4. 成績評価方法 

  定期試験に基づいて評価する。 

5. 教科書と参考書 

教科書：とくに指定しない。なお、コンパクトなもので十分だが、六法は必携である。 

6. 予習と復習について 

レジュメを毎回配布するので、それを活用しながら、自分のオリジナルノートを作成すること。 

7. その他（履修の条件、連絡先、オフィスアワー等） 

法の適用に答えはない。時代や社会の変遷によって法の解釈は変化する。つまり、実際の紛争に

あたって、どのように解決すべきか、どのように法を適用すべきかは常に問題となる。したがって、

受講にあたっては自ら問題意識を持って主体的に取り組むことが必要である。 

  なお、疑問・質問があればいつでも受け付ける(s-ishigaki@tscc.tohoku-gakuin.ac.jp)。 
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《 実 習 科 目 》 



科目名：簿記１      担当者：成田由加里  時間: １学期    対象学年:全学年 

1. 授業の目的と概要 

 企業の経済活動を表す財務諸表を作成するために基本となる簿記の考え方を学ぶ。対象とするのは

個別財務諸表であり、個別財務諸表作成レベルの簿記の理解をその目的とする。 

 

2. 学習の到達目標 

 個々の取引を適格に処理し、総合問題に対する解答力を高めていくことにより個別財務諸表を作成

する力を養い、簿記の考え方について理解を深める。 

 

3. 授業の内容・方法と進度予定 

授業の内容 
企業活動と会計 

複式簿記の基本原理 

販売～一般商品販売 

販売～特殊商品売買 

棚卸資産 

金銭債権・貸倒引当金 

有価証券 

税金 

 

授業の方法 

理解状況確認のために中間テストを行う。小テスト・課題については随時実施する。 

 

4. 成績評価方法 

・ 期末テスト 50％ 中間テスト 30% 小テスト・宿題 20％ で評価する。 

・ AA （90 点以上）、A（80 点以上 90 点未満）、B（70 点以上 80 点未満）、C（60 点以上 70 点未満）

D（60 点未満；不合格） 

 

5. 教科書と参考書 

 必要に応じて講義で紹介する。 

 

6. 予習と復習について  

予習復習は必ず行うこと 

 

7. その他（使用言語、履修の条件、連絡先、オフィスアワー等） 

履修条件：日商簿記 2 級程度の知識を有することが望ましい 

オフィスアワー：授業のある日 午後 2 時～午後 4 時 

連絡先：e-mail：授業で提示する。 
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科目名：簿記 2     担当者：成田由加里    学期：2学期 対象学年:全学年 

1. 授業の目的と概要 

 企業の経済活動を表す財務諸表を作成するために基本となる簿記の考え方を学ぶ。対象とするのは

個別財務諸表であり、個別財務諸表作成レベルの簿記の理解をその目的とする。 

 

2. 学習の到達目標 

 個々の取引を適格に処理し、総合問題に対する解答力を高めていくことにより個別財務諸表を作成

する力を養い、簿記の考え方について理解を深める。 

 

3. 授業の内容・方法と進度予定 

授業の内容 
・外貨換算  

・税効果会計 

・資金調達～株主資本・自己株式・新株予約権 

・資金調達～ファイナンスリース 

・人事 ～退職給付会計・賞与・ストックオプション 

・固定資産～減損           

・金融商品～デリバティブ・ヘッジ会計  

・外部開示財務諸表作成～株主資本等変動計算書 

 

授業の方法 

理解状況確認のために中間テストを行う。小テスト・課題については随時実施する。 

 

4. 成績評価方法 

・ 期末テスト 50％ 中間テスト 30% 小テスト・宿題 20％ で評価する。 

・ AA （90 点以上）、A（80 点以上 90 点未満）、B（70 点以上 80 点未満）、C（60 点以上 70 点未満）

D（60 点未満；不合格） 

 

 

5. 教科書と参考書 

 必要に応じて講義で紹介する。 

 

6. 予習と復習について  

予習復習は必ず行うこと 

 

7. その他（使用言語、履修の条件、連絡先、オフィスアワー等） 

履修条件：日商簿記 2 級程度の知識を有することが望ましい 

オフィスアワー：授業のある日 午後 2 時～午後 4 時 

連絡先：e-mail：授業で提示する。 
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科目名：財務諸表             担当者: 米谷健司    時間: ２学期金４  対象学年:1,2,3,4 年 

1. 授業の目的と概要 

 財務諸表の基本的な原則・規則を学習する。なお、本講義は「会計原理」や「財務会計」を通じて

獲得した知識をベースとして、財務諸表の表示に関する論点および連結財務諸表に関する論点につい

て講義を行う。 

 

2. 学習の到達目標 

 財務諸表の表示に関する論点を理解し、連結財務諸表の作成方法及びその背後にある理論的体系を

理解できるようになる。 

 

3. 授業の内容・方法と進度予定 

講義形式で進行する。必要に応じて、レジュメを配布する。なお、授業は以下の内容を含む。 

 包括利益の表示 

 財務諸表の過年度遡及修正 

 キャッシュ･フロー計算書 

 投資勘定と資本勘定の相殺消去 

 取引高・債権債務の相殺消去と未実現利益の消去 

 持分法の適用 

 連結財務諸表の税効果会計 

 

4. 成績評価方法 

中間試験（25%）、期末試験（50％）、宿題・小テスト（25％）で評価する。AA（90 点以上）、A（80 

点以上 90 点未満）、B（70 点以上 80 点未満），C（60 点以上 70 点未満），D（60 点未満：不合格） 

 

5. 教科書と参考書 

教科書：内山峰男・榎本正博，『基本テキスト・シリーズ 連結会計 新訂版』同文舘出版, 2009 年． 

 

参考書：佐藤信彦・河﨑照行・齋藤真哉・柴健次・高須教夫・松本敏史編著『スタンダードテキス

ト財務会計論Ⅰ〈第 5 版〉―基本論点編』中央経済社、2011 年。 

 

6. 予習と復習について 

講義内容及び講義資料をもとに復習すること。 

 

7. その他（履修の条件、連絡先、オフィスアワー等） 

貸借対照表と損益計算書に関する基本事項を理解しており、簿記 2 級程度の知識を有しているこ

とを履修の条件とする（「会計原理」及び「財務会計」を履修済みであることが望ましい）。なお、

本講義は会計大学院の講義であり、片平キャンパスで実施されることに注意すること。 

連絡先：kj-kome@econ.tohoku.ac.jp  

オフィスアワー： 水曜 14:40～15:40 
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科目名：キャリア・プランニング    担当者: 藤本・小形   時間:連続講義 対象学年:１・２年 

1. 授業の目的と概要 

 自分の将来的なキャリアをデザインし形成するということの意味を主体的に考え、これからの大学

生活を有意義なものとし、近い将来の社会人としての職業生活のあり方や指針を自覚するための気づ

きの機会を提供する。 

 

2. 学習の到達目標 

 ①近い将来に社会に出て働く意味や職業について考え、自らの将来をイメージする。 

②さまざまな職業を考え見つめることにより、仕事をする世界、社会を取り巻く環境を理解する。

③自分自身の将来のあるべき姿をイメージし、その姿に到達するために必要な計画をたてる。 

 

3. 授業の内容・方法と進度予定 

 授業の大半は、一方的に聞くだけの通常の講義などとは大きく異なり、自分自身を振り返るための

省察やグループワークによる討議と発表などの主体的な参加が中心の演習形式である。 

１）キャリアとは何か 

キャリアとは何か、デザインするということはどのようなことか、有意義なキャリア形成の要件と

は何か？ 

２）社会的職業と仕事の分析 

社会にはどのような職業が存在するのか、実際の仕事とはどのようなものか（学生時代のアルバイ

トとは何が違うのか）、社会は大学卒業者に何を望むのか？ 

３）自分自身の分析 

自分の大切な価値観とは何か、自分はどのような職業に適しているのか、自分は社会に出て何をし

て役立つのか？ 

４）自分のキャリアのデザイン 

自分の近い将来のあるべき姿とはどのようなものか、そしてこれからの大学生活の過ごし方（生活、

アルバイト、授業への参加、恋愛関係など）はどうあるべきか？ 

 

4. 成績評価方法 

 授業への参加度（50%）とレポート（50%）で評価する。 

 

5. 教科書と参考書 

 授業でレジュメを配布する（特定のテキストはない）。 

 

6. 予習と復習について 

 簡単な事前課題（予習）とレポート（復習）あり。 

 

7. その他（履修の条件、連絡先、オフィスアワー等） 

 授業の大半はグループワークによって進められ、グループメンバーの相互協力が前提となるため、

原則的に遅刻や早退および途中退席などは認めない。カリキュラムの全てのプログラムに出席するこ

とが前提条件である。 
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科目名：インターンシップ  担当者：高浦康有、小形美樹 時間：下記参照 対象学年：2・3・4年 

1. 授業の目的と概要 

 在学中に大学での授業を通じて修得した理論や知識を、企業や NPO、公的機関等の実社会で実践し体

験する機会を提供する。それによって、経済・経営現象についての理解・関心を深め、ものの見方や考

え方を養うと同時に、人格形成や将来のキャリア形成に役立てることを目的とする。 

2. 学習の到達目標 

 大学で修得した専門的知識を実社会の問題に結び付けて活用する能力を高められるようになる。また

広い視野と考え方を身につけ、将来的なキャリアについて考えるヒントを得る。 

3. 授業の内容・方法と進度予定 

 インターンシップ科目の履修方法は他の科目と大きく異なるので、注意すること。 

（１）第１学期の履修登録期間中にＷｅｂで、連続講義と同様に履修登録する（単位数の確定は最終審

査を以って、担当教員が一括して行う）。履修登録・変更期間終了後に、事前研修のクラス割り当て

を掲示するので確認する。 

（２）６～７月（詳細は時間割表で確認のこと）、学内で実施される事前研修に参加する。 

（３）６月頃からインターンシップ公募情報（教務掲示版（とくに官公庁等）、本学キャリア支援セン

ターHP 等）をもとに受入機関を自ら探し、採用試験等を受ける。受入先が決まったら、すみやかに受

入機関による協力承諾を取り付けた上、「インターンシップ実施届」等の必要書類を教務係窓口に提

出する。 

（４）就業体験期間中は、毎週「インターンシップ週間活動報告書」（週報）を作成する。 

（５）就業体験終了後、受入機関に「インターンシップ受入機関所見」の送信を依頼するとともに、週

報、成果物及び「インターンシップ終了報告書」等の必要書類を教務係窓口に提出する。 

 ※以上の関係書式は、キャンパス・コミュニティを通じて入手可能である。 

4. 成績評価方法 

担当教員は、出席簿等により事前研修に既参加であるかどうか、並びに「実施届」が提出済みである

か否か等の認定要件を確認した上で、提出資料ほかに基づいて履修単位数及び成績を決定する。担当教

員は記載内容の確認を要する場合など必要に応じて学生と面談を行うことがある。 

5. 教科書と参考書 なし 

6. 予習と復習について 実習先の指示等に従うこと 

7. その他（履修の条件、連絡先、オフィスアワー等） 

以下の要件をすべて満たすインターンシップに限って単位履修を認める。 

 (1) 受入機関が「公募」によって参加者募集を行っていること* 

(2) 受入機関での実習時間数が「４０時間以上」であること 

(3) 当該年度の所定期間内に実施されるプログラムであること** 

(4) 「学生教育研究災害傷害保険」等の災害補償の保険・共済に加入していること*** 

(5) 受入機関が単位認定のための諸手続に協力することを承諾すること 

*   実体としてアルバイトや労務の提供ではなく、研修的要素を備えたインターンシップとして実施さ

れるものに限る。報酬・手当の有無は問わない。 

**  原則として、学内の事前研修（６～７月に実施される）最終クラスの終了日翌日から当該年度の第

２学期定期試験日程の開始日前日までを期間として定める。 

*** 正課でのインターンシップ中の事故被害について補償するもの。受入先に損害を与えた場合に備え

て賠償責任保険を付帯するのが望ましい。「学生 教育研究災害傷害 保険 」については全学教育（北キャ

ンパス）学生支援課生活支援係窓口にて加入等の手続きが可能である。 

 その他、詳細は今年度版の学生便覧（抜粋）の「インターンシップ履修要領」を参照すること。 

問い合わせ先： 

東北大学経済学部・経済学研究科  教務係 

E-mail： internship＠econ.tohoku.ac.jp （インターンシップ専用メール） 

 

103




